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第１章  総  則 

（ 目的 ）  

第１条  この法律は、障害者基本法 （ 昭和45年法律第84号 ） の基本的理念にのっと り 、身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283

号 ）、 知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ）、 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 （ 昭和25年法律第 123 号 ）、 児

童福祉法 （ 昭和22年法律第 164 号 ） その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって 、障害者及び障害児がその有する

能力及び適性に応じ 、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう 、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の

支援を行い、 もって障害者及び障害児の福祉の増進を図ると ともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重

し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする 。  

（ 市町村等の責務 ）  

第２条  市町村 （ 特別区を含む。以下同じ 。） は、 この法律の実施に関し 、次に掲げる責務を有する 。  

一  障害者が自ら選択した場所に居住し 、又は障害者若し くは障害児 （ 以下 「 障害者等 」 という 。） がその有する能力及び適

性に応じ 、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう 、当該市町村の区域における障害者等の生活の実態を把

握した上で 、公共職業安定所その他の職業リハビリテーシ ョ ン （ 障害者の雇用の促進等に関する法律 （ 昭和35年法律第 123

号 ） 第２条第７号に規定する職業リハビリテーシ ョ ンをいう 。第42条第１項において同じ 。） の措置を実施する機関、教育

機関その他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、必要な自立支援給付及び地域生活支援事業を総合的かつ計画的に行う こ

と 。  

二  障害者等の福祉に関し 、必要な情報の提供を行い、並びに相談に応じ 、必要な調査及び指導を行い、並びにこれらに付随

する業務を行う こと 。  

三  意思疎通について支援が必要な障害者等が障害福祉サービスを円滑に利用することができるよう必要な便宜を供与するこ

と 、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のために関係機関と連絡調整を行う ことその他障害者等の権利の擁護の

ために必要な援助を行う こと 。  

２  都道府県は、 この法律の実施に関し 、次に掲げる責務を有する 。  

一  市町村が行う自立支援給付及び地域生活支援事業が適正かつ円滑に行われるよう 、市町村に対する必要な助言、情報の提

供その他の援助を行う こと 。  

二  市町村と連携を図りつつ、必要な自立支援医療費の支給及び地域生活支援事業を総合的に行う こと 。  

三  障害者等に関する相談及び指導のうち 、専門的な知識及び技術を必要とするものを行う こと 。  

四  市町村と協力して障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行う と ともに、市町村が行う障害者等の権利の擁護のため

に必要な援助が適正かつ円滑に行われるよう 、市町村に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行う こと 。  

３  国は、市町村及び都道府県が行う自立支援給付、地域生活支援事業その他この法律に基づ く業務が適正かつ円滑に行われる

よう 、市町村及び都道府県に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行わなければならない。  

（ 国民の責務 ）  

第３条  すべての国民は、その障害の有無にかかわらず、障害者等がその有する能力及び適性に応じ 、自立した日常生活又は社

会生活を営めるような地域社会の実現に協力するよう努めなければならない。  

（ 定義 ）  

第４条  この法律において 「 障害者 」 とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害

者のうち18歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者 （ 知的障害者福祉法に

いう知的障害者を除く 。以下 「 精神障害者 」 という 。） のうち18歳以上である者をいう 。  

２  この法律において 「 障害児 」 とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児及び精神障害者のうち18歳未満である者をい

う 。  

３  この法律において 「 保護者 」 とは、児童福祉法第６条に規定する保護者をいう 。  

４  この法律において 「 障害程度区分 」 とは、障害者等に対する障害福祉サービスの必要性を明らかにするため当該障害者等の

心身の状態を総合的に示すものと して厚生労働省令で定める区分をいう 。  

第５条  この法律において 「 障害福祉サービス 」 とは、居宅介護、重度訪問介護、行動援護、療養介護、生活介護、児童デイ 

サービス 、短期入所、重度障害者等包括支援、共同生活介護、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援及び共

同生活援助をいい、 「 障害福祉サービス事業 」 とは、障害福祉サービス （ 障害者支援施設、独立行政法人国立重度知的障害者

総合施設のぞみの園法 （ 平成14年法律第 167 号 ） 第11条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ

の園が設置する施設 （ 以下 「 のぞみの園 」 という 。） その他厚生労働省令で定める施設において行われる施設障害福祉サービ

ス （ 施設入所支援及び厚生労働省令で定める障害福祉サービスをいう 。以下同じ 。） を除 く 。） を行う事業をいう 。  

２  この法律において 「 居宅介護 」 とは、障害者等につき 、居宅において入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で

定める便宜を供与することをいう 。  
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３  この法律において 「 重度訪問介護 」 とは、重度の肢体不自由者であって常時介護を要する障害者につき 、居宅における入浴、

排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜及び外出時における移動中の介護を総合的に供与することをいう 。  

４  この法律において 「 行動援護 」 とは、知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を

要するものにつき 、当該障害者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護そ

の他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう 。  

５  この法律において 「 療養介護 」 とは、医療を要する障害者であって常時介護を要するものと して厚生労働省令で定めるもの

につき 、主と して昼間において 、病院その他の厚生労働省令で定める施設において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、

医学的管理の下における介護及び日常生活上の世話の供与をいい、 「 療養介護医療 」 とは、療養介護のうち医療に係るものを

いう 。  

６  この法律において 「 生活介護 」 とは、常時介護を要する障害者と して厚生労働省令で定める者につき 、主と して昼間におい

て、障害者支援施設その他の厚生労働省令で定める施設において行われる入浴、排せつ又は食事の介護、創作的活動又は生産

活動の機会の提供その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう 。  

７  この法律において 「 児童デイサービス 」 とは、障害児につき 、児童福祉法第43条の３に規定する肢体不自由児施設その他の

厚生労働省令で定める施設に通わせ、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練その他の厚生労働省令で

定める便宜を供与することをいう 。  

８  この法律において 「 短期入所 」 とは、居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により 、障害者支援施設その他の

厚生労働省令で定める施設への短期間の入所を必要とする障害者等につき 、当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ又

は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう 。  

９  この法律において 「 重度障害者等包括支援 」 とは、常時介護を要する障害者等であって 、その介護の必要の程度が著し く高

いものと して厚生労働省令で定めるものにつき 、居宅介護その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービスを包括的に提供す

ることをいう 。  

10  この法律において 「 共同生活介護 」 とは、障害者につき 、主と して夜間において、共同生活を営むべき住居において入浴、

排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう 。  

11  この法律において 「 施設入所支援 」 とは、その施設に入所する障害者につき 、主と して夜間において 、入浴、排せつ又は食

事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう 。  

12  この法律において 「 障害者支援施設 」 とは、障害者につき 、施設入所支援を行う と ともに、施設入所支援以外の施設障害福

祉サービスを行う施設 （ のぞみの園及び第１項の厚生労働省令で定める施設を除く 。） をいう 。  

13  この法律において 「 自立訓練 」 とは、障害者につき 、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう 、厚生労働省

令で定める期間にわたり 、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を供与するこ

とをいう 。  

14  この法律において 「 就労移行支援 」 とは、就労を希望する障害者につき 、厚生労働省令で定める期間にわたり 、生産活動そ

の他の活動の機会の提供を通じて 、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定める便宜

を供与することをいう 。  

15  この法律において 「 就労継続支援 」 とは、通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき 、就労の機会を提供すると

ともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて 、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で

定める便宜を供与することをいう 。  

16  この法律において 「 共同生活援助 」 とは、地域において共同生活を営むのに支障のない障害者につき 、主と して夜間におい

て、共同生活を営むべき住居において相談その他の日常生活上の援助を行う ことをいう 。  

17  この法律において 「 相談支援 」 とは、次に掲げる便宜の供与のすべてを行う ことをいい、 「 相談支援事業 」 とは、相談支援

を行う事業をいう 。  

一  地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき 、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に

応じ 、必要な情報の提供及び助言を行い、併せてこれらの者と市町村及び第29条第２項に規定する指定障害福祉サービス事

業者等との連絡調整その他の厚生労働省令で定める便宜を総合的に供与すること 。  

二  第19条第１項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者又は障害児の保護者 （ 以下 「 支給決定障害者等 」 とい

う 。） が障害福祉サービスを適切に利用することができるよう 、当該支給決定障害者等の依頼を受けて、当該支給決定に係

る障害者等の心身の状況、その置かれている環境、障害福祉サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し 、利用する

障害福祉サービスの種類及び内容、 これを担当する者その他の厚生労働省令で定める事項を定めた計画 （ 以下この号におい

て 「 サービス利用計画 」 という 。） を作成すると ともに、当該サービス利用計画に基づ く障害福祉サービスの提供が確保さ

れるよう 、第29条第２項に規定する指定障害福祉サービス事業者等その他の者との連絡調整その他の便宜を供与すること 。  

18  この法律において 「 自立支援医療 」 とは、障害者等につき 、その心身の障害の状態の軽減を図り 、自立した日常生活又は社

会生活を営むために必要な医療であって政令で定めるものをいう 。  

19  この法律において 「 補装具 」 とは、障害者等の身体機能を補完し 、又は代替し 、かつ、長期間にわたり継続して使用される

ものその他の厚生労働省令で定める基準に該当するものと して 、義肢、装具、車いすその他の厚生労働大臣が定めるものをい

う 。  

20  この法律において 「 移動支援事業 」 とは、障害者等が円滑に外出することができるよう 、障害者等の移動を支援する事業を

いう 。  

21  この法律において 「 地域活動支援センター 」 とは、障害者等を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交

流の促進その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する施設をいう 。  

22  この法律において 「 福祉ホーム 」 とは、現に住居を求めている障害者につき 、低額な料金で、居室その他の設備を利用させ

ると ともに、日常生活に必要な便宜を供与する施設をいう 。  
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第２章  自立支援給付 

第１節  通  則 

（ 自立支援給付 ）  

第６条  自立支援給付は、介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費、特例訓練等給付費、サービス利用計画作成費、高額障

害福祉サービス費、特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、自立支援医療費、療養介護医療費、基準該当療養介

護医療費及び補装具費の支給とする 。  

（ 他の法令による給付との調整 ）  

第７条  自立支援給付は、当該障害の状態につき 、介護保険法 （ 平成９年法律第 123 号 ） の規定による介護給付、健康保険法

（ 大正11年法律第70号 ） の規定による療養の給付その他の法令に基づ く給付であって政令で定めるもののうち自立支援給付に

相当するものを受けることができるときは政令で定める限度において、当該政令で定める給付以外の給付であって国又は地方

公共団体の負担において自立支援給付に相当するものが行われたときはその限度において 、行わない。  

（ 不正利得の徴収 ）  

第８条  市町村 （ 政令で定める医療に係る自立支援医療費の支給に関しては、都道府県とする 。以下 「 市町村等 」 という 。） は、

偽りその他不正の手段により自立支援給付を受けた者があるときは、その者から 、その自立支援給付の額に相当する金額の全

部又は一部を徴収することができる 。  

２  市町村等は、第29条第２項に規定する指定障害福祉サービス事業者等、第32条第１項に規定する指定相談支援事業者又は第

54条第２項に規定する指定自立支援医療機関 （ 以下この項において 「 事業者等 」 という 。） が、偽りその他不正の行為により

介護給付費、訓練等給付費、サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費、自立支援医療費又は療養介護医療費の支給を

受けたときは、当該事業者等に対し 、その支払った額につき返還させるほか、その返還させる額に 100 分の40を乗じて得た額

を支払わせることができる 。  

３  前２項の規定による徴収金は、地方自治法 （ 昭和22年法律第67号 ） 第 231 条の３第３項に規定する法律で定める歳入とする 。  

（ 報告等 ）  

第９条  市町村等は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、障害者等、障害児の保護者、障害者等の配偶者若し く

は障害者等の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらの者であった者に対し 、報告若し くは文書その他の物

件の提出若し くは提示を命じ 、又は当該職員に質問させることができる 。  

２  前項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し 、かつ、関係人の請求があると

きは、 これを提示しなければならない。  

３  第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。   

第10条  市町村等は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、当該自立支援給付に係る障害福祉サービス、相談支援、

自立支援医療、療養介護医療若し くは補装具の販売若し くは修理 （ 以下 「 自立支援給付対象サービス等 」 という 。） を行う者

若し くはこれらを使用する者若し くはこれらの者であった者に対し 、報告若し くは文書その他の物件の提出若し くは提示を命

じ 、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若し くは当該自立支援給付対象サービス等の事業を行う事業所若し くは施設に

立ち入り 、その設備若し くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる 。  

２  前条第２項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用する 。 

（ 厚生労働大臣又は都道府県知事の自立支援給付対象サービス等に関する調査等 ）  

第11条  厚生労働大臣又は都道府県知事は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、自立支援給付に係る障害者等若

し くは障害児の保護者又はこれらの者であった者に対し 、当該自立支援給付に係る自立支援給付対象サービス等の内容に関し 、

報告若し くは文書その他の物件の提出若し くは提示を命じ 、又は当該職員に質問させることができる 。  

２  厚生労働大臣又は都道府県知事は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、自立支援給付対象サービス等を行っ

た者若し くはこれらを使用した者に対し 、その行った自立支援給付対象サービス等に関し 、報告若し くは当該自立支援給付対

象サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を命じ 、又は当該職員に関係者に対して質問させるこ

とができる 。  

３  第９条第２項の規定は前２項の規定による質問について 、同条第３項の規定は前２項の規定による権限について準用する 。 

（ 資料の提供等 ）  

第12条  市町村等は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、障害者等、障害児の保護者、障害者等の配偶者又は障

害者等の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者の資産又は収入の状況につき 、官公署に対し必要な文書の閲覧若し く

は資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若し くは障害者の雇用主その他の関係人に報告を求めることができる 。  

（ 受給権の保護 ）  

第13条  自立支援給付を受ける権利は、譲り渡し 、担保に供し 、又は差し押さえることができない。  

（ 租税その他の公課の禁止 ）  

第14条  租税その他の公課は、自立支援給付と して支給を受けた金品を標準と して 、課することができない。  

 

第２節  介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費、特例訓練等給付費、サービス利用計画作成費、高額障害福祉 

サービス費、特定障害者特別給付費及び特例特定障害者特別給付費の支給 

第１款  市町村審査会 

（ 市町村審査会 ）  

第15条  第26条第２項に規定する審査判定業務を行わせるため、市町村に第19条第１項に規定する介護給付費等の支給に関する 

審査会 （ 以下 「 市町村審査会 」 という 。） を置 く 。  

( 委員 )  

第16条  市町村審査会の委員の定数は、政令で定める基準に従い条例で定める数とする 。  
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２  委員は、障害者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者のうちから 、市町村長 （ 特別区の区長を含む。以下同じ 。）

が任命する 。  

（ 共同設置の支援 ）  

第17条  都道府県は、市町村審査会について地方自治法第 252 条の７第１項の規定による共同設置をしよう とする市町村の求め

に応じ 、市町村相互間における必要な調整を行う ことができる 。  

２  都道府県は、市町村審査会を共同設置した市町村に対し 、その円滑な運営が確保されるように必要な技術的な助言その他の

援助をすることができる 。  

（ 政令への委任 ）  

第18条  この法律に定めるもののほか、市町村審査会に関し必要な事項は、政令で定める 。  

 

第２款  支給決定等  

( 介護給付費等の支給決定 )  

第19条  介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付費 （ 以下 「 介護給付費等 」 という 。） の支給を受けよ

う とする障害者又は障害児の保護者は、市町村の介護給付費等を支給する旨の決定 （ 以下 「 支給決定 」 という 。） を受けなけ

ればならない。  

２  支給決定は、障害者又は障害児の保護者の居住地の市町村が行う ものとする 。ただし 、障害者又は障害児の保護者が居住地

を有しないとき 、又は明らかでないときは、その障害者又は障害児の保護者の現在地の市町村が行う ものとする 。  

３  前項の規定にかかわらず、第29条第１項若し くは第30条第１項の規定により介護給付費等の支給を受けて又は身体障害者福

祉法第18条第２項若し くは知的障害者福祉法第16条第１項の規定により入所措置が採られて障害者支援施設、のぞみの園又は

第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設に入所している障害者及び生活保護法 （ 昭和25年法律第 144 号 ） 第

30条第１項ただし書の規定により入所している障害者 （ 以下この項において 「 特定施設入所障害者 」 と総称する 。） について

は、その者が障害者支援施設、のぞみの園、第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設又は同法第30条第１項

ただし書に規定する施設 （ 以下 「 特定施設 」 という 。） への入所前に有した居住地 （ 継続して二以上の特定施設に入所してい

る特定施設入所障害者 （ 以下この項において 「 継続入所障害者 」 という 。） については、最初に入所した特定施設への入所前

に有した居住地 ） の市町村が、支給決定を行う ものとする 。ただし 、特定施設への入所前に居住地を有しないか、又は明らか

でなかった特定施設入所障害者については、入所前におけるその者の所在地 （ 継続入所障害者については、最初に入所した特

定施設の入所前に有した所在地 ） の市町村が、支給決定を行う ものとする 。  

４  前項の規定の適用を受ける障害者が入所している特定施設は、当該特定施設の所在する市町村及び当該障害者に対し支給決

定を行う市町村に、必要な協力をしなければならない。  

（ 申請 ）  

第20条  支給決定を受けよう とする障害者又は障害児の保護者は、厚生労働省令で定めるところにより 、市町村に申請をしなけ

ればならない。  

２  市町村は、前項の申請があったときは、次条第１項及び第22条第１項の規定により障害程度区分の認定及び同項に規定する

支給要否決定を行うため、厚生労働省令で定めるところにより 、当該職員をして 、当該申請に係る障害者等又は障害児の保護

者に面接をさせ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で定める事項について調査をさせるものとする 。

この場合において、市町村は、当該調査を第32条第１項に規定する指定相談支援事業者その他の厚生労働省令で定める者 （ 以

下この条において 「 指定相談支援事業者等 」 という 。） に委託することができる 。   

３  前項後段の規定により委託を受けた指定相談支援事業者等は、障害者等の保健又は福祉に関する専門的知識及び技術を有す

るものと して厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする 。  

４  第２項後段の規定により委託を受けた指定相談支援事業者等の役員 （ 業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執

行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ 。） 若し くは前項の厚生労働省

令で定める者又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、当該委託業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしてはなら

ない。  

５  第２項後段の規定により委託を受けた指定相談支援事業者等の役員又は第３項の厚生労働省令で定める者で、当該委託業務

に従事するものは、刑法 （ 明治40年法律第45号 ） その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。  

６  第２項の場合において 、市町村は、当該障害者等又は障害児の保護者が遠隔の地に居住地又は現在地を有するときは、当該

調査を他の市町村に嘱託することができる 。  

（ 障害程度区分の認定 ）  

第21条  市町村は、前条第１項の申請があったときは、政令で定めるところにより 、市町村審査会が行う当該申請に係る障害者

等の障害程度区分に関する審査及び判定の結果に基づき 、障害程度区分の認定を行う ものとする 。  

２  市町村審査会は、前項の審査及び判定を行うに当たって必要があると認めるときは、当該審査及び判定に係る障害者等、そ

の家族、医師その他の関係者の意見を聴く こ とができる 。  

（ 支給要否決定等 ）  

第22条  市町村は、第20条第１項の申請に係る障害者等の障害程度区分、当該障害者等の介護を行う者の状況、当該申請に係る

障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して介護給付

費等の支給の要否の決定 （ 以下この条及び第27条において 「 支給要否決定 」 という 。） を行う ものとする 。  

２  市町村は、支給要否決定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより 、市町村審査会

又は身体障害者福祉法第９条第６項に規定する身体障害者更生相談所 （ 第74条及び第76条第３項において 「 身体障害者更生相

談所 」 という 。）、知的障害者福祉法第９条第５項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法
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律第６条第１項に規定する精神保健福祉センター若し くは児童相談所 （ 以下 「 身体障害者更生相談所等 」 と総称する 。） その

他厚生労働省令で定める機関の意見を聴く こ とができる 。  

３  市町村審査会、身体障害者更生相談所等又は前項の厚生労働省令で定める機関は、同項の意見を述べるに当たって必要があ

ると認めるときは、当該支給要否決定に係る障害者等、その家族、医師その他の関係者の意見を聴く こ とができる 。  

４  市町村は、支給決定を行う場合には、障害福祉サービスの種類ごとに月を単位と して厚生労働省令で定める期間において介

護給付費等を支給する障害福祉サービスの量 （ 以下 「 支給量 」 という 。） を定めなければならない。  

５  市町村は、支給決定を行ったときは、当該支給決定障害者等に対し 、厚生労働省令で定めるところにより 、支給量その他の

厚生労働省令で定める事項を記載した障害福祉サービス受給者証 （ 以下 「 受給者証 」 という 。） を交付しなければならない。  

（ 支給決定の有効期間 ）  

第23条  支給決定は、厚生労働省令で定める期間 （ 以下 「 支給決定の有効期間 」 という 。） 内に限り 、その効力を有する 。  

（ 支給決定の変更 ）  

第24条  支給決定障害者等は、現に受けている支給決定に係る障害福祉サービスの種類、支給量その他の厚生労働省令で定める

事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令で定めるところにより 、市町村に対し 、当該支給決定の変更の申請をするこ

とができる 。  

２  市町村は、前項の申請又は職権により 、第22条第１項の厚生労働省令で定める事項を勘案し 、支給決定障害者等につき 、必

要があると認めるときは、支給決定の変更の決定を行う ことができる 。 この場合において 、市町村は、当該決定に係る支給決

定障害者等に対し受給者証の提出を求めるものとする 。  

３  第19条 （ 第１項を除く 。）、第20条 （ 第１項を除く 。） 及び第22条 （ 第１項を除く 。） の規定は、前項の支給決定の変更の決

定について準用する 。 この場合において 、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

４  市町村は、第２項の支給決定の変更の決定を行うに当たり 、必要があると認めるときは、障害程度区分の変更の認定を行う

ことができる 。  

５  第21条の規定は、前項の障害程度区分の変更の認定について準用する 。 この場合において 、必要な技術的読替えは、政令で

定める 。  

６  市町村は、第２項の支給決定の変更の決定を行った場合には、受給者証に当該決定に係る事項を記載し 、 これを返還するも

のとする 。  

（ 支給決定の取消し ）  

第25条  支給決定を行った市町村は、次に掲げる場合には、当該支給決定を取り消すことができる 。  

一  支給決定に係る障害者等が、第29条第１項に規定する指定障害福祉サービス等及び第30条第１項第２号に規定する基準該

当障害福祉サービスを受ける必要がな く なったと認めるとき 。  

二  支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内に、当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めると

き （ 支給決定に係る障害者が特定施設に入所することにより当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと

認めるときを除く 。）。 

三  支給決定に係る障害者等又は障害児の保護者が、正当な理由なしに第20条第２項 （ 前条第３項において準用する場合を含

む 。） の規定による調査に応じないとき 。  

四  その他政令で定めるとき 。  

２  前項の規定により支給決定の取消しを行った市町村は、厚生労働省令で定めるところにより 、当該取消しに係る支給決定障

害者等に対し受給者証の返還を求めるものとする 。  

（ 都道府県による援助等 ）  

第26条  都道府県は、市町村の求めに応じ 、市町村が行う第19条から第22条まで 、第24条及び前条の規定による業務に関し 、そ

の設置する身体障害者更生相談所等による技術的事項についての協力その他市町村に対する必要な援助を行う ものとする 。  

２  地方自治法第 252 条の14第１項の規定により市町村の委託を受けて審査判定業務 （ 第21条 （ 第24条第５項において準用する

場合を含む。第４項において同じ 。） 並びに第22条第２項及び第３項 （ これらの規定を第24条第３項において準用する場合を

含む。第４項において同じ 。） の規定により市町村審査会が行う業務をいう 。以下この条及び第95条第２項第１号において同

じ 。） を行う都道府県に、当該審査判定業務を行わせるため、介護給付費等の支給に関する審査会 （ 以下 「 都道府県審査会 」

という 。） を置 く 。  

３  第16条及び第18条の規定は、前項の都道府県審査会について準用する 。 この場合において 、第16条第２項中 「 市町村長 （ 特

別区の区長を含む。以下同じ 。）」 とあるのは、 「 都道府県知事 」 と読み替えるものとする 。  

４  審査判定業務を都道府県に委託した市町村について第21条並びに第22条第２項及び第３項の規定を適用する場合においては、

これらの規定中 「 市町村審査会 」 とあるのは、 「 都道府県審査会 」 とする 。  

（ 政令への委任 ）  

第27条  この款に定めるもののほか、障害程度区分に関する審査及び判定、支給決定、支給要否決定、受給者証、支給決定の変

更の決定並びに支給決定の取消しに関し必要な事項は、政令で定める 。  

 

第３款  介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費及び特例訓練等給付費の支給 

（ 介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費及び特例訓練等給付費の支給 ）  

第28条  介護給付費及び特例介護給付費の支給は、次に掲げる障害福祉サービスに関して次条及び第30条の規定により支給する

給付とする 。  

一  居宅介護 

二  重度訪問介護 

三  行動援護 
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四  療養介護 （ 医療に係るものを除く 。）  

五  生活介護 

六  児童デイサービス 

七  短期入所 

八  重度障害者等包括支援 

九  共同生活介護 

十  施設入所支援 

２  訓練等給付費及び特例訓練等給付費の支給は、次に掲げる障害福祉サービスに関して次条及び第30条の規定により支給する

給付とする 。  

一  自立訓練 

二  就労移行支援 

三  就労継続支援 

四  共同生活援助 

（ 介護給付費又は訓練等給付費 ）  

第29条  市町村は、支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内において 、都道府県知事が指定する障害福祉サービス事業を行

う者 （ 以下 「 指定障害福祉サービス事業者 」 という 。） 若し くは障害者支援施設 （ 以下 「 指定障害者支援施設 」 という 。） か

ら当該指定に係る障害福祉サービス （ 以下 「 指定障害福祉サービス 」 という 。） を受けたとき 、又はのぞみの園から施設障害

福祉サービスを受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより 、当該支給決定障害者等に対し 、当該指定障害福祉サービ

ス又は施設障害福祉サービス （ 支給量の範囲内のものに限る 。以下 「 指定障害福祉サービス等 」 という 。） に要した費用 （ 食

事の提供に要する費用、居住若し くは滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用又は創作的活動若し くは生産活動に要

する費用のうち厚生労働省令で定める費用 （ 以下 「 特定費用 」 という 。） を除 く 。） について 、介護給付費又は訓練等給付費

を支給する 。  

２  指定障害福祉サービス等を受けよう とする支給決定障害者等は、厚生労働省令で定めるところにより 、指定障害福祉サービ

ス事業者、指定障害者支援施設又はのぞみの園 （ 以下 「 指定障害福祉サービス事業者等 」 という 。） に受給者証を提示して当

該指定障害福祉サービス等を受けるものとする 。ただし 、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、 この限

りでない。  

３  介護給付費又は訓練等給付費の額は、障害福祉サービスの種類ごとに指定障害福祉サービス等に通常要する費用 （ 特定費用

を除く 。） につき 、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額 （ その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した

費用 （ 特定費用を除く 。） の額を超えるときは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の額 ） の 100 分の90に相当す

る額とする 。  

４  支給決定障害者等が同一の月に受けた指定障害福祉サービス等に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額の合計額から 、前項

の規定により算定された当該同一の月における介護給付費及び訓練等給付費の合計額を控除して得た額が、当該支給決定障害

者等の家計に与える影響その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、同項の規定にかかわらず、当該同一の月

における介護給付費又は訓練等給付費の額は、同項の規定により算定した費用の額の 100 分の90に相当する額を超え 100 分の

100 に相当する額以下の範囲内において政令で定める額とする 。  

５  支給決定障害者等が指定障害福祉サービス事業者等から指定障害福祉サービス等を受けたときは、市町村は、当該支給決定

障害者等が当該指定障害福祉サービス事業者等に支払うべき当該指定障害福祉サービス等に要した費用 （ 特定費用を除く 。）

について 、介護給付費又は訓練等給付費と して当該支給決定障害者等に支給すべき額の限度において、当該支給決定障害者等

に代わり 、当該指定障害福祉サービス事業者等に支払う ことができる 。  

６  前項の規定による支払があったときは、支給決定障害者等に対し介護給付費又は訓練等給付費の支給があったものとみなす。 

７  市町村は、指定障害福祉サービス事業者等から介護給付費又は訓練等給付費の請求があったときは、第３項の厚生労働大臣

が定める基準及び第43条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準 （ 指定障害

福祉サービスの取扱いに関する部分に限る 。） 又は第44条第２項の厚生労働省令で定める指定障害者支援施設等の設備及び運

営に関する基準 （ 施設障害福祉サービスの取扱いに関する部分に限る 。） に照らして審査の上、支払う ものとする 。  

８  市町村は、前項の規定による支払に関する事務を国民健康保険法 （ 昭和33年法律第 192 号 ） 第45条第５項に規定する国民健

康保険団体連合会 （ 以下 「 連合会 」 という 。） に委託することができる 。  

９  前各項に定めるもののほか、介護給付費及び訓練等給付費の支給並びに指定障害福祉サービス事業者等の介護給付費及び訓

練等給付費の請求に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  

（ 特例介護給付費又は特例訓練等給付費 ）  

第30条  市町村は、次に掲げる場合において 、必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより 、当該指定障害

福祉サービス等又は第２号に規定する基準該当障害福祉サービス （ 支給量の範囲内のものに限る 。） に要した費用 （ 特定費用

を除く 。） について、特例介護給付費又は特例訓練等給付費を支給することができる 。  

一  支給決定障害者等が、第20条第１項の申請をした日から当該支給決定の効力が生じた日の前日までの間に、緊急その他や

むを得ない理由により指定障害福祉サービス等を受けたとき 。  

二  支給決定障害者等が、指定障害福祉サービス等以外の障害福祉サービス （ 次に掲げる事業所又は施設により行われるもの

に限る 。以下 「 基準該当障害福祉サービス 」 という 。） を受けたとき 。  

イ  第43条第１項の厚生労働省令で定める基準又は同条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に定める事項のうち厚生労働省令で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所 （ 以下 「 基

準該当事業所 」 という 。）  
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ロ  第44条第１項の厚生労働省令で定める基準又は同条第２項の厚生労働省令で定める指定障害者支援施設等の設備及び運

営に関する基準に定める事項のうち厚生労働省令で定めるものを満たすと認められる施設 （ 以下 「 基準該当施設 」 とい

う 。）  

三  その他政令で定めるとき 。  

２  特例介護給付費又は特例訓練等給付費の額は、当該指定障害福祉サービス等については前条第３項の厚生労働大臣が定める

基準により算定した費用の額 （ その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額を超えると

きは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の額 ） の 100 分の90に相当する額を 、当該基準該当障害福祉サービスに

ついては障害福祉サービスの種類ごとに基準該当障害福祉サービスに通常要する費用 （ 特定費用を除く 。） につき厚生労働大

臣が定める基準により算定した費用の額 （ その額が現に当該基準該当障害福祉サービスに要した費用 （ 特定費用を除く 。） の

額を超えるときは、当該現に基準該当障害福祉サービスに要した費用の額 ） の 100 分の90に相当する額をそれぞれ基準と して、

市町村が定める 。  

３  前２項に定めるもののほか、特例介護給付費及び特例訓練等給付費の支給に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  

（ 介護給付費等の額の特例 ）  

第31条  市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより 、障害福祉サービスに要する費用を負担す

ることが困難であると認めた支給決定障害者等が受ける次の各号に掲げる介護給付費等の支給について当該各号に定める規定

を適用する場合においては、 これらの規定中 「 100 分の90 」 とあるのは、 「 100 分の90を超え 100 分の 100 以下の範囲内にお

いて市町村が定めた割合 」 とする 。  

一  介護給付費又は訓練等給付費の支給 第29条第３項 

二  特例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給 前条第２項 

 

第４款  サービス利用計画作成費、高額障害福祉サービス費、特定障害者特別給付費及び特例特定障害者特別給付費の

支給 

（ サービス利用計画作成費の支給 ）  

第32条  市町村は、支給決定障害者等であって 、厚生労働省令で定める数以上の種類の障害福祉サービス （ 施設入所支援を除

く 。） を利用するものその他厚生労働省令で定めるもののうち市町村が必要と認めたもの （ 以下この条において 「 計画作成対

象障害者等 」 という 。） が、都道府県知事が指定する相談支援事業を行う者 （ 以下 「 指定相談支援事業者 」 という 。） から当

該指定に係る相談支援 （ 第５条第17項第２号に掲げる便宜の供与に限る 。以下 「 指定相談支援 」 という 。） を受けたときは、

当該計画作成対象障害者等に対し 、当該指定相談支援に要した費用について 、サービス利用計画作成費を支給する 。  

２  サービス利用計画作成費の額は、指定相談支援に通常要する費用につき 、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額 （ その額が現に当該指定相談支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定相談支援に要した費用の額 ） とする 。  

３  計画作成対象障害者等が指定相談支援事業者から指定相談支援を受けたときは、市町村は、当該計画作成対象障害者等が当

該指定相談支援事業者に支払うべき当該指定相談支援に要した費用について 、サービス利用計画作成費と して当該計画作成対

象障害者等に対し支給すべき額の限度において 、当該計画作成対象障害者等に代わり 、当該指定相談支援事業者に支払う こと

ができる 。  

４  前項の規定による支払があったときは、計画作成対象障害者等に対しサービス利用計画作成費の支給があったものとみなす。 

５  市町村は、指定相談支援事業者からサービス利用計画作成費の請求があったときは、第２項の厚生労働大臣が定める基準及

び第45条第２項の厚生労働省令で定める指定相談支援の事業の運営に関する基準 （ 指定相談支援の取扱いに関する部分に限

る 。） に照らして審査の上、支払う ものとする 。   

６  市町村は、前項の規定による支払に関する事務を連合会に委託することができる 。  

７  前各項に定めるもののほか、サービス利用計画作成費の支給及び指定相談支援事業者のサービス利用計画作成費の請求に関

し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  

（ 高額障害福祉サービス費の支給 ）  

第33条  市町村は、支給決定障害者等が受けた障害福祉サービス及び介護保険法第24条第２項に規定する介護給付等対象サービ

スのうち政令で定めるものに要した費用の合計額から当該費用につき支給された介護給付費等及び同法第20条に規定する介護

給付等のうち政令で定めるものの合計額を控除して得た額が、著し く高額であるときは、当該支給決定障害者等に対し 、高額

障害福祉サービス費を支給する 。  

２  前項に定めるもののほか、高額障害福祉サービス費の支給要件、支給額その他高額障害福祉サービス費の支給に関し必要な

事項は、障害福祉サービスに要する費用の負担の家計に与える影響を考慮して 、政令で定める 。  

（ 特定障害者特別給付費の支給 ）  

第34条  市町村は、施設入所支援その他の政令で定める障害福祉サービス （ 以下この項において 「 特定入所サービス 」 とい

う 。） に係る支給決定を受けた障害者のうち所得の状況その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定めるもの （ 以下この項及

び次条第１項において 「 特定障害者 」 という 。） が、支給決定の有効期間内において、指定障害者支援施設又はのぞみの園

（ 以下 「 指定障害者支援施設等 」 という 。） に入所し 、当該指定障害者支援施設等から特定入所サービスを受けたときは、当

該特定障害者に対し 、当該指定障害者支援施設等における食事の提供に要した費用及び居住に要した費用 （ 次条第１項におい

て 「 特定入所費用 」 という 。） について 、政令で定めるところにより 、特定障害者特別給付費を支給する 。  

２  第29条第２項及び第５項から第８項までの規定は、特定障害者特別給付費の支給について準用する 。 この場合において 、必

要な技術的読替えは、政令で定める 。  

３  前２項に定めるもののほか、特定障害者特別給付費の支給及び指定障害者支援施設等の特定障害者特別給付費の請求に関し

必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  
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（ 特例特定障害者特別給付費の支給 ）  

第35条  市町村は、次に掲げる場合において 、必要があると認めるときは、特定障害者に対し 、当該指定障害者支援施設等又は

基準該当施設における特定入所費用について 、政令で定めるところにより 、特例特定障害者特別給付費を支給することができ

る 。  

一  特定障害者が、第20条第１項の申請をした日から当該支給決定の効力が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得

ない理由により指定障害福祉サービス等を受けたとき 。  

二  特定障害者が、基準該当障害福祉サービスを受けたとき 。  

２  前項に定めるもののほか、特例特定障害者特別給付費の支給に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  

 

第５款  指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等及び指定相談支援事業者 

（ 指定障害福祉サービス事業者の指定 ）  

第36条  第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者の指定は、厚生労働省令で定めるところにより 、障害福祉サービス事業を

行う者の申請により 、障害福祉サービスの種類及び障害福祉サービス事業を行う事業所 （ 以下この款において 「 サービス事業

所 」 という 。） ごとに行う 。  

２  就労継続支援その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービス （ 以下この条及び次条第１項において 「 特定障害福祉サービ

ス 」 という 。） に係る前項の申請は、当該特定障害福祉サービスの量を定めてするものとする 。  

３  都道府県知事は、第１項の申請があった場合において 、第１号から第３号まで 、第５号から第７号まで 、第９号又は第10号

（ 療養介護に係る指定の申請にあっては、第２号から第11号まで ） のいずれかに該当するときは、指定障害福祉サービス事業

者の指定をしてはならない。  

一  申請者が法人でないとき 。  

二  当該申請に係るサービス事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第43条第１項の厚生労働省令で定める基準を満た

していないとき 。  

三  申請者が、第43条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正

な障害福祉サービス事業の運営をすることができないと認められるとき 。  

四  申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり 、又は執行を受けることがな く なるまでの者であるとき 。  

五  申請者が、 この法律その他国民の保健医療若し くは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり 、又は執行を受けることがな く なるまでの者であるとき 。  

六  申請者が、第50条第１項 （ 同条第３項及び第４項において準用する場合を含む。以下この項において同じ 。） の規定によ

り指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者 （ 当該指定を取り消された者が法人である場合にお

いては、当該取消しの処分に係る行政手続法 （ 平成５年法律第88号 ） 第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該

法人の役員又はそのサービス事業所を管理する者その他の政令で定める使用人 （ 以下 「 役員等 」 という 。） であった者で当

該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない場合においては、当該通

知があった日前60日以内に当該者の管理者であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む 。） であ

るとき 。  

七  申請者が、第50条第１項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該

処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第46条第１項の規定による事業の廃止の届出をした者 （ 当該事

業の廃止について相当の理由がある者を除く 。） で 、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき 。  

八  前号に規定する期間内に第46条第１項の規定による事業の廃止の届出があった場合において 、申請者が、同号の通知の日

前60日以内に当該届出に係る法人 （ 当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く 。） の役員等又は当該届出に係る

法人でない者 （ 当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く 。） の管理者であった者で 、当該届出の日から起算して

５年を経過しないものであるとき 。  

九  申請者が、指定の申請前５年以内に障害福祉サービスに関し不正又は著し く不当な行為をした者であるとき 。  

十  申請者が、法人で、その役員等のうちに第４号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき 。  

十一  申請者が、法人でない者で、その管理者が第４号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき 。  

４  都道府県知事は、特定障害福祉サービスにつき第１項の申請があった場合において 、当該都道府県又は当該申請に係るサー

ビス事業所の所在地を含む区域 （ 第89条第２項第１号の規定により都道府県が定める区域とする 。） における当該申請に係る

指定障害福祉サービスの量が、同条第１項の規定により当該都道府県が定める都道府県障害福祉計画において定める当該都道

府県若し くは当該区域の当該指定障害福祉サービスの必要な量に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によっ

てこれを超えることになると認めるとき 、その他の当該都道府県障害福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めると

きは、第29条第１項の指定をしないことができる 。  

（ 指定障害福祉サービス事業者の指定の変更 ）  

第37条  指定障害福祉サービス事業者 （ 特定障害福祉サービスに係るものに限る 。） は、第29条第１項の指定に係る障害福祉 

サービスの量を増加しよう とするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより 、当該指定障害福祉サービス事業

者に係る同項の指定の変更を申請することができる 。  

２  前条第３項及び第４項の規定は、前項の指定の変更の申請があった場合について準用する 。 この場合において、必要な技術

的読替えは、政令で定める 。  

（ 指定障害者支援施設の指定 ）  

第38条  第29条第１項の指定障害者支援施設の指定は、厚生労働省令で定めるところにより 、障害者支援施設の設置者の申請に

より 、施設障害福祉サービスの種類及び当該障害者支援施設の入所定員を定めて、行う 。  
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２  都道府県知事は、前項の申請があった場合において 、当該都道府県における当該申請に係る指定障害者支援施設の入所定員

の総数が、第89条第１項の規定により当該都道府県が定める都道府県障害福祉計画において定める当該都道府県の当該指定障

害者支援施設の必要入所定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る施設の指定によってこれを超えることになると認

めるとき 、その他の当該都道府県障害福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第29条第１項の指定をし

ないことができる 。  

３  第36条第３項 （ 第４号、第８号及び第11号を除く 。） の規定は、第29条第１項の指定障害者支援施設の指定について準用す

る 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

（ 指定障害者支援施設の指定の変更 ）  

第39条  指定障害者支援施設の設置者は、第29条第１項の指定に係る施設障害福祉サービスの種類を変更しよう とするとき 、又

は当該指定に係る入所定員を増加しよう とするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより 、当該指定障害者支

援施設に係る同項の指定の変更を申請することができる 。  

２  前条第２項及び第３項の規定は、前項の指定の変更の申請があった場合について準用する 。 この場合において、必要な技術

的読替えは、政令で定める 。  

（ 指定相談支援事業者の指定 ）  

第40条  第36条 （ 第３項第４号、第８号及び第11号を除く 。） の規定は、第32条第１項の指定相談支援事業者の指定について準

用する 。 この場合において 、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

（ 指定の更新 ）  

第41条  第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の指定並びに第32条第１項の指定相談支援事業者

の指定は、 ６年ごとにそれらの更新を受けなければ、その期間の経過によって 、それらの効力を失う 。  

２  前項の更新の申請があった場合において 、同項の期間 （ 以下この条において 「 指定の有効期間 」 という 。） の満了の日まで

にその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおそ

の効力を有する 。  

３  前項の場合において 、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起

算するものとする 。  

４  第36条、第38条及び前条の規定は、第１項の指定の更新について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政

令で定める 。  

（ 指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等の設置者及び指定相談支援事業者の責務 ）  

第42条  指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等の設置者及び指定相談支援事業者 （ 以下 「 指定事業者等 」 とい

う 。） は、障害者等がその有する能力及び適性に応じ 、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう 、市町村、公

共職業安定所その他の職業リハビリテーシ ョ ンの措置を実施する機関、教育機関その他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、

障害福祉サービス又は相談支援を当該障害者等の意向、適性、障害の特性その他の事情に応じ 、効果的に行うように努めなけ

ればならない。  

２  指定事業者等は、その提供する障害福祉サービス又は相談支援の質の評価を行う ことその他の措置を講ずることにより 、障

害福祉サービス又は相談支援の質の向上に努めなければならない。  

３  指定事業者等は、障害者等の人格を尊重すると ともに、 この法律又はこの法律に基づ く命令を遵守し 、障害者等のため忠実

にその職務を遂行しなければならない。  

（ 指定障害福祉サービスの事業の基準 ）  

第43条  指定障害福祉サービス事業者は、当該指定に係るサービス事業所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い、当該指定

障害福祉サービスに従事する従業者を有しなければならない。  

２  指定障害福祉サービス事業者は、厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、

指定障害福祉サービスを提供しなければならない。  

（ 指定障害者支援施設等の基準 ）  

第44条  指定障害者支援施設等の設置者は、厚生労働省令で定める基準に従い、施設障害福祉サービスに従事する従業者を有し

なければならない。  

２  指定障害者支援施設等の設置者は、厚生労働省令で定める指定障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準に従い、施設

障害福祉サービスを提供しなければならない。  

（ 指定相談支援の事業の基準 ）  

第45条  指定相談支援事業者は、当該指定に係る相談支援事業を行う事業所 （ 以下この款において 「 相談支援事業所 」 とい

う 。） ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い、当該指定相談支援に従事する従業者を有しなければならない。  

２  指定相談支援事業者は、厚生労働省令で定める指定相談支援の事業の運営に関する基準に従い、指定相談支援を提供しなけ

ればならない。  

（ 変更の届出等 ）  

第46条  指定障害福祉サービス事業者又は指定相談支援事業者は、当該指定に係るサービス事業所又は相談支援事業所の名称及

び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき 、又は当該指定障害福祉サービス若し くは指定相談支援の事業

を廃止し 、休止し 、若し くは再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより 、10日以内に、その旨を都道府県知事に届

け出なければならない。  

２  指定障害者支援施設の設置者は、設置者の住所その他の厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で

定めるところにより 、10日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。  

（ 指定の辞退 ）  

第47条  指定障害者支援施設は、 ３月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる 。  
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（ 報告等 ）  

第48条  都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定障害福祉サービス事業者若し くは指定障害福祉サービ

ス事業者であった者若し くは当該指定に係るサービス事業所の従業者であった者 （ 以下この項において 「 指定障害福祉サービ

ス事業者であった者等 」 という 。） に対し 、報告若し くは帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を命じ 、指定障害福祉 

サービス事業者若し くは当該指定に係るサービス事業所の従業者若し くは指定障害福祉サービス事業者であった者等に対し出

頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若し くは当該指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事

業所に立ち入り 、その設備若し くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる 。  

２  第９条第２項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用す

る 。  

３  前２項の規定は、指定障害者支援施設等について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

４  第１項及び第２項の規定は、指定相談支援事業者について準用する 。 この場合において 、必要な技術的読替えは、政令で定

める 。  

（ 勧告、命令等 ）  

第49条  都道府県知事は、指定障害福祉サービス事業者が、当該指定に係るサービス事業所の従業者の知識若し くは技能若し く

は人員について第43条第１項の厚生労働省令で定める基準に適合しておらず、又は同条第２項の厚生労働省令で定める指定障

害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事業の運営をしていないと認める

ときは、当該指定障害福祉サービス事業者に対し 、期限を定めて、同条第１項の厚生労働省令で定める基準を遵守し 、又は同

条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準を遵守すべきことを勧告すること

ができる 。  

２  都道府県知事は、指定障害者支援施設等の設置者が、当該指定に係る施設及びのぞみの園の従業者の知識若し くは技能若し

くは人員について第44条第１項の厚生労働省令で定める基準に適合しておらず、又は同条第２項の厚生労働省令で定める指定

障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準に従って適正な施設障害福祉サービスの事業の運営をしていないと認めるとき

は、当該指定障害者支援施設等の設置者に対し 、期限を定めて 、同条第１項の厚生労働省令で定める基準を遵守し 、又は同条

第２項の厚生労働省令で定める指定障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準を遵守すべきことを勧告することができる 。  

３  都道府県知事は、指定相談支援事業者が、当該指定に係る相談支援事業所の従業者の知識若し くは技能若し くは人員につい

て第45条第１項の厚生労働省令で定める基準に適合しておらず、又は同条第２項の厚生労働省令で定める指定相談支援の事業

の運営に関する基準に従って適正な指定相談支援の事業の運営をしていないと認めるときは、当該指定相談支援事業者に対し 、

期限を定めて 、同条第１項の厚生労働省令で定める基準を遵守し 、又は同条第２項の厚生労働省令で定める指定相談支援の事

業の運営に関する基準を遵守すべきことを勧告することができる 。  

４  都道府県知事は、前３項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定事業者等が、前３項の期限内にこれ

に従わなかったときは、その旨を公表することができる 。  

５  都道府県知事は、第１項から第３項までの規定による勧告を受けた指定事業者等が、正当な理由がな く てその勧告に係る措

置をとらなかったときは、当該指定事業者等に対し 、期限を定めて 、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができ

る 。  

６  都道府県知事は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。  

７  市町村は、介護給付費、訓練等給付費、サービス利用計画作成費若し くは特定障害者特別給付費の支給に係る指定障害福祉

サービス等又は指定相談支援を行った指定事業者等について 、第43条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの

事業の設備及び運営に関する基準、第44条第２項の厚生労働省令で定める指定障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準

又は第45条第２項の厚生労働省令で定める指定相談支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事

業、施設障害福祉サービスの事業又は指定相談支援の事業の運営をしていないと認めるときは、その旨を当該指定に係るサー

ビス事業所若し くは相談支援事業所又は施設の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。  

（ 指定の取消し等 ）  

第50条  都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害福祉サービス事業者に係る第29条第１

項の指定を取り消し 、又は期間を定めてその指定の全部若し くは一部の効力を停止することができる 。  

一  指定障害福祉サービス事業者が、第36条第３項第４号、第５号、第10号又は第11号のいずれかに該当するに至ったとき 。  

二  指定障害福祉サービス事業者が、第42条第３項の規定に違反したと認められるとき 。  

三  指定障害福祉サービス事業者が、当該指定に係るサービス事業所の従業者の知識若し くは技能又は人員について、第43条

第１項の厚生労働省令で定める基準を満たすことができな く なったとき 。  

四  指定障害福祉サービス事業者が、第43条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関

する基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事業の運営をすることができな く なったとき 。  

五  介護給付費若し くは訓練等給付費又は療養介護医療費の請求に関し不正があったとき 。  

六  指定障害福祉サービス事業者が、第48条第１項の規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を命ぜら

れてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき 。  

七  指定障害福祉サービス事業者又は当該指定に係るサービス事業所の従業者が、第48条第１項の規定により出頭を求められ

てこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若し くは虚偽の答弁をし 、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若し くは忌避したとき 。ただし 、当該指定に係るサービス事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為

を防止するため、当該指定障害福祉サービス事業者が相当の注意及び監督を尽く したときを除く 。  

八  指定障害福祉サービス事業者が、不正の手段により第29条第１項の指定を受けたとき 。  

九  前各号に掲げる場合のほか、指定障害福祉サービス事業者が、 この法律その他国民の保健医療若し くは福祉に関する法律

で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づ く命令若し くは処分に違反したとき 。  



11                                      

十  前各号に掲げる場合のほか、指定障害福祉サービス事業者が、障害福祉サービスに関し不正又は著し く不当な行為をした

とき 。  

十一  指定障害福祉サービス事業者が法人である場合において 、その役員等のうちに指定の取消し又は指定の全部若し くは一

部の効力の停止をしよう とするとき前５年以内に障害福祉サービスに関し不正又は著し く不当な行為をした者があるとき 。  

十二  指定障害福祉サービス事業者が法人でない場合において 、その管理者が指定の取消し又は指定の全部若し くは一部の効

力の停止をしよ う とするとき前５年以内に障害福祉サービスに関し不正又は著し く不当な行為をした者であるとき 。  

２  市町村は、自立支援給付に係る指定障害福祉サービスを行った指定障害福祉サービス事業者について 、前項各号のいずれか

に該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係るサービス事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。  

３  前２項 （ 第１項第12号を除く 。） の規定は、指定障害者支援施設について準用する 。 この場合において 、必要な技術的読替

えは、政令で定める 。  

４  第１項 （ 第12号を除く 。） 及び第２項の規定は、指定相談支援事業者について準用する 。 この場合において、必要な技術的

読替えは、政令で定める 。  

（ 公示 ）  

第51条  都道府県知事は、次に掲げる場合には、その旨を公示しなければならない。  

一  第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者若し くは指定障害者支援施設の指定又は第32条第１項の指定相談支援事業者

の指定をしたとき 。  

二  第46条第１項の規定による届出 （ 同項の厚生労働省令で定める事項の変更並びに同項に規定する事業の休止及び再開に係

るものを除く 。） があったとき 。  

三  第47条の規定による指定障害者支援施設の指定の辞退があったとき 。  

四  前条第１項 （ 同条第３項及び第４項において準用する場合を含む 。） の規定により指定障害福祉サービス事業者、指定障

害者支援施設又は指定相談支援事業者の指定を取り消したとき 。  

 

第３節  自立支援医療費、療養介護医療費及び基準該当療養介護医療費の支給 

（ 自立支援医療費の支給認定 ）  

第52条  自立支援医療費の支給を受けよう とする障害者又は障害児の保護者は、市町村等の自立支援医療費を支給する旨の認定

（ 以下 「 支給認定 」 という 。） を受けなければならない。  

２  第19条第２項の規定は市町村等が行う支給認定について 、同条第３項及び第４項の規定は市町村が行う支給認定について準

用する 。 この場合において 、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

（ 申請 ）  

第53条  支給認定を受けよう とする障害者又は障害児の保護者は、厚生労働省令で定めるところにより 、市町村等に申請をしな

ければならない。  

２  前項の申請は、都道府県が支給認定を行う場合には、政令で定めるところにより 、当該障害者又は障害児の保護者の居住地

の市町村 （ 障害者又は障害児の保護者が居住地を有しないか、又はその居住地が明らかでないときは、その障害者又は障害児

の保護者の現在地の市町村 ） を経由して行う ことができる 。  

（ 支給認定等 ）  

第54条  市町村等は、前条第１項の申請に係る障害者等が、その心身の障害の状態からみて自立支援医療を受ける必要があり 、

かつ、当該障害者等又はその属する世帯の他の世帯員の所得の状況、治療状況その他の事情を勘案して政令で定める基準に該

当する場合には、厚生労働省令で定める自立支援医療の種類ごとに支給認定を行う ものとする 。ただし 、当該障害者等が、自

立支援医療のうち厚生労働省令で定める種類の医療を 、戦傷病者特別援護法 （ 昭和38年法律第 168 号 ） 又は心神喪失等の状態

で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律 （ 平成15年法律第 110 号 ） の規定により受けることができるとき

は、 この限りでない。  

２  市町村等は、支給認定をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより 、都道府県知事が指定する医療機関 （ 以下 「 指定

自立支援医療機関 」 という 。） の中から 、当該支給認定に係る障害者等が自立支援医療を受けるものを定めるものとする 。  

３  市町村等は、支給認定をしたときは、支給認定を受けた障害者又は障害児の保護者 （ 以下 「 支給認定障害者等 」 という 。）

に対し 、厚生労働省令で定めるところにより 、次条に規定する支給認定の有効期間、前項の規定により定められた指定自立支

援医療機関の名称その他の厚生労働省令で定める事項を記載した自立支援医療受給者証 （ 以下 「 医療受給者証 」 という 。） を

交付しなければならない。  

（ 支給認定の有効期間 ）  

第55条  支給認定は、厚生労働省令で定める期間 （ 以下 「 支給認定の有効期間 」 という 。） 内に限り 、その効力を有する 。  

（ 支給認定の変更 ）  

第56条  支給認定障害者等は、現に受けている支給認定に係る第54条第２項の規定により定められた指定自立支援医療機関その

他の厚生労働省令で定める事項について変更の必要があるときは、厚生労働省令で定めるところにより 、市町村等に対し 、支

給認定の変更の申請をすることができる 。  

２  市町村等は、前項の申請又は職権により 、支給認定障害者等につき 、同項の厚生労働省令で定める事項について変更の必要

があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより 、支給認定の変更の認定を行う ことができる 。 この場合において、

市町村等は、当該支給認定障害者等に対し医療受給者証の提出を求めるものとする 。  

３  第19条第２項の規定は市町村等が行う前項の支給認定の変更の認定について、同条第３項及び第４項の規定は市町村が行う

前項の支給認定の変更の認定について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

４  市町村等は、第２項の支給認定の変更の認定を行った場合には、医療受給者証に当該認定に係る事項を記載し 、 これを返還

するものとする 。  
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（ 支給認定の取消し ）  

第57条  支給認定を行った市町村等は、次に掲げる場合には、当該支給認定を取り消すことができる 。  

一  支給認定に係る障害者等が、その心身の障害の状態からみて自立支援医療を受ける必要がな く なったと認めるとき 。  

二  支給認定障害者等が、支給認定の有効期間内に、当該市町村等以外の市町村等の区域内に居住地を有するに至ったと認め

るとき （ 支給認定に係る障害者が特定施設に入所することにより当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに至っ

たと認めるときを除く 。）。 

三  支給認定に係る障害者等が、正当な理由なしに第９条第１項の規定による命令に応じないとき 。  

四  その他政令で定めるとき 。  

２  前項の規定により支給認定の取消しを行った市町村等は、厚生労働省令で定めるところにより 、当該取消しに係る支給認定

障害者等に対し医療受給者証の返還を求めるものとする 。  

（ 自立支援医療費の支給 ）  

第58条  市町村等は、支給認定に係る障害者等が、支給認定の有効期間内において、第54条第２項の規定により定められた指定

自立支援医療機関から当該指定に係る自立支援医療 （ 以下 「 指定自立支援医療 」 という 。） を受けたときは、厚生労働省令で

定めるところにより 、当該支給認定障害者等に対し 、当該指定自立支援医療に要した費用について、自立支援医療費を支給す

る 。  

２  指定自立支援医療を受けよう とする支給認定障害者等は、厚生労働省令で定めるところにより 、指定自立支援医療機関に医

療受給者証を提示して当該指定自立支援医療を受けるものとする 。ただし 、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合に

ついては、 この限りでない。  

３  自立支援医療費の額は、第１号に掲げる額 （ 当該指定自立支援医療に食事療養 （ 健康保険法第63条第２項第１号に規定する

食事療養をいう 。以下この項において同じ 。） が含まれるときは、当該額及び第２号に掲げる額の合算額、当該指定自立支援

医療に生活療養 （ 同条第２項第２号に規定する生活療養をいう 。以下この項において同じ 。） が含まれるときは、当該額及び

第３号に掲げる額の合算額 ） とする 。  

一  当該指定自立支援医療 （ 食事療養及び生活療養を除く 。以下この号において同じ 。） につき健康保険の療養に要する費用

の額の算定方法の例により算定した額の 100 分の90に相当する額。ただし 、当該支給認定障害者等が同一の月における指定

自 立支援医療に要した費用の額の合計額の 100 分の10に相当する額が、当該支給認定障害者等の家計に与える影響、障害

の状態その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、当該指定自立支援医療につき健康保険の療養に要する費

用の額の算定方法の例により算定した額の範囲内において政令で定めるところにより算定した額 

二  当該指定自立支援医療 （ 食事療養に限る 。） につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額か

ら 、健康保険法第85条第２項に規定する食事療養標準負担額、支給認定障害者等の所得の状況その他の事情を勘案して厚生

労働大臣が定める額を控除した額 

三  当該指定自立支援医療 （ 生活療養に限る 。） につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額か

ら 、健康保険法第85条の２第２項に規定する生活療養標準負担額、支給認定障害者等の所得の状況その他の事情を勘案して

厚生労働大臣が定める額を控除した額 

４  前項に規定する療養に要する費用の額の算定方法の例によることができないとき 、及びこれによることを適当と しないとき

の自立支援医療に要する費用の額の算定方法は、厚生労働大臣の定めるところによる 。  

５  支給認定に係る障害者等が指定自立支援医療機関から指定自立支援医療を受けたときは、市町村等は、当該支給認定障害者

等が当該指定自立支援医療機関に支払うべき当該指定自立支援医療に要した費用について 、自立支援医療費と して当該支給認

定障害者等に支給すべき額の限度において 、当該支給認定障害者等に代わり 、当該指定自立支援医療機関に支払う ことができ

る 。  

６  前項の規定による支払があったときは、支給認定障害者等に対し自立支援医療費の支給があったものとみなす。  

（ 指定自立支援医療機関の指定 ）  

第59条  第54条第２項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより 、病院若し くは診療所 （ これらに準ずるものと して政令で

定めるものを含む。以下同じ 。） 又は薬局の開設者の申請により 、同条第１項の厚生労働省令で定める自立支援医療の種類ご

とに行う 。  

２  都道府県知事は、前項の申請があった場合において 、次の各号のいずれかに該当するときは、指定自立支援医療機関の指定

をしないことができる 。  

一  当該申請に係る病院若し くは診療所又は薬局が、健康保険法第63条第３項第１号に規定する保険医療機関若し くは保険薬

局又は厚生労働省令で定める事業所若し くは施設でないとき 。  

二  当該申請に係る病院若し くは診療所若し くは薬局又は申請者が、自立支援医療費の支給に関し診療又は調剤の内容の適切

さを欠くおそれがあると して重ねて第63条の規定による指導又は第67条第１項の規定による勧告を受けたものであるとき 。  

三  申請者が、第67条第３項の規定による命令に従わないものであるとき 。  

四  前３号のほか、当該申請に係る病院若し くは診療所又は薬局が、指定自立支援医療機関と して著し く不適当と認めるもの

であるとき 。  

３  第36条第３項 （ 第１号から第３号までを除く 。） の規定は、指定自立支援医療機関の指定について準用する 。 この場合にお

いて、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

（ 指定の更新 ）  

第60条  第54条第２項の指定は、 ６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって 、その効力を失う 。  

２  健康保険法第68条第２項の規定は、前項の指定の更新について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令

で定める 。  
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（ 指定自立支援医療機関の責務 ）  

第61条  指定自立支援医療機関は、厚生労働省令で定めるところにより 、良質かつ適切な自立支援医療を行わなければならない。 

（ 診療方針 ）  

第62条  指定自立支援医療機関の診療方針は、健康保険の診療方針の例による 。  

２  前項に規定する診療方針によることができないとき 、及びこれによることを適当と しないときの診療方針は、厚生労働大臣

が定めるところによる 。  

（ 都道府県知事の指導 ）  

第63条  指定自立支援医療機関は、自立支援医療の実施に関し 、都道府県知事の指導を受けなければならない。  

（ 変更の届出 ）  

第64条  指定自立支援医療機関は、当該指定に係る医療機関の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があった

ときは、厚生労働省令で定めるところにより 、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。  

（ 指定の辞退 ）  

第65条  指定自立支援医療機関は、 １月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる 。  

（ 報告等 ）  

第66条  都道府県知事は、自立支援医療の実施に関して必要があると認めるときは、指定自立支援医療機関若し くは指定自立支

援医療機関の開設者若し くは管理者、医師、薬剤師その他の従業者であった者 （ 以下この項において 「 開設者であった者等 」

という 。） に対し報告若し くは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を命じ 、指定自立支援医療機関の開設者若

し くは管理者、医師、薬剤師その他の従業者 （ 開設者であった者等を含む 。） に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対

して質問させ、若し くは指定自立支援医療機関について設備若し くは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る 。  

２  第９条第２項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用す

る 。  

３  指定自立支援医療機関が、正当な理由がな く 、第１項の規定による報告若し くは提出若し くは提示をせず、若し くは虚偽の

報告をし 、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し くは忌避したときは、都道府県知事は、当該指定自立支援医療機関

に対する市町村等の自立支援医療費の支払を一時差し止めることを指示し 、又は差し止めることができる 。  

（ 勧告、命令等 ）  

第67条  都道府県知事は、指定自立支援医療機関が、第61条又は第62条の規定に従って良質かつ適切な自立支援医療を行ってい

ないと認めるときは、当該指定自立支援医療機関の開設者に対し 、期限を定めて、第61条又は第62条の規定を遵守すべきこと

を勧告することができる 。  

２  都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定自立支援医療機関の開設者が、同項の

期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる 。  

３  都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定自立支援医療機関の開設者が、正当な理由がな く てその勧告に係る

措置をとらなかったときは、当該指定自立支援医療機関の開設者に対し 、期限を定めて 、その勧告に係る措置をとるべきこと

を命ずることができる 。  

４  都道府県知事は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。  

５  市町村は、指定自立支援医療を行った指定自立支援医療機関の開設者について、第61条又は第62条の規定に従って良質かつ

適切な自立支援医療を行っていないと認めるときは、その旨を当該指定に係る医療機関の所在地の都道府県知事に通知しなけ

ればならない。  

（ 指定の取消し等 ）  

第68条  都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定自立支援医療機関に係る第54条第２項の指

定を取り消し 、又は期間を定めてその指定の全部若し くは一部の効力を停止することができる 。  

一  指定自立支援医療機関が、第59条第２項各号のいずれかに該当するに至ったとき 。  

二  指定自立支援医療機関が、第59条第３項の規定により準用する第36条第３項第４号、第５号、第10号又は第11号のいずれ

かに該当するに至ったとき 。  

三  指定自立支援医療機関が、第61条又は第62条の規定に違反したとき 。  

四  自立支援医療費の請求に関し不正があったとき 。  

五  指定自立支援医療機関が、第66条第１項の規定により報告若し くは診療録、帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を

命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき 。  

六  指定自立支援医療機関の開設者又は従業者が、第66条第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定に

よる質問に対して答弁せず、若し くは虚偽の答弁をし 、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し くは忌避したとき 。

ただし 、当該指定自立支援医療機関の従業者がその行為をした場合において 、その行為を防止するため、当該指定自立支援

医療機関の開設者が相当の注意及び監督を尽く したときを除く 。  

２  第50条第１項第８号から第12号まで及び第２項の規定は、前項の指定自立支援医療機関の指定の取消し又は効力の停止につ

いて準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

（ 公示 ）  

第69条  都道府県知事は、次に掲げる場合には、その旨を公示しなければならない。  

一  第54条第２項の指定自立支援医療機関の指定をしたとき 。  

二  第64条の規定による届出 （ 同条の厚生労働省令で定める事項の変更に係るものを除く 。） があったとき 。  

三  第65条の規定による指定自立支援医療機関の指定の辞退があったとき 。  

四  前条の規定により指定自立支援医療機関の指定を取り消したとき 。  
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（ 療養介護医療費の支給 ）  

第70条  市町村は、介護給付費 （ 療養介護に係るものに限る 。） に係る支給決定を受けた障害者が、支給決定の有効期間内にお

いて、指定障害福祉サービス事業者等から当該指定に係る療養介護医療を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより 、

当該支給決定に係る障害者に対し 、当該療養介護医療に要した費用について 、療養介護医療費を支給する 。  

２  第58条第３項から第６項までの規定は、療養介護医療費について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政

令で定める 。  

（ 基準該当療養介護医療費の支給 ）  

第71条  市町村は、特例介護給付費 （ 療養介護に係るものに限る 。） に係る支給決定を受けた障害者が、基準該当事業所又は基

準該当施設から当該療養介護医療 （ 以下 「 基準該当療養介護医療 」 という 。） を受けたときは、厚生労働省令で定めるところ

により 、当該支給決定に係る障害者に対し 、当該基準該当療養介護医療に要した費用について 、基準該当療養介護医療費を支

給する 。  

２  第58条第３項及び第４項の規定は、基準該当療養介護医療費について準用する 。 この場合において 、必要な技術的読替えは、

政令で定める 。  

（ 準用 ）  

第72条  第61条及び第62条の規定は、療養介護医療を行う指定障害福祉サービス事業者等又は基準該当療養介護医療を行う基準

該当事業所若し くは基準該当施設について準用する 。  

（ 自立支援医療費等の審査及び支払 ）  

第73条  都道府県知事は、指定自立支援医療機関、療養介護医療を行う指定障害福祉サービス事業者等又は基準該当療養介護医

療を行う基準該当事業所若し くは基準該当施設 （ 以下この条において 「 公費負担医療機関 」 という 。） の診療内容並びに自立

支援医療費、療養介護医療費及び基準該当療養介護医療費 （ 以下この条及び第75条において 「 自立支援医療費等 」 という 。）

の請求を随時審査し 、かつ、公費負担医療機関が第58条第５項 （ 第70条第２項において準用する場合を含む 。） の規定によっ

て請求することができる自立支援医療費等の額を決定することができる 。  

２  公費負担医療機関は、都道府県知事が行う前項の決定に従わなければならない。  

３  都道府県知事は、第１項の規定により公費負担医療機関が請求することができる自立支援医療費等の額を決定するに当たっ

ては、社会保険診療報酬支払基金法 （ 昭和23年法律第 129 号 ） に定める審査委員会、国民健康保険法に定める国民健康保険診

療報酬審査委員会その他政令で定める医療に関する審査機関の意見を聴かなければならない。  

４  市町村等は、公費負担医療機関に対する自立支援医療費等の支払に関する事務を社会保険診療報酬支払基金、連合会その他

厚生労働省令で定める者に委託することができる 。  

５  前各項に定めるもののほか、自立支援医療費等の請求に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  

６  第１項の規定による自立支援医療費等の額の決定については、行政不服審査法 （ 昭和37年法律第 160 号 ） による不服申立て

をすることができない。  

（ 都道府県による援助等 ）  

第74条  市町村は、支給認定又は自立支援医療費を支給しない旨の認定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働

省令で定めるところにより 、身体障害者更生相談所その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴く こ とができる 。  

２  都道府県は、市町村の求めに応じ 、市町村が行う この節の規定による業務に関し 、その設置する身体障害者更生相談所その

他厚生労働省令で定める機関による技術的事項についての協力その他市町村に対する必要な援助を行う ものとする 。  

（ 政令への委任 ）  

第75条  この節に定めるもののほか、支給認定、医療受給者証、支給認定の変更の認定及び支給認定の取消しその他自立支援医

療費等に関し必要な事項は、政令で定める 。  
 

第４節  補装具費の支給  

第76条  市町村は、障害者又は障害児の保護者から申請があった場合において 、当該申請に係る障害者等の障害の状態からみて、

当該障害者等が補装具の購入又は修理を必要とする者であると認めるときは、当該障害者又は障害児の保護者 （ 以下この条に

おいて 「 補装具費支給対象障害者等 」 という 。） に対し 、当該補装具の購入又は修理に要した費用について 、補装具費を支給

する 。ただし 、当該申請に係る障害者等又はその属する世帯の他の世帯員のうち政令で定める者の所得が政令で定める基準以

上であるときは、 この限りでない。  

２  補装具費の額は、補装具の購入又は修理に通常要する費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額 （ その額が現に当該補装具の購入又は修理に要した費用の額を超えるときは、当該現に補装具の購入又は修理に要した費用

の額とする 。以下この項において 「 基準額 」 という 。） の 100 分の90に相当する額とする 。ただし 、当該基準額の 100 分の10

に相当する額が、当該補装具費支給対象障害者等の家計に与える影響その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるとき

は、当該基準額から当該政令で定める額を控除して得た額とする 。  

３  市町村は、補装具費の支給に当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより 、身体障害者更生相

談所その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴く こ とができる 。  

４  第19条第２項から第４項までの規定は、補装具費の支給に係る市町村の認定について準用する 。 この場合において 、必要な

技術的読替えは、政令で定める 。  

５  厚生労働大臣は、第２項の規定により厚生労働大臣の定める基準を適正なものとするため、必要な調査を行う ことができる 。  

６  前各項に定めるもののほか、補装具費の支給に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  
 

第３章  地域生活支援事業 

（ 市町村の地域生活支援事業 ）  
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第77条  市町村は、厚生労働省令で定めるところにより 、地域生活支援事業と して 、次に掲げる事業を行う ものとする 。  

一  障害者等が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、その有する能力及び適性に応じ 、自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう 、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき 、障害者等、障害児の保護者又は障害者

等の介護を行う者からの相談に応じ 、必要な情報の提供及び助言その他の厚生労働省令で定める便宜を供与すると ともに、

障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障害者等の権利の擁護のために必要

な援助を行う事業 

二  聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等その他の日常生活を営むのに支

障がある障害者等につき 、手話通訳等 （ 手話その他厚生労働省令で定める方法により当該障害者等とその他の者の意思疎通

を仲介することをいう 。） を行う者の派遣、日常生活上の便宜を図るための用具であって厚生労働大臣が定めるものの給付

又は貸与その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業 

三  移動支援事業 

四  障害者等につき 、地域活動支援センターその他の厚生労働省令で定める施設に通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の

提供、社会との交流の促進その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業 

２  都道府県は、市町村の地域生活支援事業の実施体制の整備の状況その他の地域の実情を勘案して 、関係市町村の意見を聴い

て、当該市町村に代わって前項各号に掲げる事業の一部を行う ことができる 。  

３  市町村は、第１項各号に掲げる事業のほか、現に住居を求めている障害者につき低額な料金で福祉ホームその他の施設にお

いて当該施設の居室その他の設備を利用させ、日常生活に必要な便宜を供与する事業その他の障害者等がその有する能力及び

適性に応じ 、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を行う ことができる 。  

（ 都道府県の地域生活支援事業 ）  

第78条  都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより 、地域生活支援事業と して 、前条第１項第１号に掲げる事業のうち 、

特に専門性の高い相談支援事業その他の広域的な対応が必要な事業と して厚生労働省令で定める事業を行う ものとする 。  

２  都道府県は、前項に定めるもののほか、障害福祉サービス又は相談支援の質の向上のために障害福祉サービス若し くは相談

支援を提供する者又はこれらの者に対し必要な指導を行う者を育成する事業その他障害者等がその有する能力及び適性に応じ 、

自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を行う ことができる 。  

 

第４章  事業及び施設 

（ 事業の開始等 ）  

第79条  都道府県は、次に掲げる事業を行う ことができる 。  

一  障害福祉サービス事業 

二  相談支援事業 

三  移動支援事業 

四  地域活動支援センターを経営する事業 

五   福祉ホームを経営する事業 

２  国及び都道府県以外の者は、厚生労働省令で定めるところにより 、あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事

に届け出て、前項各号に掲げる事業を行う ことができる 。  

３  前項の規定による届出をした者は、厚生労働省令で定める事項に変更が生じたときは、変更の日から １月以内に、その旨を

都道府県知事に届け出なければならない。  

４  国及び都道府県以外の者は、第１項各号に掲げる事業を廃止し 、又は休止しよう とするときは、あらかじめ、厚生労働省令

で定める事項を都道府県知事に届け出なければならない。  

（ 障害福祉サービス事業、地域活動支援センター及び福祉ホームの基準 ）  

第80条  厚生労働大臣は、障害福祉サービス事業 （ 施設を必要とするものに限る 。以下この条及び第82条第２項において同

じ。）、地域活動支援センター及び福祉ホームの設備及び運営について、基準を定めなければならない。  

２  前項の障害福祉サービス事業を行う者並びに地域活動支援センター及び福祉ホームの設置者は、同項の基準を遵守しなけれ

ばならない。  

（ 報告の徴収等 ）  

第81条  都道府県知事は、障害者等の福祉のために必要があると認めるときは、障害福祉サービス事業、相談支援事業若し くは

移動支援事業を行う者若し くは地域活動支援センター若し くは福祉ホームの設置者に対して 、報告若し くは帳簿書類その他の

物件の提出若し くは提示を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若し くはその事業所若し くは施設に立ち入り 、そ

の設備若し くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる 。  

２  第９条第２項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用す

る 。  

（ 事業の停止等 ）  

第82条  都道府県知事は、障害福祉サービス事業、相談支援事業又は移動支援事業を行う者が、 この章の規定若し くは当該規定

に基づ く命令若し くはこれらに基づいてする処分に違反したとき 、その事業に関し不当に営利を図り 、若し くはその事業に係

る者の処遇につき不当な行為をしたとき 、又は身体障害者福祉法第18条の２ 、知的障害者福祉法第21条若し くは児童福祉法第

21条の７の規定に違反したときは、その事業を行う者に対して 、その事業の制限又は停止を命ずることができる 。  

２  都道府県知事は、障害福祉サービス事業を行う者又は地域活動支援センター若し くは福祉ホームの設置者が、 この章の規定

若し くは当該規定に基づ く命令若し くはこれらに基づいてする処分に違反したとき 、当該障害福祉サービス事業、地域活動支

援センター若し くは福祉ホームが第80条第１項の基準に適合しな く なったとき 、又は身体障害者福祉法第18条の２ 、知的障害
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者福祉法第21条若し くは児童福祉法第21条の７の規定に違反したときは、その事業を行う者又はその設置者に対して 、その施

設の設備若し くは運営の改善又はその事業の停止若し くは廃止を命ずることができる 。  

（ 施設の設置等 ）  

第83条  国は、障害者支援施設を設置しなければならない。  

２  都道府県は、障害者支援施設を設置することができる 。  

３  市町村は、あらかじめ厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出て、障害者支援施設を設置することができる 。  

４  国、都道府県及び市町村以外の者は、社会福祉法 （ 昭和26年法律第45号 ） の定めるところにより 、障害者支援施設を設置す

ることができる 。  

５  前各項に定めるもののほか、障害者支援施設の設置、廃止又は休止に関し必要な事項は、政令で定める 。  

（ 施設の基準 ）  

第84条  厚生労働大臣は、障害者支援施設の設備及び運営について、基準を定めなければならない。  

２  国、都道府県及び市町村以外の者が設置する障害者支援施設については、前項の基準を社会福祉法第65条第１項の最低基準

とみなして 、同法第62条第４項、第65条第２項及び第71条の規定を適用する 。  

（ 報告の徴収等 ）  

第85条  都道府県知事は、市町村が設置した障害者支援施設の運営を適切にさせるため、必要があると認めるときは、当該施設

の長に対して 、必要と認める事項の報告若し くは帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を求め、又は当該職員に関係者に

対して質問させ、若し くはその施設に立ち入り 、設備若し くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる 。  

２  第９条第２項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用す

る 。  

（ 事業の停止等 ）  

第86条  都道府県知事は、市町村が設置した障害者支援施設について、その設備又は運営が第84条第１項の基準に適合しな く な

ったと認め、又は法令の規定に違反すると認めるときは、その事業の停止又は廃止を命ずることができる 。  

２  都道府県知事は、前項の規定による処分をするには、文書をもって 、その理由を示さなければならない。  

 

第５章  障害福祉計画 

（ 基本指針 ）  

第87条  厚生労働大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制を整備し 、

自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針 （ 以下 「 基本指針 」 という 。） を定めるもの

とする 。  

２  基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする 。  

一  障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 

二  次条第１項に規定する市町村障害福祉計画及び第89条第１項に規定する都道府県障害福祉計画の作成に関する事項 

三  その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項 

３  厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な く 、 これを公表しなければならない。  

（ 市町村障害福祉計画 ）  

第88条  市町村は、基本指針に即して 、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画 （ 以

下 「 市町村障害福祉計画 」 という 。） を定めるものとする 。  

２  市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする 。  

一  各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 

二  前号の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策 

三  地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

四  その他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供体制の確保に関し必要な事項 

３  市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障害の状況その他の事情を勘案して作成されなけれ

ばならない。  

４  市町村障害福祉計画は、障害者基本法第９条第３項に規定する市町村障害者計画、社会福祉法第 107 条に規定する市町村地

域福祉計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけれ

ばならない。  

５  市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しよう とするときは、あらかじめ、住民の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるものとする 。  

６  障害者基本法第26条第４項の地方障害者施策推進協議会を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しよう

とするときは、あらかじめ、当該地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。  

７  市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しよう とするときは、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならな

い。  

８  市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞な く 、 これを都道府県知事に提出しなければならない。 

（ 都道府県障害福祉計画 ）  

第89条  都道府県は、基本指針に即して 、市町村障害福祉計画の達成に資するため、各市町村を通ずる広域的な見地から 、障害

福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画 （ 以下 「 都道府県障害福祉計画 」 という 。） を

定めるものとする 。  

２  都道府県障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする 。  
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一  当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な

量の見込み 

二  前号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策 

三  第１号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定相談支援に従事する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関

する事項 

四  各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

五  指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置に関する事項 

六  地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

七  その他障害福祉サービス、相談支援及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の確保に関し必要な事項 

３  都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第９条第２項に規定する都道府県障害者計画、社会福祉法第 108 条に規定する都道

府県地域福祉支援計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたも

のでなければならない。  

４  都道府県障害福祉計画は、医療法 （ 昭和23年法律第 205 号 ） 第30条の４第１項に規定する医療計画と相まって 、精神科病院

（ 精神科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含む 。） に入院している精神障害者の退院の促進に資するもので

なければならない。  

５  都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しよう とするときは、あらかじめ、障害者基本法第26条第１項の地方

障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。  

６  都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞な く 、 これを厚生労働大臣に提出しなければならな

い。  

（ 都道府県知事の助言等 ）  

第90条  都道府県知事は、市町村に対し 、市町村障害福祉計画の作成上の技術的事項について必要な助言をすることができる 。  

２  厚生労働大臣は、都道府県に対し 、都道府県障害福祉計画の作成の手法その他都道府県障害福祉計画の作成上重要な技術的

事項について必要な助言をすることができる 。  

（ 国の援助 ）  

第91条  国は、市町村又は都道府県が、市町村障害福祉計画又は都道府県障害福祉計画に定められた事業を実施しよう とすると

きは、当該事業が円滑に実施されるように必要な助言その他の援助の実施に努めるものとする 。  

 

第６章  費  用 

（ 市町村の支弁 ）  

第92条  次に掲げる費用は、市町村の支弁とする 。  

一  介護給付費等、サービス利用計画作成費、高額障害福祉サービス費、特定障害者特別給付費及び特例特定障害者特別給付

費 （ 以下 「 障害福祉サービス費等 」 という 。） の支給に要する費用 

二  自立支援医療費 （ 第８条第１項の政令で定める医療に係るものを除く 。）、療養介護医療費及び基準該当療養介護医療費の

支給に要する費用 

三  補装具費の支給に要する費用 

四  市町村が行う地域生活支援事業に要する費用 

（ 都道府県の支弁 ）  

第93条  次に掲げる費用は、都道府県の支弁とする 。  

一  自立支援医療費 （ 第８条第１項の政令で定める医療に係るものに限る 。） の支給に要する費用 

二  都道府県が行う地域生活支援事業に要する費用 

（ 都道府県の負担及び補助 ）  

第94条  都道府県は、政令で定めるところにより 、第92条の規定により市町村が支弁する費用について 、次に掲げるものを負担

する 。  

一  第92条第１号に掲げる費用のうち 、国及び都道府県が負担すべきものと して当該市町村における障害福祉サービス費等の

支給に係る障害者等の障害程度区分ごとの人数その他の事情を勘案して政令で定めるところにより算定した額 （ 以下 「 障害

福祉サービス費等負担対象額 」 という 。） の 100 分の25 

二  第92条第２号及び第３号に掲げる費用のうち 、その 100 分の25 

２  都道府県は、当該都道府県の予算の範囲内において 、政令で定めるところにより 、第92条の規定により市町村が支弁する費

用のうち 、同条第４号に掲げる費用の 100 分の25以内を補助することができる 。  

（ 国の負担及び補助 ）  

第95条  国は、政令で定めるところにより 、次に掲げるものを負担する 。  

一  第92条の規定により市町村が支弁する費用のうち 、障害福祉サービス費等負担対象額の 100 分の50 

二  第92条の規定により市町村が支弁する費用のうち 、同条第２号及び第３号に掲げる費用の 100 分の50 

三  第93条の規定により都道府県が支弁する費用のうち 、同条第１号に掲げる費用の 100 分の50 

２  国は、予算の範囲内において、政令で定めるところにより 、次に掲げるものを補助することができる 。  

一  第19条から第22条まで 、第24条及び第25条の規定により市町村が行う支給決定に係る事務の処理に要する費用 （ 地方自治

法第 252 条の14第１項の規定により市町村が審査判定業務を都道府県審査会に委託している場合にあっては、当該委託に係

る費用を含む 。） の 100 分の50以内 

二  第92条及び第93条の規定により市町村及び都道府県が支弁する費用のうち 、第92条第４号及び第93条第２号に掲げる費用

の 100 分の50以内 
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（ 準用規定 ）  

第96条  社会福祉法第58条第２項から第４項までの規定は、国有財産特別措置法 （ 昭和27年法律第 219 号 ） 第２条第２項第３号

の規定又は同法第３条第１項第４号及び第２項の規定により普通財産の譲渡又は貸付けを受けた社会福祉法人に準用する 。  

第７章  審査請求 

（ 審査請求 ）  

第97条  市町村の介護給付費等に係る処分に不服がある障害者又は障害児の保護者は、都道府県知事に対して審査請求をするこ

とができる 。  

２  前項の審査請求は、時効の中断に関しては、裁判上の請求とみなす。  

（ 不服審査会 ）  

第98条  都道府県知事は、条例で定めるところにより 、前条第１項の審査請求の事件を取り扱わせるため、障害者介護給付費等

不服審査会 （ 以下 「 不服審査会 」 という 。） を置く こ とができる 。  

２  不服審査会の委員の定数は、政令で定める基準に従い、条例で定める員数とする 。  

３  委員は、人格が高潔であって 、介護給付費等に関する処分の審理に関し公正かつ中立な判断をすることができ 、かつ、障害

者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者のうちから 、都道府県知事が任命する 。  

（ 委員の任期 ）  

第99条  委員の任期は、 ３年とする 。ただし 、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする 。  

２  委員は、再任されることができる 。  

（ 会長 ）  

第 100 条  不服審査会に、委員のうちから委員が選挙する会長１人を置く 。  

２  会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された者が、その職務を代行する 。  

（ 審査請求の期間及び方式 ）  

第 101 条  審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、文書又は口頭でしなければならない。た

だし 、正当な理由により 、 この期間内に審査請求をすることができなかったことを疎明したときは、 この限りでない。  

（ 市町村に対する通知 ）  

第 102 条  都道府県知事は、審査請求を受理したときは、原処分をした市町村及びその他の利害関係人に通知しなければならな

い。  

（ 審理のための処分 ）  

第 103 条  都道府県知事は、審理を行うため必要があると認めるときは、審査請求人若し くは関係人に対して報告若し くは意見

を求め、その出頭を命じて審問し 、又は医師その他都道府県知事の指定する者 （ 次項において 「 医師等 」 という 。） に診断そ

の他の調査をさせることができる 。  

２  都道府県は、前項の規定により出頭した関係人又は診断その他の調査をした医師等に対し 、政令で定めるところにより 、旅

費、日当及び宿泊料又は報酬を支給しなければならない。  

（ 政令等への委任 ）  

第 104 条  この章及び行政不服審査法に定めるもののほか、審査請求の手続に関し必要な事項は政令で、不服審査会に関し必要

な事項は当該不服審査会を設置した都道府県の条例で定める 。  

（ 審査請求と訴訟との関係 ）  

第 105 条  第97条第１項に規定する処分の取消しの訴えは、当該処分についての審査請求に対する裁決を経た後でなければ、提

起することができない。  

 

第８章  雑  則 

（ 大都市等の特例 ）  

第 106 条  この法律中都道府県が処理すること と されている事務に関する規定で政令で定めるものは、地方自治法第 252 条の19

第１項の指定都市 （ 以下 「 指定都市 」 という 。） 及び同法第 252 条の22第１項の中核市 （ 以下 「 中核市 」 という 。） 並びに児

童福祉法第59条の４第１項に規定する児童相談所設置市 （ 以下 「 児童相談所設置市 」 という 。） においては、政令で定めると

ころにより 、指定都市若し くは中核市又は児童相談所設置市 （ 以下 「 指定都市等 」 という 。） が処理するものとする 。 この場

合においては、 この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規定と して指定都市等に適用があるものとする 。  

（ 権限の委任 ）  

第 107 条  この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより 、地方厚生局長に委任することがで

きる 。  

２  前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めるところにより 、地方厚生支局長に委任すること

ができる 。  

（ 実施規定 ）  

第 108 条  この法律に特別の規定があるものを除くほか、 この法律の実施のための手続その他その執行について必要な細則は、

厚生労働省令で定める 。  

 

第９章  罰  則  

第 109 条  市町村審査会、都道府県審査会若し くは不服審査会の委員又はこれらの委員であった者が、正当な理由なしに、職務

上知り得た自立支援給付対象サービス等を行った者の業務上の秘密又は個人の秘密を漏らしたときは、 １年以下の懲役又は

100 万円以下の罰金に処する 。  
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２  第20条第４項 （ 第24条第３項において準用する場合を含む 。） の規定に違反した者は、 １年以下の懲役又は 100 万円以下の

罰金に処する 。   

第 110 条  第11条第１項の規定による報告若し くは物件の提出若し くは提示をせず、若し くは虚偽の報告若し くは虚偽の物件の

提出若し くは提示をし 、又は同項の規定による当該職員の質問に対して 、答弁せず、若し くは虚偽の答弁をした者は、30万円

以下の罰金に処する 。   

第 111 条  第48条第１項 （ 同条第３項及び第４項において準用する場合を含む。以下この条において同じ 。） の規定による報告

若し くは物件の提出若し くは提示をせず、若し くは虚偽の報告若し くは虚偽の物件の提出若し くは提示をし 、又は第48条第１

項の規定による当該職員の質問に対して 、答弁せず、若し くは虚偽の答弁をし 、若し くは同項の規定による検査を拒み、妨げ、

若し くは忌避した者は、30万円以下の罰金に処する 。   

第 112 条  法人の代表者又は法人若し くは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行

為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても 、同条の刑を科する 。   

第 113 条  正当な理由なしに、第 103 条第１項の規定による処分に違反して 、出頭せず、陳述をせず、報告をせず、若し くは虚

偽の陳述若し くは報告をし 、又は診断その他の調査をしなかった者は、30万円以下の罰金に処する 。ただし 、不服審査会の行

う審査の手続における請求人又は第 102 条の規定により通知を受けた市町村その他の利害関係人は、 この限りでない。   

第 114 条  第11条第２項の規定による報告若し くは物件の提出若し くは提示をせず、若し くは虚偽の報告若し くは虚偽の物件の

提出若し くは提示をし 、又は同項の規定による当該職員の質問に対して 、答弁せず、若し くは虚偽の答弁をした者は、10万円

以下の過料に処する 。   

第 115 条  市町村等は、条例で 、正当な理由なしに、第９条第１項の規定による報告若し くは物件の提出若し くは提示をせず、

若し くは虚偽の報告若し くは虚偽の物件の提出若し くは提示をし 、又は同項の規定による当該職員の質問に対して 、答弁せず、

若し くは虚偽の答弁をした者に対し10万円以下の過料を科する規定を設けることができる 。  

２  市町村等は、条例で 、正当な理由なしに、第10条第１項の規定による報告若し くは物件の提出若し くは提示をせず、若し く

は虚偽の報告若し くは虚偽の物件の提出若し くは提示をし 、又は同項の規定による当該職員の質問に対して 、答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をし 、若し くは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し くは忌避した者に対し10万円以下の過料を科する規

定を設けることができる 。  

３  市町村は、条例で、第24条第２項又は第25条第２項の規定による受給者証の提出又は返還を求められてこれに応じない者に

対し10万円以下の過料を科する規定を設けることができる 。  

 

附  則 

（ 施行期日 ）  

第１条  この法律は、平成18年４月１日から施行する 。ただし 、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する 。 

一  附則第24条、第44条、第 101 条、第 103 条、第 116 条から第 118 条まで及び第 122 条の規定 公布の日 

二  第５条第１項 （ 居宅介護、行動援護、児童デイサービス、短期入所及び共同生活援助に係る部分を除く 。）、第３項、第５

項、第６項、第９項から第15項まで 、第17項及び第19項から第22項まで 、第２章第１節 （ サービス利用計画作成費、特定障

害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、療養介護医療費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に

限る。）、第28条第１項 （ 第２号、第４号、第５号及び第８号から第10号までに係る部分に限る 。） 及び第２項 （ 第１号から

第３号までに係る部分に限る。）、第32条、第34条、第35条、第36条第４項 （ 第37条第２項において準用する場合を含む。）、

第38条から第40条まで 、第41条 （ 指定障害者支援施設及び指定相談支援事業者の指定に係る部分に限る。）、第42条 （ 指定障

害者支援施設等の設置者及び指定相談支援事業者に係る部分に限る。）、第44条、第45条、第46条第１項 （ 指定相談支援事業

者に係る部分に限る 。） 及び第２項、第47条、第48条第３項及び第４項、第49条第２項及び第３項並びに同条第４項から第

７項まで （ 指定障害者支援施設等の設置者及び指定相談支援事業者に係る部分に限る。）、第50条第３項及び第４項、第51条

（ 指定障害者支援施設及び指定相談支援事業者に係る部分に限る。）、第70条から第72条まで 、第73条、第74条第２項及び第

75条 （ 療養介護医療及び基準該当療養介護医療に係る部分に限る。）、第２章第４節、第３章、第４章 （ 障害福祉サービス事

業に係る部分を除く 。）、第５章、第92条第１号 （ サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費及び特例特定障害者特別

給付費の支給に係る部分に限る。）、第２号 （ 療養介護医療費及び基準該当療養介護医療費の支給に係る部分に限る。）、第３

号及び第４号、第93条第２号、第94条第１項第２号 （ 第92条第３号に係る部分に限る 。） 及び第２項、第95条第１項第２号

（ 第92条第２号に係る部分を除く 。） 及び第２項第２号、第96条、第 110 条 （ サービス利用計画作成費、特定障害者特別給

付費、特例特定障害者特別給付費、療養介護医療費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に限る。）、第

111 条及び第 112 条 （ 第48条第１項の規定を同条第３項及び第４項において準用する場合に係る部分に限る 。） 並びに第

114 条並びに第 115 条第１項及び第２項 （ サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、

療養介護医療費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に限る 。） 並びに附則第18条から第23条まで 、第

26条、第30条から第33条まで 、第35条、第39条から第43条まで 、第46条、第48条から第50条まで 、第52条、第56条から第60

条まで 、第62条、第65条、第68条から第70条まで 、第72条から第77条まで 、第79条、第81条、第83条、第85条から第90条ま

で 、第92条、第93条、第95条、第96条、第98条から第 100 条まで 、第 105 条、第 108 条、第 110 条、第 112 条、第 113 条及

び第 115 条の規定 平成18年10月１日 

三  附則第63条、第66条、第97条及び第 111 条の規定 平成24年３月31日までの日で政令で定める日 

（ 自立支援給付の特例 ）  

第２条  児童福祉法第63条の４及び第63条の５の規定による通知に係る児童は、第19条から第25条まで 、第29条から第35条まで 、

第70条、第71条、第92条、第94条及び第95条の規定の適用については、障害者とみなす。  

（ 検討 ）  
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第３条  政府は、 この法律の施行後３年を目途と して 、 この法律及び障害者等の福祉に関する他の法律の規定の施行の状況、障

害児の児童福祉施設への入所に係る実施主体の在り方等を勘案し 、 この法律の規定について 、障害者等の範囲を含め検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする 。  

２  政府は、 この法律の施行後５年を経過した場合において 、第２章第２節第５款、第３節及び第４節の規定の施行の状況につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする 。  

３  政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状況等を踏まえ 、就労の支援を含めた障害者等の

所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする 。  

（ 特定施設入所障害者に関する経過措置 ）  

第４条  この法律の施行の日 （ 以下 「 施行日 」 という 。） から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、第

19条第３項中 「 介護給付費等の支給を受けて又は身体障害者福祉法第18条第２項若し くは知的障害者福祉法第16条第１項 」 と

あるのは 「 訓練等給付費若し くは特例訓練等給付費の支給を受けて又は知的障害者福祉法第15条の32第１項の規定により入居

の措置が採られて共同生活援助を行う住居 （ 以下この項において 「 共同生活住居 」 という 。） に入居している障害者、身体障

害者福祉法第17条の10第１項の規定により同項の施設訓練等支援費の支給を受けて又は同法第18条第３項 」 と 、 「 障害者支援

施設、のぞみの園又は第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設 」 とあるのは 「 同法第30条に規定する身体障

害者療護施設 （ 以下この項において 「 身体障害者療護施設 」 という 。）」 と 、 「 障害者支援施設、のぞみの園、第５条第１項若

し くは第５項の厚生労働省令で定める施設 」 とあるのは 「 共同生活住居、身体障害者療護施設 」 と 、 「 入所前 」 とあるのは

「 入居又は入所の前 」 と 、 「 特定施設に入所して 」 とあるのは 「 特定施設に入居又は入所をして 」 と 、 「 入所した 」 とあるの

は 「 入居又は入所をした 」 と 、同条第４項中 「 入所して 」 とあるのは 「 入居し 、又は入所して 」 とする 。  

（ 支給決定障害者等に関する経過措置 ）  

第５条  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第21条の11第２項の規定により居宅生活支援費の支給

の決定を受けている障害児の保護者、附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第17条の５第２項の規定により居宅

生活支援費の支給の決定を受けている障害者及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第15条の６第２項の規定

により居宅生活支援費の支給の決定を受けている障害者については、施行日に、第19条第１項の規定による支給決定を受けた

ものとみなす。  

２  前項の規定により支給決定を受けたものとみなされた障害者又は障害児の保護者についてこの法律の規定を適用する場合に

おいて必要な読替えは、政令で定める 。  

（ 障害程度区分の認定及び支給決定に関する経過措置 ）  

第６条  施行日から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、第15条中 「 置 く 」 とあるのは 「 置く こ とがで

きる 」 と 、第20条第２項中 「 調査をさせるものとする 」 とあるのは 「 調査をさせることができる 」 と 、第21条第１項中 「 行う

ものとする 」 とあるのは 「 行う ことができる 」 と 、第22条第１項中 「 障害程度区分 」 とあるのは 「 障害程度区分又は障害の種

類及び程度 」 とする 。  

（ 身体障害者更生相談所等に関する経過措置 ）  

第７条  施行日から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、第22条第２項中 「 第９条第６項 」 とあるのは

「 第９条第５項 」 と 、 「 第９条第５項 」 とあるのは 「 第９条第４項 」 とする 。  

（ 介護給付費等及び障害福祉サービスに関する経過措置 ）  

第８条  施行日から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、第28条第１項の規定にかかわらず、介護給付

費及び特例介護給付費の支給は、次に掲げるサービスに関して第29条及び第30条の規定により支給する給付とする 。  

一  居宅介護 

二  行動援護 

三  児童デイサービス 

四  短期入所 

五  外出介護 （ 附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第２項に規定する児童居宅介護、附則第34条の規定に

よる改正前の身体障害者福祉法第４条の２第２項に規定する身体障害者居宅介護、附則第45条の規定による改正前の精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律第50条の３の２第２項に規定する精神障害者居宅介護等事業及び附則第51条の規定によ

る改正前の知的障害者福祉法第４条第２項に規定する知的障害者居宅介護のうち 、外出時における移動中の介護をいう 。以

下同じ 。）  

六  障害者デイサービス （ 附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第４条の２第３項に規定する身体障害者デイ 

サービス及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４条第３項に規定する知的障害者デイサービスをいう 。

以下同じ 。）  

２  施行日から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、外出介護及び障害者デイサービスを障害福祉サー

ビスと 、外出介護又は障害者デイサービスを行う事業を障害福祉サービス事業とそれぞれみなして 、 この法律の規定を適用す

る 。  

（ 介護給付費等の額に関する経過措置 ）  

第９条  施行日から政令で定める日までの間は、第29条第３項中 「 の 100 分の90に相当する額 」 とあるのは、 「 から当該費用の

額の 100 分の10に相当する額と して厚生労働省令で定めるところにより算定した額を控除して得た額 」 とする 。  

（ 指定障害福祉サービス事業者に係る経過措置 ）  

第10条  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第２項に規定する児童居宅介護 （ 行動援護

及び外出介護に該当するものを除く 。） に係る同法第21条の10第１項の指定を受けている者、附則第34条の規定による改正前

の身体障害者福祉法第４条の２第２項に規定する身体障害者居宅介護 （ 外出介護に該当するものを除く 。） に係る同法第17条

の４第１項の指定を受けている者及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４条第２項に規定する知的障害者
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居宅介護 （ 行動援護及び外出介護に該当するものを除く 。） に係る同法第15条の５第１項の指定を受けている者並びに附則第

45条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第50条の３の２第２項に規定する精神障害者居宅介護等

事業 （ 外出介護に該当するものを除く 。） を行っている者であって厚生労働省令で定めるものは、施行日に、居宅介護に係る

第29条第１項の指定を受けたものとみなす。  

２  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第２項に規定する児童居宅介護 （ 行動援護に該

当するものに限る 。） に係る同法第21条の10第１項の指定を受けている者及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福

祉法第４条第２項に規定する知的障害者居宅介護 （ 行動援護に該当するものに限る 。） に係る同法第15条の５第１項の指定を

受けている者は、施行日に、行動援護に係る第29条第１項の指定を受けたものとみなす。  

３  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第３項に規定する児童デイサービスに係る同法

第21条の10第１項の指定を受けている者は、施行日に、児童デイサービスに係る第29条第１項の指定を受けたものとみなす。  

４  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第４項に規定する児童短期入所に係る同法第21

条の10第１項の指定を受けている者、附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第４条の２第４項に規定する身体障

害者短期入所に係る同法第17条の４第１項の指定を受けている者及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４

条第４項に規定する知的障害者短期入所に係る同法第15条の５第１項の指定を受けている者並びに附則第45条の規定による改

正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第50条の３の２第３項に規定する精神障害者短期入所事業を行っている者で

あって厚生労働省令で定めるものは、施行日に、短期入所に係る第29条第１項の指定を受けたものとみなす。  

５  施行日において現に附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４条第５項に規定する知的障害者地域生活援助に

係る同法第15条の５第１項の指定を受けている者及び附則第45条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第50条の３の２第４項に規定する精神障害者地域生活援助事業を行っている者であって厚生労働省令で定めるものは、施

行日に、共同生活援助に係る第29条第１項の指定を受けたものとみなす。  

６  前各項の規定により第29条第１項の指定を受けたものとみなされた者に係る同項の指定は、当該者が、施行日から １年以内

であって厚生労働省令で定める期間内に第36条第１項の申請をしないときは、第41条第１項の規定にかかわらず、当該期間の

経過によって 、その効力を失う 。   

第11条  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第２項に規定する児童居宅介護 （ 外出介護

に該当するものに限る 。） に係る同法第21条の10第１項の指定を受けている者、附則第34条の規定による改正前の身体障害者

福祉法第４条の２第２項に規定する身体障害者居宅介護 （ 外出介護に該当するものに限る 。） に係る同法第17条の４第１項の

指定を受けている者及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４条第２項に規定する知的障害者居宅介護 （ 外

出介護に該当するものに限る 。） に係る同法第15条の５第１項の指定を受けている者並びに附則第45条の規定による改正前の

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第50条の３の２第２項に規定する精神障害者居宅介護等事業 （ 外出介護に該当する

ものに限る 。） を行っている者であって厚生労働省令で定めるものは、施行日に、外出介護に係る第29条第１項の指定を受け

たものとみなす。  

２  施行日において現に附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第４条の２第３項に規定する身体障害者デイサービ

スに係る同法第17条の４第１項の指定を受けている者及び附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４条第３項に

規定する知的障害者デイサービスに係る同法第15条の５第１項の指定を受けている者は、施行日に、障害者デイサービスに係

る第29条第１項の指定を受けたものとみなす。  

３  前２項の規定により第29条第１項の指定を受けたものとみなされた者に係る同項の指定は、第41条第１項の規定にかかわら

ず、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日においてその効力を失う 。  

（ 介護給付費及び訓練等給付費の支払委託に関する経過措置 ）  

第12条  施行日から平成19年９月30日までの間は、第29条第８項中 「 国民健康保険団体連合会 （ 以下 「 連合会 」 という 。）」 とあ

るのは 「 国民健康保険団体連合会 （ 以下 「 連合会 」 という 。） その他営利を目的と しない法人であって厚生労働省令で定める

もの 」 と 、第32条第６項中 「 連合会 」 とあるのは 「 連合会その他営利を目的と しない法人であって厚生労働省令で定めるも

の 」 とする 。  

（ 自立支援医療に関する経過措置 ）  

第13条  施行日において現に附則第25条の規定による改正前の児童福祉法第20条第１項の規定による育成医療の給付又は育成医

療に要する費用の支給を受けている障害児の保護者、附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第19条第１項の規定

による更生医療の給付又は更生医療に要する費用の支給を受けている障害者並びに附則第45条の規定による改正前の精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律第32条第１項の規定による医療に必要な費用の負担を受けている障害者及び障害児の保護者

については、厚生労働省令で定めるところにより 、施行日に、第52条第１項の規定による支給認定を受けたものとみなす。   

第14条  施行日において現に附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第19条の２第１項の指定を受けている医療機関

及び附則第45条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第32条第１項の医療を担当するものと して厚

生労働省令で定める基準に該当する医療機関は、施行日に、第54条第２項の指定があったものとみなす。  

２  前項の規定により第54条第２項の指定があったものとみなされた医療機関に係る同項の指定は、当該医療機関が、施行日か

ら １年以内であって厚生労働省令で定める期間内に第59条第１項の申請をしないときは、第60条第１項の規定にかかわらず、

当該期間の経過によって 、その効力を失う 。  

（ 障害福祉サービス事業の届出に関する経過措置 ）  

第15条  施行日において現に障害福祉サービス事業を行っている国及び都道府県以外の者 （ 附則第８条第２項の規定により障害

福祉サービス事業とみなされた事業を行う者を含む 。） であって 、当該障害福祉サービス事業に相当する事業に係る附則第25

条の規定による改正前の児童福祉法第34条の３第１項、附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第26条第１項、附

則第45条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第50条の３第１項又は附則第51条の規定による改正
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前の知的障害者福祉法第18条の規定による届出をしているものは、施行日に、第79条第２項の規定による届出をしたものとみ

なす。  

 

（ 事業の停止等に関する経過措置 ）  

第16条  施行日から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、第82条中 「 身体障害者福祉法第18条の２ 、知

的障害者福祉法第21条若し くは児童福祉法第21条の７ 」 とあるのは、 「 身体障害者福祉法第28条の２ 、知的障害者福祉法第21

条の４若し くは児童福祉法第21条の25の２ 」 とする 。  

（ 費用負担に関する経過措置 ）  

第17条  施行日から附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、第94条第１項第２号中 「 費用 」 とあるのは、

「 費用 （ 社会福祉法に定める福祉に関する事務所を設置しない町村が支弁するものに限る 。）」 とする 。  

（ 特定施設入所障害者に関する経過措置 ）  

第18条  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された附則第41条

第１項に規定する身体障害者更生援護施設又は附則第58条第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 附則第52条の規定による改

正前の知的障害者福祉法第21条の８に規定する知的障害者通勤寮を除く 。） は、障害者支援施設とみなして 、第19条第３項及

び第４項の規定を適用する 。  

２  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後、当分の間、第19条第３項中 「 第16条第１項の規定により入所措置 」 とある

のは 「 第15条の４若し くは第16条第１項の規定により入所若し くは入居の措置 」 と 、 「 又は第５条第１項 」 とあるのは 「 若し

くは第５条第１項 」 と 、 「 定める施設に入所して 」 とあるのは 「 定める施設に入所し 、又は共同生活介護若し くは共同生活援

助を行う住居 （ 以下この項において 「 共同生活住居 」 という 。） に入居して 」 と 、 「 又は同法 」 とあるのは 「 、共同生活住居

又は同法 」 と 、 「 入所前 」 とあるのは 「 入所又は入居の前 」 と 、 「 特定施設に入所して 」 とあるのは 「 特定施設に入所又は入

居をして 」 と 、 「 入所した 」 とあるのは 「 入所又は入居をした 」 と 、同条第４項中 「 入所して 」 とあるのは 「 入所し 、又は入

居して 」 とする 。  

（ 支給決定障害者等に関する経過措置 ）  

第19条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第17条の11

第２項の規定により施設訓練等支援費の支給の決定を受けている障害者及び同法第17条の32第４項の規定により同条第１項に

規定する国立施設に入所している障害者並びに附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第15条の12第２項の規定に

より施設訓練等支援費の支給の決定を受けている障害者については、厚生労働省令で定めるところにより 、同日に、第19条第

１項の規定による支給決定を受けたものとみなす。ただし 、当該障害者が同項の規定による支給決定を受けたときは、 この限

りでない。  

２  前項の規定により支給決定を受けたものとみなされた障害者について 、 この法律の規定を適用する場合において必要な読替

えは、政令で定める 。  

（ 旧法指定施設に関する経過措置 ）  

第20条  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された附則第41条

第１項に規定する身体障害者更生援護施設又は附則第58条第１項に規定する知的障害者援護施設であって 、附則第１条第２号

に掲げる規定の施行の日の前日において附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第17条の10第１項の指定又は附則

第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第15条の11第１項の指定を受けているもの （ 以下この条及び次条第１項におい

て 「 旧法指定施設 」 という 。） については、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から同条第３号に掲げる規定の施行の

日の前日までの間は、当該旧法指定施設において行われる附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第５条第２項に

規定する身体障害者施設支援又は附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第５条第２項に規定する知的障害者施設

支援に相当するサービス （ 以下 「 旧法施設支援 」 という 。） を障害福祉サービスとみなし 、附則第１条第２号に掲げる規定の

施行の日に、当該障害福祉サービスに係る第29条第１項の指定があったものとみなす。  

（ 旧法施設支援に関する経過措置 ）  

第21条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から同条第３号に掲げる規定の施行の日の前日までの間は、市町村は、支給

決定障害者等が支給決定の有効期間内において 、前条の規定により第29条第１項の指定があったものとみなされた旧法指定施

設 （ 第50条第３項において準用する同条第１項の規定により当該指定を取り消されたものを除く 。次条において 「 特定旧法指

定施設 」 という 。） から 、旧法施設支援 （ 以下この条及び次条において 「 指定旧法施設支援 」 という 。） を受けたときは、政

令で定めるところにより 、当該支給決定障害者等に対し 、当該指定旧法施設支援 （ 厚生労働省令で定める量の範囲内のものに

限る 。） に要した費用 （ 特定費用を除く 。） について、介護給付費を支給する 。  

２  前項の規定により支給する介護給付費の額は、第29条第３項の規定にかかわらず、指定旧法施設支援に通常要する費用 （ 特

定費用を除く 。） につき 、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額 （ その額が現に当該指定旧法施設支援に要した

費用 （ 特定費用を除く 。） の額を超えるときは、当該現に指定旧法施設支援に要した費用の額 ） の 100 分の90に相当する額と

する 。  

３  第29条第４項の規定は、前項の規定により算定される介護給付費の額について準用する 。 この場合において、必要な技術的

読替えは、政令で定める 

（ 特定旧法受給者に関する経過措置 ）  

第22条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に特定旧法指定施設に入所している附則第35条の規定による改正

前の身体障害者福祉法第17条の11第２項の規定による支給の決定又は附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第15

条の12第２項の規定による支給の決定 （ 以下この条において 「 旧法施設支給決定 」 という 。） を受けて附則第35条の規定によ

る改正前の身体障害者福祉法第17条の10第１項の施設訓練等支援費又は附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第

15条の11第１項の施設訓練等支援費を受けていた者 （ 以下この条において 「 特定旧法受給者 」 という 。） は、附則第１条第２
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号に掲げる規定の施行の日以後引き続き当該特定旧法指定施設に入所している間 （ 当該特定旧法指定施設に継続して一以上の

他の特定旧法指定施設又は障害者支援施設若し くはのぞみの園に入所することにより当該一以上の他の特定旧法指定施設又は

障害者支援施設若し くはのぞみの園のそれぞれの所在する場所に順次居住地を有するに至った特定旧法受給者にあっては、当

該一以上の他の特定旧法指定施設又は障害者支援施設若し くはのぞみの園に継続して入所している間を含む 。） は、第19条第

２項及び第３項の規定にかかわらず、当該旧法施設支給決定を行った市町村が支給決定を行う ものとする 。  

２  前項の規定の適用を受ける障害者が入所している特定旧法指定施設又は障害者支援施設若し くはのぞみの園は、当該特定旧

法指定施設又は障害者支援施設若し くはのぞみの園の所在する市町村及び当該障害者に対し支給決定を行う市町村に、必要な

協力をしなければならない。  

３  特定旧法受給者については、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から同条第３号に掲げる規定の施行の日の前日まで

の間に限り 、同条第２号に掲げる規定の施行の日以後引き続き特定旧法指定施設に入所している間 （ 当該特定旧法指定施設に

係る第50条第３項において準用する同条第１項の規定による指定の取消しその他やむを得ない理由により 、当該特定旧法指定

施設に継続して一以上の他の特定旧法指定施設又は指定障害者支援施設等に入所した特定旧法受給者にあっては、当該一以上

の他の特定旧法指定施設又は指定障害者支援施設等に継続して入所している間を含む 。） は、当該旧法施設支給決定を行った

市町村は、当該特定旧法受給者を第19条第１項の規定による支給決定を受けた障害者とみなして 、当該特定旧法受給者が当該

特定旧法指定施設 （ 当該一以上の他の特定旧法指定施設又は指定障害者支援施設等に入所した特定旧法受給者にあっては、当

該一以上の他の特定旧法指定施設又は指定障害者支援施設等 ） から指定旧法施設支援又は指定障害福祉サービス等を受けたと

きは、厚生労働省令で定めるところにより 、当該特定旧法受給者に対し 、当該指定旧法施設支援又は指定障害福祉サービス等

に要した費用 （ 特定費用を除く 。） について 、介護給付費又は訓練等給付費を支給する 。ただし 、当該特定旧法受給者が同項

の規定による支給決定を受けたときは、 この限りでない。  

４  前項の規定により特定旧法受給者に対して支給される介護給付費又は訓練等給付費の額は、第29条第３項の規定にかかわら

ず、同項の規定により算定される費用の額の範囲内において 、厚生労働大臣が別に定める基準により算定した費用の額 （ その

額が現に当該指定旧法施設支援又は指定障害福祉サービス等に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額を超えるときは、当該現

に指定旧法施設支援又は指定障害福祉サービス等に要した費用の額 ） の 100 分の90に相当する額とする 。  

５  第29条第４項の規定は、前項の規定により算定される特定旧法受給者に対して支給される介護給付費又は訓練等給付費の額

について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

６  特定旧法受給者 （ 支給決定障害者等であるものを除く 。） は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から同条第３号に

掲げる規定の施行の日の前日までの間に限り 、第29条第２項、第５項及び第６項、第31条並びに第33条第１項の規定の適用に

ついては支給決定障害者等と 、第34条第１項の規定の適用については支給決定を受けた障害者とみなす。  

（ 障害者支援施設等に関する経過措置 ）  

第23条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に障害者支援施設を設置している市町村について第83条第３項の

規定を適用する場合においては、同項中 「 あらかじめ 」 とあるのは、 「 附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から起算し

て６月以内に 」 とする 。  

２  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第27条第３項又

は社会福祉法第62条第１項の規定による届出をしている附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第30条の２に規定

する身体障害者福祉ホーム又は附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第21条の９に規定する知的障害者福祉ホー

ム （ 以下この項において 「 身体障害者福祉ホーム等 」 と総称する 。） の設置者は、同日に、第79条第２項の規定による届出を

したものとみなし 、当該身体障害者福祉ホーム等を福祉ホームとみなす。  

３  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に附則第26条の規定による改正前の児童福祉法第34条の３第１項、附

則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第26条第１項又は附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第18条

の規定による届出をして附則第26条の規定による改正前の児童福祉法第６条の２第１項に規定する障害児相談支援事業、附則

第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第４条の２第１項に規定する身体障害者相談支援事業又は附則第52条の規定に

よる改正前の知的障害者福祉法第４条に規定する知的障害者相談支援事業 （ 以下この項において 「 障害児相談支援事業等 」 と

総称する 。） を行っている者は、同日に、第79条第２項の規定による届出をしたものとみなし 、当該障害児相談支援事業等を

相談支援事業とみなす。  

（ 施行前の準備 ）  

第24条  この法律 （ 附則第１条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第 121 条において同じ 。） を施

行するために必要な条例の制定又は改正、第19条から第22条までの規定による支給決定の手続、第36条 （ 第40条において準用

する場合を含む 。） 及び第38条の規定による第29条第１項の指定の手続、第59条の規定による第54条第２項の指定の手続、第

79条第２項の届出、第88条の規定による市町村障害福祉計画の策定の準備、第89条の規定による都道府県障害福祉計画の策定

の準備その他の行為は、 この法律の施行前においても行う ことができる 。  

（ 児童福祉法の一部改正 ）  

第25条  児童福祉法の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 －第９条 」 を 「 ・ 第９条 」 に改め、 「 、医療の給付 」 を削り 、 「 第21条の９の２ 」 を 「 第21条の９の６ 」 に、 「 第

１款  居宅生活支援費の支給 （ 第21条の10－第21条の24 ）  第２款  居宅介護の措置等 （ 第21条の25）」を 「 第１款  削除  第

２款  障害福祉サービスの措置等 （ 第21条の25－第21条の25の３）」に、 「 第62条の３ 」 を 「 第62条の２ 」 に改める 。  

第４条に次の１項を加える 。  

  この法律で、障害児とは、身体に障害のある児童又は知的障害のある児童をいう 。  

第６条の２第10項中 「 身体に障害のある児童又は知的障害のある児童 」 を 「 障害児 」 に、 「 児童居宅生活支援事業 」 を 「 障

害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業 （ 同法附則第８条第２項の規定によ
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り障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。以下 「 障害福祉サービス事業 」 という 。）」に改め、同条第１項から第９項

までを削る 。  

第12条第２項中 「 ホまでに掲げる業務 」 の下に 「 並びに障害者自立支援法第22条第２項及び第３項並びに第26条第１項に規

定する業務 」 を加える 。  

「 第１節  療育の指導、医療の給付等 」 を 「 第１節  療育の指導等 」 に改める 。  

第20条から第21条の５までを次のように改める 。  

第20条から第21条の５まで  削除 

第21条の８中 「 扶養義務者 」 の下に「（民法に定める扶養義務者をいう 。以下同じ 。）」 を加える 。  

第21条の９第２項を次のように改める 。  

  療育の給付は、医療並びに学習及び療養生活に必要な物品の支給とする 。  

第21条の９第３項中 「 前項第１号 」 を 「 第２項 」 に改め、同条第４項中 「 第２項第１号 」 を 「 第２項 」 に改め、同条第７項

中 「 第５項 」 を 「 第６項 」 に、 「 第８項において準用する第21条 」 を 「 次条 」 に、 「 第２項第１号 」 を 「 第２項 」 に改め、同

条第８項を削り 、同条第２項の次に次の１項を加える 。  

  前項の医療は、次に掲げる給付とする 。  

一  診察 

二  薬剤又は治療材料の支給 

三  医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術 

四  病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

五   移送 

第２章第１節中第21条の９の２を第21条の９の６ と し 、第21条の９の次に次の４条を加える 。  

第21条の９の２  指定療育機関は、厚生労働大臣の定めるところにより 、前条第２項の医療を担当しなければならない。  

第21条の９の３  指定療育機関の診療方針及び診療報酬は、健康保険の診療方針及び診療報酬の例による 。  

   前項に規定する診療方針及び診療報酬によることができないとき 、及びこれによることを適当と しないときの診療方針及

び診療報酬は、厚生労働大臣が定めるところによる 。  

第21条の９の４  都道府県知事は、指定療育機関の診療内容及び診療報酬の請求を随時審査し 、かつ、指定療育機関が前条の

規定によつて請求することができる診療報酬の額を決定することができる 。  

  指定療育機関は、都道府県知事が行う前項の決定に従わなければならない。  

   都道府県知事は、第１項の規定により指定療育機関が請求することができる診療報酬の額を決定するに当たつては、社会

保険診療報酬支払基金法 （ 昭和23年法律第 129 号 ） に定める審査委員会、国民健康保険法 （ 昭和33年法律第 192 号 ） に定め

る国民健康保険診療報酬審査委員会その他政令で定める医療に関する審査機関の意見を聴かなければならない。  

   都道府県は、指定療育機関に対する診療報酬の支払に関する事務を社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険団体連合会

その他厚生労働省令で定める者に委託することができる 。  

   第１項の規定による診療報酬の額の決定については、行政不服審査法による不服申立てをすることができない。  

第21条の９の５  都道府県知事 （ 厚生労働大臣が指定した指定療育機関にあつては、厚生労働大臣又は都道府県知事とする 。

次項において同じ 。） は、指定療育機関の診療報酬の請求が適正であるかどうかを調査するため必要があると認めるときは、

指定療育機関の管理者に対して必要な報告を求め、又は当該職員をして 、指定療育機関について、その管理者の同意を得て、

実地に診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる 。  

   指定療育機関の管理者が、正当な理由がな く 、前項の報告の求めに応ぜず、若し くは虚偽の報告をし 、又は同項の同意を

拒んだときは、都道府県知事は、当該指定療育機関に対する都道府県の診療報酬の支払を一時差し止めることを指示し 、又

は差し止めることができる 。  

   厚生労働大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務 （ 都道府県知事が指定した指定療育機関に係るものに

限る 。） について、児童の利益を保護する緊急の必要があると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行う ことを

指示することができる 。  

第２章第２節第１款を次のように改める 。  

第１款  削除 

第21条の10から第21条の24まで  削除 

「 第２款  居宅介護の措置等 」 を 「 第２款  障害福祉サービスの措置等 」 に改める 。  

第21条の25第１項中 「 児童居宅支援を必要 」 を 「 障害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス （ 同法附則第

８条第２項の規定により障害福祉サービスとみなされたものを含む。以下 「 障害福祉サービス 」 という 。） を必要 」 に、 「 第

21条の10又は第21条の12の規定により居宅生活支援費又は特例居宅生活支援費 」 を 「 同法に規定する介護給付費又は特例介護

給付費 （ 第56条の６第１項において 「 介護給付費等 」 という 。）」に、 「 児童居宅支援を提供し 」 を 「 障害福祉サービスを提供

し 」 に、 「 児童居宅支援の 」 を 「 障害福祉サービスの 」 に改める 。  

第２章第２節第２款中第21条の25の次に次の２条を加える 。  

第21条の25の２  障害福祉サービス事業を行う者は、前条第１項の規定による委託を受けたときは、正当な理由がない限り 、

これを拒んではならない。  

第21条の25の３  市町村は、障害福祉サービスに関し必要な情報の提供を行う と ともに、その利用に関し相談に応じ 、及び助

言を行わなければならない。  

   市町村は、障害児又は当該障害児の保護者から求めがあつたときは、障害福祉サービスの利用についてあつせん又は調整

を行う と ともに、必要に応じて 、障害福祉サービス事業を行う者に対し 、当該障害児の利用についての要請を行う ものとす

る 。  
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   障害福祉サービス事業を行う者は、前項のあつせん、調整及び要請に対し 、できる限り協力しなければならない。  

第21条の28中 「 第６条の２第12項 」 を 「 第６条の２第３項 」 に改める 。  

第32条第２項中 「 、第21条の10から第21条の15までの規定による権限 」 を削る 。  

第34条の３第１項中 「 児童居宅生活支援事業等 」 を 「 障害児相談支援事業及び児童自立生活援助事業 （ 以下 「 障害児相談支

援事業等 」 という 。）」に改め、同条第３項中 「 児童居宅生活支援事業等 」 を 「 障害児相談支援事業等 」 に改める 。  

第34条の４第１項及び第34条の５中 「 児童居宅生活支援事業等 」 を 「 障害児相談支援事業等 」 に改める 。  

第34条の６中 「 児童居宅生活支援事業又は児童自立生活援助事業 」 を 「 障害児相談支援事業等 」 に改め、 「 、第21条の25第

１項 」 を削る 。  

第49条中 「 児童居宅生活支援事業等 」 を 「 障害児相談支援事業等 」 に改める 。  

第50条第４号を次のように改める 。  

四  削除 

第50条第５号の２中 「 第21条の９の２ 」 を 「 第21条の９の６ 」 に改める 。  

第51条第１号の２を削る 。  

第53条中 「 第１号の２ 、第２号 」 を 「 第２号 （ 第21条の25第２項の措置に係る費用に限る 。）」 に改める 。  

第53条の２中 「 並びに第51条第１号の２の費用 （ 児童デイサービスに係る費用を除く 。） 及び同条第２号の費用 （ 児童デイ

サービス及び第21条の25第２項の措置に係る費用を除く 。）」 を削る 。  

第55条中 「 第51条第３号 」 を 「 第51条第２号の費用 （ 第21条の25第２項の措置に係る費用を除く 。） 並びに第51条第３号 」

に改める 。  

第55条の２を削る 。  

第56条第５項中 「 育成医療の給付又は第21条の９の２ 」 を 「 第21条の９の６ 」 に改め、 「 指定育成医療機関又は 」 を削り 、

「 指定育成医療機関等 」 を 「 医療機関 」 に改め、同条第７項中 「 指定育成医療機関等 」 を 「 医療機関 」 に改める 。  

第56条の６第１項中 「 第21条の10若し くは第21条の12の規定による居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費 」 を 「 介護

給付費等 」 に改め、同条第２項中 「 児童居宅生活支援事業等 」 を 「 障害児相談支援事業等 」 に改める 。  

第57条の２を削る 。  

第57条の３第３項中 「 前項に規定するもののほか 、」 を削り 、同条第２項を削り 、同条を第57条の２ とする 。  

第59条の５第１項中 「 第21条の４第１項 （ 第21条の９第８項において準用する場合を含む。）」 を 「 第21条の９の５第１項 」

に改める 。  

第62条の３を削る 。  

第63条の４中 「 入所すること 」 の下に 「 又は障害福祉サービス （ 障害者自立支援法第４条第１項に規定する障害者のみを対

象とするものに限る 。次条において同じ 。） を利用すること 」 を加え、 「 同法第９条 」 を 「 身体障害者福祉法第９条又は障害

者自立支援法第19条第２項若し くは第３項 」 に改める 。  

第63条の５中「（昭和35年法律第37号）」を削り 、 「 又は 」 を 「 若し くは 」 に改め、 「 入所すること 」 の下に 「 又は障害福祉 

サービスを利用すること 」 を 、 「 第９条 」 の下に 「 又は障害者自立支援法第19条第２項若し くは第３項 」 を加える 。   

第26条  児童福祉法の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 第21条の９の６ 」 を 「 第21条の５ 」 に、 「 第１款  削除  第２款  障害福祉サービスの措置等 （ 第21条の25－第21

条の25の３ ）  第３款  子育て支援事業 （ 第21条の26－第21条の35）」を 「 第１款  障害福祉サービスの措置 （ 第21条の６ ・ 第

21条の７ ）  第２款  子育て支援事業 （ 第21条の８－第21条の17）」に、 「 第４節  要保護児童の保護措置等 （ 第25条－第33条

の８ ）  第５節  雑則 （ 第34条 ・ 第34条の２）」を 「 第４節  障害児施設給付費、高額障害児施設給付費及び特定入所障害児食

費等給付費並びに障害児施設医療費の支給 第１款  障害児施設給付費、高額障害児施設給付費及び特定入所障害児食費等給

付費の支給 （ 第24条の２－第24条の８ ）  第２款  指定知的障害児施設等 （ 第24条の９－第24条の19 ）  第３款  障害児施設

医療費の支給 （ 第24条の20－第24条の23 ）  第５節  要保護児童の保護措置等 （ 第25条－第33条の８ ）  第６節  雑則 （ 第34

条 ・ 第34条の２）」に、 「 第62条の２ 」 を 「 第62条の３ 」 に改める 。  

第６条の２第１項を削る 。  

第７条に次の６項を加える 。  

  この法律で 、障害児施設支援とは、知的障害児施設支援、知的障害児通園施設支援、盲ろ うあ児施設支援、肢体不自由児施

設支援及び重症心身障害児施設支援をいう 。  

  この法律で 、知的障害児施設支援とは、知的障害児施設に入所する知的障害のある児童に対して行われる保護又は治療及び

知識技能の付与をいう 。  

  この法律で 、知的障害児通園施設支援とは、知的障害児通園施設に通う知的障害のある児童に対して行われる保護及び知識

技能の付与をいう 。  

  この法律で 、盲ろうあ児施設支援とは、盲ろうあ児施設に入所する盲児 （ 強度の弱視児を含む 。） 又はろ うあ児 （ 強度の難

聴児を含む 。） に対して行われる保護及び指導又は援助をいう 。  

  この法律で 、肢体不自由児施設支援とは、肢体不自由児施設又は国立高度専門医療センター若し くは独立行政法人国立病院

機構の設置する医療機関であつて厚生労働大臣が指定するもの （ 以下 「 指定医療機関 」 という 。） において 、上肢、下肢又は

体幹の機能の障害 （ 以下 「 肢体不自由 」 という 。） のある児童に対して行われる治療及び知識技能の付与をいう 。  

  この法律で 、重症心身障害児施設支援とは、重症心身障害児施設に入所し 、又は指定医療機関に入院する重度の知的障害及

び重度の肢体不自由が重複している児童に対して行われる保護並びに治療及び日常生活の指導をいう 。  

第12条第２項中 「 障害者自立支援法 」 の下に「（平成17年法律第 123 号）」を加える 。  

第20条から第21条の８までを削り 、第21条の９を第20条と し 、第21条の９の２を第21条と し 、第21条の９の３を第21条の２

と し 、第21条の９の４を第21条の３ と し 、第21条の９の５を第21条の４ と し 、第21条の９の６を第21条の５ とする 。  



26                                      

第２章第２節第１款を削る 。  

「 第２款  障害福祉サービスの措置等 」 を 「 第２款  障害福祉サービスの措置 」 に改める 。  

第21条の25第１項中 「 同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービスとみなされたものを含む 。」 を削り 、同条第２

項を削り 、第２章第２節第２款中同条を第21条の６ とする 。  

第21条の25の２中 「 障害福祉サービス事業 」 を 「 障害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業 」 に、

「 前条第１項 」 を 「 前条 」 に改め、同条を第21条の７ とする 。  

第21条の25の３を削る 。  

第２章第２節第２款を同節第１款とする 。  

第２章第２節第３款中第21条の26を第21条の８ と し 、第21条の27を第21条の９ とする 。  

第21条の28中 「 第６条の２第３項 」 を 「 第６条の２第２項 」 に改め、同条を第21条の10と し 、第21条の29を第21条の11とす

る 。  

第21条の30中 「 第21条の32第１項 」 を 「 第21条の14第１項 」 に改め、同条を第21条の12とする 。  

第21条の31中 「 第21条の29第３項 」 を 「 第21条の11第３項 」 に改め、同条を第21条の13とする 。  

第21条の32第１項中 「 第21条の29第３項 」 を 「 第21条の11第３項 」 に改め、同条を第21条の14と し 、第21条の33を第21条の

15と し 、第21条の34を第21条の16と し 、第21条の35を第21条の17とする 。第２章第２節第３款を同節第２款とする 。  

第２章第５節を同章第６節とする 。  

第25条の７第１項第２号中 「 第９条第４項 」 を 「 第９条第５項 」 に改める 。  

第25条の８第４号中 「 第21条の25 」 を 「 第21条の６ 」 に改める 。  

第26条第１項第２号中 「 障害児相談支援事業 」 を 「 障害者自立支援法第５条第17項に規定する相談支援事業 （ 次条第１項第

２号及び第34条の６において 「 相談支援事業 」 という 。）」に改め、同項第５号中 「 第21条の25 」 を 「 第21条の６ 」 に改める 。  

第27条第１項第２号中 「 障害児相談支援事業 」 を 「 相談支援事業 」 に改め、同条第２項中 「 国立高度専門医療センター及び

独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であつて厚生労働大臣の指定するもの （ 以下 「 指定医療機関 」 という 。）」 を

「 指定医療機関 」 に改める 。  

第32条第２項中 「 第21条の６第１項の交付等の権限、第21条の25 」 を 「 第21条の６ 」 に、 「 及び第23条第１項ただし書 」 を

「 、第23条第１項ただし書 」 に改め、 「 保護の権限 」 の下に 「 並びに第24条の２から第24条の７まで及び第24条の20の規定に

よる権限 」 を加える 。  

第33条の４第１号中 「 第21条の25 」 を 「 第21条の６ 」 に改める 。  

第33条の５中 「 第21条の25 」 を 「 第21条の６ 」 に改め、「（平成５年法律第88号）」を削る 。  

第２章第４節を同章第５節と し 、同章第３節の次に次の１節を加える 。  

第４節  障害児施設給付費、高額障害児施設給付費及び特定入所障害児食費等給付費並びに障害児施設医療費の支給 

第１款  障害児施設給付費、高額障害児施設給付費及び特定入所障害児食費等給付費の支給 

第24条の２  都道府県は、次条第６項に規定する施設給付決定保護者 （ 以下この条において 「 施設給付決定保護者 」 とい

う 。） が、次条第４項の規定により定められた期間内において 、都道府県知事が指定する知的障害児施設、知的障害児通園

施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設若し くは重症心身障害児施設又は指定医療機関 （ 以下 「 指定知的障害児施設等 」

という 。） に入所又は入院 （ 以下 「 入所等 」 という 。） の申込みを行い、当該指定知的障害児施設等から障害児施設支援

（ 以下 「 指定施設支援 」 という 。） を受けたときは、当該施設給付決定保護者に対し 、当該指定施設支援に要した費用 （ 食

事の提供に要する費用、居住又は滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用のうち厚生労働省令で定める費用及び治

療に要する費用 （ 以下 「 特定費用 」 という 。） を除く 。） について、障害児施設給付費を支給する 。  

  障害児施設給付費の額は、障害児施設支援の種類ごとに指定施設支援に通常要する費用 （ 特定費用を除く 。） につき 、厚

生労働大臣が定める基準により算定した費用の額 （ その額が現に当該指定施設支援に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額

を超えるときは、当該現に指定施設支援に要した費用の額 ） の 100 分の90に相当する額とする 。  

  施設給付決定保護者が同一の月に受けた指定施設支援に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額の合計額から 、前項の規定

により算定された当該同一の月における障害児施設給付費の合計額を控除して得た額が、当該施設給付決定保護者の家計に

与える影響その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、同項の規定にかかわらず、当該同一の月における障

害児施設給付費の額は、同項の規定により算定した費用の額の 100 分の90に相当する額を超え 100 分の 100 に相当する額以

下の範囲内において政令で定める額とする 。  

第24条の３  障害児の保護者は、前条第１項の規定により障害児施設給付費の支給を受けよう とするときは、障害児施設支援

の種類ごとに、厚生労働省令で定めるところにより 、都道府県に申請しなければならない。  

   都道府県は、前項の申請が行われたときは、当該申請に係る障害児の障害の種類及び程度、当該障害児の介護を行う者の

状況、当該障害児の保護者の障害児施設給付費の受給の状況その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して 、障害児施設給

付費の支給の要否を決定するものとする 。  

   前項の規定による決定を行う場合には、児童相談所長の意見を聴かなければならない。  

   障害児施設給付費を支給する旨の決定 （ 以下 「 施設給付決定 」 という 。） を行う場合には、障害児施設給付費を支給する

期間を定めなければならない。  

   前項の期間は、障害児施設支援の種類ごとに厚生労働省令で定める期間を超えることができないものとする 。  

   都道府県は、施設給付決定をしたときは、当該施設給付決定を受けた障害児の保護者 （ 以下 「 施設給付決定保護者 」 とい

う 。） に対し 、厚生労働省令で定めるところにより 、第４項の規定により定められた期間 （ 以下 「 給付決定期間 」 とい

う 。） を記載した受給者証 （ 以下 「 施設受給者証 」 という 。） を交付しなければならない。  
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   指定施設支援を受けよう とする施設給付決定保護者は、厚生労働省令で定めるところにより 、指定知的障害児施設等に施

設受給者証を提示して当該指定施設支援を受けるものとする 。ただし 、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合につ

いては、 この限りでない。  

   施設給付決定保護者が指定知的障害児施設等から指定施設支援を受けたとき （ 当該施設給付決定保護者が当該指定知的障

害児施設等に施設受給者証を提示したときに限る 。） は、都道府県は、当該施設給付決定保護者が当該指定知的障害児施設

等に支払うべき当該指定施設支援に要した費用 （ 特定費用を除く 。） について 、障害児施設給付費と して当該施設給付決定

保護者に支給すべき額の限度において、当該施設給付決定保護者に代わり 、当該指定知的障害児施設等に支払う ことができ

る 。  

   前項の規定による支払があつたときは、当該施設給付決定保護者に対し障害児施設給付費の支給があつたものとみなす。 

   都道府県は、指定知的障害児施設等から障害児施設給付費の請求があつたときは、前条第２項の厚生労働大臣が定める基

準及び第24条の12第２項の指定知的障害児施設等の設備及び運営に関する基準 （ 指定施設支援の取扱いに関する部分に限

る 。） に照らして審査の上、支払う ものとする 。  

   都道府県は、前項の規定による支払に関する事務を国民健康保険法第45条第５項に規定する国民健康保険団体連合会その

他営利を目的と しない法人であつて厚生労働省令で定めるものに委託することができる 。  

第24条の４  施設給付決定を行つた都道府県は、次に掲げる場合には、当該施設給付決定を取り消すことができる 。  

一  施設給付決定に係る障害児が、指定施設支援を受ける必要がな く なつたと認めるとき 。  

二  施設給付決定保護者が、給付決定期間内に、当該都道府県以外の都道府県の区域内に居住地を有するに至つたと認める

とき 。  

   前項の規定により施設給付決定の取消しを行つた都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより 、当該取消しに係る施

設給付決定保護者に対し施設受給者証の返還を求めるものとする 。  

   前２項に定めるもののほか、施設給付決定の取消しに関し必要な事項は、政令で定める 。  

第24条の５  都道府県が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより 、障害児施設支援に要する費用を

負担することが困難であると認めた施設給付決定保護者が受ける障害児施設給付費の支給について第24条の２第２項の規定

を適用する場合においては、同項中 「 100 分の90 」 とあるのは、 「 100 分の90を超え 100 分の 100 以下の範囲内において都

道府県が定めた割合 」 とする 。  

第24条の６  都道府県は、施設給付決定保護者が受けた指定施設支援に要した費用の合計額から当該費用につき支給された障

害児施設給付費の合計額を控除して得た額が、著し く高額であるときは、当該施設給付決定保護者に対し 、政令で定めると

ころにより 、高額障害児施設給付費を支給する 。  

   前項に定めるもののほか、高額障害児施設給付費の支給要件、支給額その他高額障害児施設給付費の支給に関し必要な事

項は、指定施設支援に要する費用の負担の家計に与える影響を考慮して 、政令で定める 。  

第24条の７  都道府県は、施設給付決定保護者のうち所得の状況その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定めるものに係る

障害児 （ 知的障害児通園施設に通う者その他厚生労働省令で定める者を除く 。） が、給付決定期間内において 、指定知的障

害児施設等に入所し 、当該指定知的障害児施設等から指定施設支援を受けたときは、当該施設給付決定保護者に対し 、当該

指定知的障害児施設等における食事の提供に要した費用及び居住に要した費用について 、政令で定めるところにより 、特定

入所障害児食費等給付費を支給する 。  

   第24条の３第７項から第11項までの規定は、特定入所障害児食費等給付費の支給について準用する 。 この場合において 、

必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

第24条の８  この款に定めるもののほか、障害児施設給付費、高額障害児施設給付費又は特定入所障害児食費等給付費の支給 

及び指定知的障害児施設等の障害児施設給付費又は特定入所障害児食費等給付費の請求に関し必要な事項は、厚生労働省令

で定める 。  

第２款  指定知的障害児施設等 

第24条の９  第24条の２第１項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより 、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろ

うあ児施設、肢体不自由児施設又は重症心身障害児施設 （ 以下 「 知的障害児施設等 」 という 。） であつて 、その設置者の申

請があつたものについて行う 。  

   都道府県知事は、前項の申請があつた場合において 、次の各号のいずれかに該当するときは、指定知的障害児施設等 （ 指

定医療機関を除く 。第24条の13、第24条の14、第24条の17及び第24条の18において同じ 。） の指定をしてはならない。  

一  申請者が法人でないとき 。  

二  当該申請に係る知的障害児施設等の従業者の知識及び技能並びに人員が、第24条の12第１項の厚生労働省令で定める基

準を満たしていないとき 。  

三  申請者が、第24条の12第２項の厚生労働省令で定める指定知的障害児施設等の設備及び運営に関する基準に従つて適正

な知的障害児施設等の運営をすることができないと認められるとき 。  

四  申請者の役員 （ 業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称

を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含む 。） 又は当該申請に係る知的障害児施設等の長 （ 以下 「 役員等 」 という 。） が、禁

錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり 、又は執行を受けることがな く なるまでの者であるとき 。  

五  申請者又は申請者の役員等が、 この法律その他国民の保健医療若し くは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定に

より罰金の刑に処せられ、その執行を終わり 、又は執行を受けることがな く なるまでの者であるとき 。  

六  申請者が、第24条の17の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき 。  
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七  申請者の役員等が、第24条の17の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法 （ 平成５年法律第88号 ） 第15条の規

定による通知があつた日前60日以内に当該取消しの処分を受けた法人の役員等であつた者で 、当該取消しの日から起算し

て５年を経過しないものであるとき 。  

八  申請者が、第24条の17の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があつた日から当該

処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第24条の14の規定による指定の辞退をした者 （ 当該指定の辞

退について相当の理由がある者を除く 。） で 、当該辞退の日から起算して５年を経過しないものであるとき 。  

九  前号に規定する期間内に第24条の14の規定による指定の辞退があつた場合において、申請者の役員等が、同号の通知の

日前60日以内に当該辞退に係る法人 （ 当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く 。） の役員等であつた者で、

当該辞退の日から起算して５年を経過しないものであるとき 。  

十  申請者又は申請者の役員等が、指定の申請前５年以内に障害児施設支援に関し不正又は著し く不当な行為をした者であ

るとき 。  

第24条の10  第24条の２第１項の指定は、 ６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて 、その効力を失う 。  

   前項の更新の申請があつた場合において 、同項の期間 （ 以下この条において 「 指定の有効期間 」 という 。） の満了の日ま

でにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、な

おその効力を有する 。  

   前項の場合において 、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から

起算するものとする 。  

   前条の規定は、第１項の指定の更新について準用する 。 この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

第24条の11  指定知的障害児施設等の設置者は、障害児がその有する能力及び適性に応じ 、自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう 、行政機関、教育機関その他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、障害児施設支援を当該障害児の

意向、適性、障害の特性その他の事情に応じ 、効果的に行うよ うに努めなければならない。  

   指定知的障害児施設等の設置者は、その提供する障害児施設支援の質の評価を行う ことその他の措置を講ずることにより 、

障害児施設支援の質の向上に努めなければならない。  

   指定知的障害児施設等の設置者は、障害児の人格を尊重すると ともに、 この法律又はこの法律に基づ く命令を遵守し 、障

害児及びその保護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。  

第24条の12  指定知的障害児施設等の設置者は、厚生労働省令で定める基準に従い、指定施設支援に従事する従業者を有しな

ければならない。  

   指定知的障害児施設等の設置者は、厚生労働省令で定める指定知的障害児施設等の設備及び運営に関する基準に従い、指

定施設支援を提供しなければならない。  

第24条の13  指定知的障害児施設等の設置者は、設置者の住所その他の厚生労働省令で定める事項に変更があつたときは、厚

生労働省令で定めるところにより 、10日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。  

第24条の14  指定知的障害児施設等は、 ３月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる 。  

第24条の15  都道府県知事は、必要があると認めるときは、指定知的障害児施設等の設置者若し くはその長その他の従業者

（ 以下 「 指定施設設置者等 」 という 。） である者若し くは指定施設設置者等であつた者に対し 、報告若し くは帳簿書類その

他の物件の提出若し くは提示を命じ 、指定施設設置者等である者若し くは指定施設設置者等であつた者に対し出頭を求め、

又は当該職員に、関係者に対し質問させ、若し くは当該指定知的障害児施設等に立ち入り 、その設備若し くは帳簿書類その

他の物件を検査させることができる 。  

   前項の規定による質問又は検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し 、かつ、関係者の請

求があるときは、 これを提示しなければならない。  

   第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

第24条の16  都道府県知事は、指定知的障害児施設等の設置者が、当該指定に係る施設の従業者の知識若し くは技能若し くは

人員について第24条の12第１項の厚生労働省令で定める基準に適合しておらず、又は同条第２項の厚生労働省令で定める指

定知的障害児施設等の設備及び運営に関する基準に従つて適正な指定知的障害児施設等の運営をしていないと認めるときは、

当該指定知的障害児施設等の設置者に対し 、期限を定めて 、同条第１項の厚生労働省令で定める基準を遵守し 、又は同条第

２項の厚生労働省令で定める指定知的障害児施設等の設備及び運営に関する基準を遵守すべきことを勧告することができる 。  

   都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定知的障害児施設等の設置者が、同項

の期限内にこれに従わなかつたときは、その旨を公表することができる 。  

   都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた指定知的障害児施設等の設置者が、正当な理由がな く てその勧告に係

る措置をとらなかつたときは、当該指定知的障害児施設等の設置者に対し 、期限を定めて 、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる 。  

   都道府県知事は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。  

第24条の17  都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定知的障害児施設等に係る第24条の２

第１項の指定を取り消し 、又は期間を定めてその指定の全部若し くは一部の効力を停止することができる 。  

一  指定知的障害児施設等の設置者又はその役員等が、第24条の９第２項第４号、第５号、第７号又は第９号のいずれかに

該当するに至つたとき 。  

二  指定知的障害児施設等の設置者が、第24条の11第３項の規定に違反したと認められるとき 。  

三  指定知的障害児施設等の設置者が、当該指定に係る施設の従業者の知識若し くは技能又は人員について 、第24条の12第

１項の厚生労働省令で定める基準を満たすことができな く なつたとき 。  

四  指定知的障害児施設等の設置者が、第24条の12第２項の厚生労働省令で定める指定知的障害児施設等の設備及び運営に

関する基準に従つて適正な指定知的障害児施設等の運営をすることができな く なつたとき 。  
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五  障害児施設給付費、特定入所障害児食費等給付費又は障害児施設医療費の請求に関し不正があつたとき 。  

六  指定施設設置者等が、第24条の15第１項の規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出若し くは提示を命ぜられて

これに従わず、又は虚偽の報告をしたとき 。  

七  指定施設設置者等が、第24条の15第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して

答弁せず、若し くは虚偽の答弁をし 、又は同項の規定による立入り若し くは検査を拒み、妨げ、若し くは忌避したとき 。

ただし 、当該指定知的障害児施設等の従業者がその行為をした場合において 、その行為を防止するため、当該指定知的障

害児施設等の設置者又はその長が相当の注意及び監督を尽く したときを除く 。  

八  指定知的障害児施設等の設置者が、不正の手段により第24条の２第１項の指定を受けたとき 。  

九  前各号に掲げる場合のほか、指定知的障害児施設等の設置者が、 この法律その他国民の保健医療若し くは福祉に関する

法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づ く命令若し くは処分に違反したとき 。  

十  前各号に掲げる場合のほか、指定知的障害児施設等の設置者が、障害児施設支援に関し不正又は著し く不当な行為をし

たとき 。  

十一  指定知的障害児施設等の設置者又はその役員等のうちに指定の取消し又は指定の全部若し くは一部の効力の停止をし

よう とするとき前５年以内に障害児施設支援に関し不正又は著し く不当な行為をした者があるとき 。  

第24条の18  都道府県知事は、次に掲げる場合には、その旨を公示しなければならない。  

一  第24条の２第１項の指定知的障害児施設等の指定をしたとき 。  

二  第24条の14の規定による指定知的障害児施設等の指定の辞退があつたとき 。  

三  前条の規定により指定知的障害児施設等の指定を取り消したとき 。  

第24条の19  都道府県は、指定知的障害児施設等に関し必要な情報の提供を行う と ともに、その利用に関し相談に応じ 、及び

助言を行わなければならない。  

   都道府県は、障害児又は当該障害児の保護者から求めがあつたときは、指定知的障害児施設等の利用についてあつせん又

は調整を行う と ともに、必要に応じて 、指定知的障害児施設等の設置者に対し 、当該障害児の利用についての要請を行う も

のとする 。  

   指定知的障害児施設等の設置者は、前項のあつせん、調整及び要請に対し 、できる限り協力しなければならない。  

第３款  障害児施設医療費の支給 

第24条の20  都道府県は、施設給付決定に係る障害児が、給付決定期間内において、指定知的障害児施設等 （ 病院その他厚生

労働省令で定める施設に限る 。以下この条、次条及び第24条の23において同じ 。） から障害児施設支援のうち治療に係るも

の （ 以下 「 障害児施設医療 」 という 。） を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより 、当該障害児に係る施設給付

決定保護者に対し 、当該障害児施設医療に要した費用について 、障害児施設医療費を支給する 。  

   障害児施設医療費の額は、次に掲げる額の合算額とする 。  

一  当該障害児施設医療 （ 食事療養 （ 健康保険法 （ 大正11年法律第70号 ） 第63条第２項に規定する食事療養をいう 。以下こ

の項において同じ 。） を除 く 。以下この号において同じ 。） につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例によ

り算定した額の 100 分の90に相当する額。ただし 、当該施設給付決定保護者が同一の月における障害児施設医療に要した

費用の額の合計額の 100 分の10に相当する額が、当該施設給付決定保護者の家計に与える影響その他の事情をしん酌して

政令で定める額を超えるときは、当該障害児施設医療につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定

した額の範囲内において政令で定めるところにより算定した額 

二  当該障害児施設医療 （ 食事療養に限る 。） につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額か

ら 、健康保険法第85条第２項に規定する標準負担額、施設給付決定保護者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働

大臣が定める額を控除した額 

    前項に規定する療養に要する費用の額の算定方法の例によることができないとき 、及びこれによるこ とを適当と しない

ときの障害児施設医療に要する費用の額の算定方法は、厚生労働大臣の定めるところによる 。  

    施設給付決定に係る障害児が指定知的障害児施設等から障害児施設医療を受けたときは、都道府県は、当該障害児に係

る施設給付決定保護者が当該指定知的障害児施設等に支払うべき当該障害児施設医療に要した費用について 、障害児施設

医療費と して当該施設給付決定保護者に支給すべき額の限度において、当該施設給付決定保護者に代わり 、当該指定知的

障害児施設等に支払う ことができる 。  

    前項の規定による支払があつたときは、当該施設給付決定保護者に対し障害児施設医療費の支給があつたものとみなす。 

第24条の21  第21条の規定は指定知的障害児施設等について 、第21条の２及び第21条の３の規定は指定知的障害児施設等に対

する障害児施設医療費の支給について準用する 。 この場合において、第21条中 「 前条第２項の医療 」 とあるのは 「 第24条の

20第１項に規定する障害児施設医療 」 と 、第21条の２中 「 診療方針及び診療報酬 」 とあるのは 「 診療方針 」 と 、第21条の３

（ 第２項を除く 。） 中 「 診療報酬の 」 とあるのは 「 障害児施設医療費の 」 と読み替えるものとする 。  

第24条の22  障害児施設医療費の支給は、当該障害の状態につき 、健康保険法の規定による家族療養費その他の法令に基づ く

給付であつて政令で定めるもののうち障害児施設医療費の支給に相当するものを受けることができるときは政令で定める限

度において 、当該政令で定める給付以外の給付であつて国又は地方公共団体の負担において障害児施設医療費の支給に相当

するものが行われたときはその限度において 、行わない。  

第24条の23  この款に定めるもののほか、障害児施設医療費の支給及び指定知的障害児施設等の障害児施設医療費の請求に関

し必要な事項は、厚生労働省令で定める 。  

第34条の３第１項中 「 障害児相談支援事業及び児童自立生活援助事業 （ 以下 「 障害児相談支援事業等 」 という 。）」 を 「 児童

自立生活援助事業 」 に改め、同条第３項中 「 障害児相談支援事業等 」 を 「 児童自立生活援助事業 」 に改める 。  

第34条の３の２を削る 。  

第34条の４第１項及び第34条の５中 「 障害児相談支援事業等 」 を 「 児童自立生活援助事業 」 に改める 。  
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第34条の６中 「 障害児相談支援事業等 」 を 「 相談支援事業又は児童自立生活援助事業 」 に改める 。  

第42条中 「 保護する 」 を 「 保護し 、又は治療する 」 に改める 。  

第43条の３中 「 肢体不自由児施設は、上肢、下肢又は体幹の機能の障害 （ 以下 「 肢体不自由 」 という 。）」 を 「 肢体不自由児

施設は、肢体不自由 」 に改める 。  

第49条中 「 障害児相談支援事業等 」 を 「 児童自立生活援助事業 」 に改める 。  

第50条第５号中 「 第21条の９ 」 を 「 第20条 」 に改め、同条第５号の２中 「 第21条の９の６ 」 を 「 第21条の５ 」 に改め、同条

第６号中 「 次条第３号 」 を 「 次条第２号 」 に改め、同条第６号の２中 「 次条第４号及び第４号の２ 」 を 「 次条第３号及び第４

号 」 に改め、同条第６号の３の次に次の１号を加える 。  

六の四 障害児施設給付費、高額障害児施設給付費若し くは特定入所障害児食費等給付費又は障害児施設医療費 （ 以下 「 障

害児施設給付費等 」 という 。） の支給に要する費用 

第51条中第２号を削り 、  

第３号を第２号と し 、第４号を第３号と し 、第４号の２を第４号とする 。  

第53条中 「 第２号 （ 第21条の25第２項の措置に係る費用に限る。）、第４号 」 を 「 第３号 」 に改める 。  

第53条の３を削る 。  

第55条中 「 第51条第２号の費用 （ 第21条の25第２項の措置に係る費用を除く 。） 並びに第51条第３号及び第４号の２ 」 を 

「 第51条第１号、第２号及び第４号 」 に改める 。  

第56条第１項中 「 扶養義務者 」 の下に「（民法に定める扶養義務者をいう 。以下同じ 。）」 を加え 、同条第２項中 「 及び第６号

の３から第７号の２まで 」 を 「 、第６号の３ 、第７号及び第７号の２ 」 に、 「 第51条第１号に規定する費用 （ 業者に委託しな

いで補装具の交付又は修理が行われた場合における当該措置に要する費用に限る 。） 並びに同条第２号及び第３号 」 を 「 第51

条第１号及び第２号 」 に改め、同条第３項中 「 第51条第４号若し くは第４号の２ 」 を 「 第51条第３号若し くは第４号 」 に改め、

同条第５項中 「 第21条の９の６ 」 を 「 第21条の５ 」 に、 「 第７項 」 を 「 次項 」 に改め、同条第７項中 「 前２項 」 を 「 前項 」 に

改め、 「 又は業者 」 及び 「 又は市町村 」 を削り 、同条第８項中 「 又は第６項 」 を削り 、 「 都道府県又は市町村 」 を 「 都道府

県 」 に改め、 「 又は市町村長 」 を削り 、同条第９項中 「 若し くは第６項 」 を削り 、同条第10項及び第11項中 「 第８項 」 を 「 第

７項 」 に改め、同条第６項を削る 。  

第56条の２第１項第２号中 「 基づ く 」 の下に 「 障害児施設給付費の支給 、」 を加え、同条第３項中 「 知的障害児施設、知的

障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設及び重症心身障害児施設 （ 第72条第１項において 「 知的障害児施設等 」

という 。）」 を 「 知的障害児施設等 」 に改める 。  

第56条の６第１項中 「 介護給付費等 」 の下に 「 、障害児施設給付費、高額障害児施設給付費又は特定入所障害児食費等給付

費 」 を加え、 「 第21条の25 」 を 「 第21条の６ 」 に改め、同条第２項中 「 障害児相談支援事業等 」 を 「 児童自立生活援助事業 」

に改める 。  

第57条の２第２項中 「 この法律 」 を 「 前項に規定するもののほか、 この法律 」 に改め、同条第１項の次に次の１項を加える 。  

障害児施設給付費等を受ける権利は、譲り渡し 、担保に供し 、又は差し押さえることができない。  

第57条の２を第57条の５ と し 、第57条の次に次の３条を加える 。  

第57条の２  都道府県は、偽りその他不正の手段により障害児施設給付費等の支給を受けた者があるときは、その者から 、そ

の障害児施設給付費等の額に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる 。  

   都道府県は、指定知的障害児施設等が、偽りその他不正の行為により障害児施設給付費若し くは特定入所障害児食費等給

付費又は障害児施設医療費の支給を受けたときは、当該指定知的障害児施設等に対し 、その支払つた額につき返還させるほ

か、その返還させる額に 100 分の40を乗じて得た額を支払わせることができる 。  

   前２項の規定による徴収金は、地方自治法第 231 条の３第３項に規定する法律で定める歳入とする 。  

第57条の３  都道府県は、障害児施設給付費等の支給に関して必要があると認めるときは、障害児の保護者若し くは障害児の

属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらの者であつた者に対し 、報告若し くは文書その他の物件の提出若

し くは提示を命じ 、又は当該職員に質問させることができる 。  

 第24条の15第２項の規定は前項の規定による質問について 、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用する 。  

第57条の４  都道府県は、障害児施設給付費等の支給に関して必要があると認めるときは、障害児の保護者又は障害児の属す

る世帯の世帯主その他その世帯に属する者の資産又は収入の状況につき 、官公署に対し必要な文書の閲覧若し くは資料の提

供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若し くは障害児の保護者の雇用主その他の関係人に報告を求めることができる 。

第59条の５第１項中 「 第21条の９の５第１項 」 を 「 第21条の４第１項 」 に改める 。  

第59条の７第２項ただし書中 「 第21条の27各号 」 を 「 第21条の９各号 」 に改める 。第61条の３中 「 第21条の30 」 を 「 第21条

の12 」 に改める 。  

第62条第３号中 「 第21条の32第１項 」 を 「 第21条の14第１項 」 に改め、同条中第６号を第７号と し 、第５号を第６号と し 、  

第４号を第５号と し 、第３号の次に次の１号を加える 。  

四  正当の理由がないのに、第24条の15第１項の規定による報告若し くは物件の提出若し くは提示をせず、若し くは虚偽の

報告若し くは虚偽の物件の提出若し くは提示をし 、同項の規定による質問に対して答弁をせず、若し くは虚偽の答弁をし 、又

は同項の規定による立入り若し くは検査を拒み、妨げ、若し くは忌避した者 

本則中第62条の２の次に次の１条を加える 。  

第62条の３  都道府県は、条例で、次の各号のいずれかに該当する者に対し10万円以下の過料を科する規定を設けることがで

きる 。  

一  第24条の４第２項の規定による施設受給者証の返還を求められてこれに応じない者 
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二  正当の理由がないのに、第57条の３第１項の規定による報告若し くは物件の提出若し くは提示をせず、若し くは虚偽の

報告若し くは虚偽の物件の提出若し くは提示をし 、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若し くは虚偽の答弁

をした者 

第63条の３の次に次の１条を加える 。  

第63条の３の２  都道府県は、第24条の２第１項、第24条の６第１項、第24条の７第１項又は第24条の20第１項の規定にかか

わらず、当分の間、厚生労働省令で定める指定知的障害児施設等に入所等をした障害児 （ 以下この項において 「 入所者 」 と

いう 。） について、引き続き指定施設支援を受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは、当該入所者が満

18歳に達した後においても 、当該入所者からの申請により 、当該入所者が社会生活に順応することができるようになるまで、

厚生労働省令で定めるところにより 、引き続き障害児施設給付費等を支給することができる 。ただし 、当該入所者が障害者

自立支援法第５条第５項に規定する療養介護 （ 以下 「 療養介護 」 という 。） その他の支援を受けることができる場合は、 こ

の限りでない。  

   都道府県は、第24条の２第１項、第24条の６第１項、第24条の７第１項又は第24条の20第１項の規定にかかわらず、当分

の間、重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している満18歳以上の者について、重症心身障害児施設支援に係る指定

施設支援を受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは、その者からの申請により 、厚生労働省令で定める

ところにより 、重症心身障害児施設支援に係る障害児施設給付費等を支給することができる 。ただし 、その者が療養介護そ

の他の支援を受けることができる場合は、 この限りでない。  

   前２項の規定により障害児施設給付費等を支給することができること と された者については、その者を障害児又は障害児

の保護者とみなして 、第24条の２から第24条の７まで及び第24条の19から第24条の22までの規定を適用する 。 この場合にお

いて、必要な技術的読替えは、政令で定める 。  

   第１項の場合においては、都道府県知事は、児童相談所長の意見を聴かなければならない。  

第63条の４中 「 同法第５条第１項に規定する身体障害者更生援護施設 」 を 「 障害者自立支援法第５条第12項に規定する障害

者支援施設 （ 次条において 「 障害者支援施設 」 という 。）」に、 「 障害者自立支援法第４条第１項 」 を 「 同法第４条第１項 」

に改める 。  

第63条の５中 「 知的障害者福祉法第21条の６に規定する知的障害者更生施設、同法第21条の７に規定する知的障害者授産

施設若し くは同法第21条の８に規定する知的障害者通勤寮 」 を 「 障害者支援施設 」 に、 「 同法第９条 」 を 「 知的障害者福祉

法第９条 」 に改める 。  

（ 児童福祉法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第27条  施行日前に行われた附則第25条の規定による改正前の児童福祉法 （ 次条及び附則第29条において 「 旧法 」 という 。） 第

20条第１項の規定による育成医療の給付又は育成医療に要する費用の支給については、なお従前の例による 。  

第28条  施行日前に行われた旧法第21条の10第１項に規定する指定居宅支援に係る同項の規定による居宅生活支援費の支給につ

いては、なお従前の例による 。  

２  施行日前に行われた旧法第21条の12第１項に規定する基準該当居宅支援に係る同項の規定による特例居宅生活支援費の支給

については、なお従前の例による 。  

３  施行日前に行われた旧法第21条の25第１項の規定による行政措置に要する費用についての市町村の支弁及び本人又はその扶

養義務者 （ 民法 （ 明治29年法律第89号 ） に定める扶養義務者をいう 。以下同じ 。） からの費用の徴収については、なお従前の

例による 。   

第29条  施行日において現に旧法第21条の25第１項の規定による行政措置を受けて旧法第６条の２第１項に規定する児童居宅支

援が提供されている障害児及び障害児の保護者は、政令で定めるところにより 、施行日に、附則第25条の規定による改正後の

児童福祉法 （ 以下この条において 「 新法 」 という 。） 第21条の25第１項の規定による行政措置を受けて障害福祉サービスが提

供されている障害児及び障害児の保護者とみなす。  

２  新法第53条及び第55条の規定は、施行日以後に行われる新法第21条の25第１項の規定による行政措置に要する費用について

適用し 、施行日前に行われた旧法第21条の25第１項の規定による行政措置に要する費用についての都道府県及び国庫の補助は、

なお従前の例による 。   

第30条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた附則第26条の規定による改正前の児童福祉法 （ 以下この条から

附則第33条までにおいて 「 旧法 」 という 。） 第21条の６第１項の規定による補装具の交付若し くは修理又は補装具の購入若し

くは修理に要する費用の支給については、なお従前の例による 。  

２  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第21条の25の規定による行政措置に要する費用についての市町

村の支弁並びに都道府県及び国庫の負担並びに当該費用についての本人又はその扶養義務者からの費用の徴収については、な

お従前の例による 。   

第31条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日に現に存する旧法第42条に規定する知的障害児施設、児童福祉法第43条に規

定する知的障害児通園施設、同法第43条の２に規定する盲ろうあ児施設、旧法第43条の３に規定する肢体不自由児施設及び児

童福祉法第43条の４に規定する重症心身障害児施設については、同日に、附則第26条の規定による改正後の児童福祉法 （ 次条

において 「 新法 」 という 。） 第24条の２第１項の指定を受けたものとみなす。   

第32条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から政令で定める日までの間は、新法第24条の２第２項中 「 の 100 分の90に

相当する額 」 とあるのは、 「 から当該費用の額の 100 分の10に相当する額と して厚生労働省令で定めるところにより算定した

額を控除して得た額 」 とする 。   

第33条  旧法第６条の２第１項に規定する障害児相談支援事業に従事する職員に係る旧法第34条の３の２の規定による個人の身

上に関する秘密を守らなければならない義務については、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後も 、なお従前の例に

よる 。  
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（ 身体障害者福祉法の一部改正 ）  

第34条  身体障害者福祉法の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 居宅生活支援費及び 」 及び 「 指定居宅支援事業者及び 」 を削り 、 「 居宅介護 」 を 「 障害福祉サービス 」 に、 「 第18

条の４ 」 を 「 第19条 」 に改め、 「 更生医療 、」 を削り 、 「 第19条 」 を 「 第20条 」 に改める 。  

第１条中 「 この法律は 」 の下に 「 、障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） と相まつて 」 を加える 。  

第４条の２の見出しを「（事業）」に改め、同条第１項から第８項までを削り 、同条第９項中 「 、身体障害者居宅生活支援事

業 」 を「（特別区を含む。以下同じ。）、障害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業 （ 同法附則第８条第２

項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。以下 「 障害福祉サービス事業 」 という 。）」に改め、同項を同

条第１項と し 、同条第10項から第12項までを ８項ずつ繰り上げる 。  

第９条第６項中 「 市町村長 」 の下に「（特別区の区長を含む。以下同じ 。）」 を加える 。  

第11条第２項中 「 第10条第１項第１号 」 を 「 前条第１項第１号 」 に改め、 「 第18条第３項 」 の下に 「 及び第４項 」 を加え、

「 第10条第１項第２号ロ 」 を 「 前条第１項第２号ロ 」 に、 「 業務を 」 を 「 業務並びに障害者自立支援法第22条第２項及び第３

項、第26条第１項並びに第74条に規定する業務を 」 に改める 。  

第14条の２第１項中 「 更生援護 」 の下に 「 、障害者自立支援法の規定による自立支援給付 」 を加える 。  

第17条の３第１項中 「 身体障害者居宅生活支援事業 」 を 「 障害福祉サービス事業 」 に、 「 利用の 」 を 「 利用についての 」 に

改め、同条第２項中 「 身体障害者居宅生活支援事業 」 を 「 障害福祉サービス事業 」 に改める 。  

「 第２節  居宅生活支援費及び施設訓練等支援費 」 を 「 第２節  施設訓練等支援費 」 に改める 。  

第17条の４から第17条の９までを次のように改める 。  

第17条の４から第17条の９まで  削除 

第17条の10第１項中 「 規定する施設支給決定身体障害者 」 の下に「（以下この条において 「 施設支給決定身体障害者 」 とい

う 。）」 を加え 、 「 同条第３項 」 を 「 次条第３項 」 に改め、 「 要した費用 （ 」 の下に 「 食事の提供に要する費用、居住又は滞在

に要する費用その他の 」 を加え、 「 特定日常生活費 」 を 「 特定費用 」 に改め、同条第２項第１号中 「 特定日常生活費 」 を 「 特

定費用 」 に改め、同項第２号を次のように改める 。  

二  前号の厚生労働大臣が定める基準により算定した額の 100 分の10に相当する額と して厚生労働省令で定めるところにより

算定した額 

第17条の10第３項中 「 前項第１号 」 を 「 第２項第１号 」 に改め、同項を同条第４項と し 、同条第２項の次に次の１項を加える 。  

３  施設支給決定身体障害者が同一の月に受けた指定施設支援に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額の合計額から 、前項の

規定により算定された当該同一の月における施設訓練等支援費の合計額を控除して得た額が、当該施設支給決定身体障害者

の家計に与える影響その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、同項の規定にかかわらず、当該同一の月に

おける施設訓練等支援費の額は、同項第１号に掲げる額から同項第２号に掲げる額を下回る額の範囲内において政令で定め

るところにより算定した額を控除して得た額とする 。  

第17条の11第８項中 「 特定日常生活費 」 を 「 特定費用 」 に改め、同条第10項中 「 前条第２項各号 」 を 「 前条第２項第１号 」  

に改め、同条第11項を次のように改める 。  

11  市町村は、前項の規定による支払に関する事務を国民健康保険法 （ 昭和33年法律第 192 号 ） 第45条第５項に規定する国民

健康保険団体連合会その他営利を目的と しない法人であつて厚生労働省令で定めるものに委託することができる 。  

第17条の13の次に次の３条を加える 。  

（ 施設訓練等支援費の額の特例 ）   

第17条の13の２  市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより 、身体障害者施設支援に要する費

用を負担することが困難であると認めた施設支給決定身体障害者が受ける施設訓練等支援費の額は、第17条の10第２項の規定

にかかわらず、同項第１号に掲げる額から同項第２号に掲げる額を下回る額の範囲内において市町村長が定めた額を控除して

得た額とする 。  

（ 高額施設訓練等支援費の支給 ）   

第17条の13の３  市町村は、施設支給決定身体障害者が受けた身体障害者施設支援、知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ）

第５条第２項に規定する知的障害者施設支援及び介護保険法 （ 平成９年法律第 123 号 ） 第24条第２項に規定する介護給付等対

象サービスのうち政令で定めるものに要した費用の合計額から当該費用につき支給された施設訓練等支援費、知的障害者福祉

法第15条の11第１項の施設訓練等支援費及び介護保険法第20条に規定する介護給付等のうち政令で定めるものの合計額を控除

して得た額が、著し く高額であるときは、当該施設支給決定身体障害者に対し 、高額施設訓練等支援費を支給する 。  

２  前項に定めるもののほか、高額施設訓練等支援費の支給要件、支給額その他高額施設訓練等支援費の支給に関し必要な事項

は、身体障害者施設支援に要する費用の負担の家計に与える影響を考慮して 、政令で定める 。  

（ 特定入所者食費等給付費の支給 ）   

第17条の13の４  市町村は、施設支給決定身体障害者 （ 指定身体障害者更生施設等に通う者その他の厚生労働省令で定める者を

除く 。） のうち所得の状況その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定めるもの （ 以下この項において 「 特定入所者 」 とい

う 。） が、施設支給決定期間内において 、指定身体障害者更生施設等に入所し 、当該指定身体障害者更生施設等から指定施設

支援を受けたときは、当該特定入所者に対し 、当該指定身体障害者更生施設等における食事の提供に要した費用及び居住に要

した費用について、政令で定めるところにより 、特定入所者食費等給付費を支給する 。  

２  第17条の11第７項から第11項までの規定は、特定入所者食費等給付費の支給について準用する 。 この場合において 、必要な

技術的読替えは、政令で定める 。  

第17条の15中 「 居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等支援費、高額施設訓練

等支援費又は特定入所者食費等給付費 」 に改め、 「 居宅支給決定身体障害者若し くは施設支給決定身体障害者又は身体障害者

居宅支援若し くは 」 を削る 。  



33                                      

第17条の16中 「 居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等支援費、高額施設訓練

等支援費又は特定入所者食費等給付費 」 に改める 。  

「 第２款  指定居宅支援事業者及び指定身体障害者更生施設等 」 を 「 第２款  指定身体障害者更生施設等 」 に改める 。  

第17条の17から第17条の23までを次のように改める 。  

第17条の17から第17条の23まで  削除 

第17条の28第１項中 「 施設訓練等支援費 」 の下に 「 、高額施設訓練等支援費又は特定入所者食費等給付費 」 を加え、同条第

２項を次のように改める 。  

２  前項の規定による質問又は検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し 、かつ、関係者の請

求があるときは、 これを提示しなければならない。  

第17条の28に次の１項を加える 。  

３  第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

第17条の30第１項第２号中 「 施設訓練等支援費 」 の下に 「 又は特定入所者食費等給付費 」 を加える 。  

第17条の32第５項中 「 厚生労働大臣が定める基準により 」 を 「 厚生労働省令で定めるところにより算定した額を基準と し

て 」 に改める 。  

「 第４節  居宅介護、施設入所等の措置 」 を 「 第４節  障害福祉サービス、施設入所等の措置 」 に改める 。  

第18条の見出し中 「 居宅介護 」 を 「 障害福祉サービス 」 に改め、同条第１項中 「 身体障害者居宅支援を必要とする者 」 を 「 障

害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス （ 同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービスとみなされ

たものを含む。以下 「 障害福祉サービス 」 という 。） を必要とする身体障害者 」 に、 「 第17条の４又は第17条の６の規定によ

り居宅生活支援費又は特例居宅生活支援費 」 を 「 同法に規定する介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等

給付費 」 に、 「 その者 」 を 「 その身体障害者 」 に、 「 身体障害者居宅支援を提供し 」 を 「 障害福祉サービスを提供し 」 に、

「 身体障害者居宅支援の 」 を 「 障害福祉サービスの 」 に改め、同条に次の１項を加える 。  

４  市町村は、身体障害者更生施設等への入所を必要とする者のうち 、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護その

他の世話 （ 以下この項において 「 介護等 」 という 。） を必要とするものと して厚生労働省令で定めるものにつき 、前項の規

定による措置に代えて、国立高度専門医療センター又は独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であつて厚生労働大

臣の指定するもの （ 第28条の２において 「 指定医療機関 」 という 。） にその者を入院させ、必要な介護等の提供を委託する

ことができる 。  

第18条の３中 「 第49条の２ 」 を 「 第50条 」 に改める 。  

「 第５節  更生医療、補装具等 」 を 「 第５節  補装具等 」 に改める 。  

第19条から第19条の８までを削る 。  

第18条の４中 「 第49条の２ 」 を 「 第50条 」 に改め、第２章第４節中同条を第19条とする 。  

第21条の２ただし書中 「 但し 」 を 「 ただし 」 に改め、 「 扶養義務者 」 の下に「（民法 （ 明治29年法律第89号 ） に定める扶養義 

務者をいう 。以下同じ 。）」 を加える 。  

第26条第１項中 「 、身体障害者居宅生活支援事業 」 を削り 、 「 身体障害者居宅生活支援事業等 」 を 「 身体障害者相談支援事

業等 」 に改め、同条第３項中 「 身体障害者居宅生活支援事業等 」 を 「 身体障害者相談支援事業等 」 に改める 。  

第28条の２中 「 身体障害者居宅生活支援事業 」 を 「 障害福祉サービス事業 」 に改め、 「 身体障害者更生援護施設 」 の下に

「 若し くは指定医療機関 」 を 、 「 第３項 」 の下に 「 若し くは第４項 」 を加える 。  

第35条第２号中 「 、第19条 」 を削り 、同条第２号の２中 「 第17条の４若し くは第17条の６又は第17条の10 」 を 「 第17条の10、

第17条の13の３又は第17条の13の４ 」 に改め、 「 居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費又は 」 を削り 、「（第43条の４及

び第45条において 「 居宅生活支援費等 」 という 。）」 を 「 、高額施設訓練等支援費又は特定入所者食費等給付費 （ 以下 「 施設訓

練等支援費等 」 という 。）」に改め、同条第３号を削り 、同条第２号の３を同条第３号とする 。  

第36条第３号中 「 、第19条の５ 、第19条の６ 」 を削る 。  

第37条の見出し中 「 及び補助 」 を削り 、同条第１項第１号中 「 第18条第３項、第19条及び 」 を 「 第18条第１項、第３項及び

第４項並びに 」 に改め、 「 第17条の10の規定により市町村が行う施設訓練等支援費の支給に要する費用に限り 、」 を削り 、  

同項第２号中 「 第18条第３項、第19条及び 」 を 「 第18条第１項、第３項及び第４項並びに 」 に改め、 「 第17条の10の規定によ

り 」 及び 「 について市町村が行う施設訓練等支援費の支給 」 を削り 、同条第２項を削る 。  

第37条の２の見出し中 「 及び補助 」 を削り 、同条第１項第３号中 「 第18条第１項及び第２項 」 を 「 第18条第２項 」 に改め、 

「（第17条の10の規定により市町村が行う施設訓練等支援費の支給に要する費用に限る 。）」及び 「 第19条の５及び 」 を削り 、  

同条第２項を削る 。  

第38条第１項中 「 更生医療の給付が行われ、又は 」 を削り 、 「 若し くは 」 を 「 又は 」 に改め、 「 指定医療機関又は 」 を削り 、  

同条第２項中 「 指定医療機関又は 」 を削り 、同条第４項中 「 身体障害者居宅支援 」 を 「 障害福祉サービス 」 に、 「 場合又は 」  

「 場合、同条第４項の規定に基づき同項に規定する介護等の提供の委託が行われた場合又は 」 に改める 。  

第39条第１項及び第40条中 「 身体障害者居宅生活支援事業等 」 を 「 身体障害者相談支援事業等 」 に改める 。  

第43条の３第１項中 「 第19条の６第１項 、」 を削る 。  

第43条の４第１項中 「 居宅生活支援費等 」 を 「 施設訓練等支援費等 」 に改め、同条第２項中 「 指定居宅支援事業者及び 」 及び

「（以下この項において 「 指定居宅支援事業者等 」 という 。）」 を削り 、 「 居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等

支援費又は特定入所者食費等給付費 」 に、 「 当該指定居宅支援事業者等 」 を 「 当該指定身体障害者更生施設等 」 に改める 。  

第43条の５を第43条の７ と し 、第43条の４の次に次の２条を加える 。  

（ 報告等 ）   
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第43条の５  市町村は、施設訓練等支援費等の支給に関して必要があると認めるときは、身体障害者、身体障害者の配偶者若

し くは身体障害者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらの者であつた者に対し 、報告若し くは文書そ

の他の物件の提出若し くは提示を命じ 、又は当該職員に質問させることができる 。  

２  第17条の28第２項の規定は前項の規定による質問について 、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用する 。 

（ 資料の提供等 ）   

第43条の６  市町村は、施設訓練等支援費等の支給に関して必要があると認めるときは、身体障害者、身体障害者の配偶者又

は身体障害者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者の資産又は収入の状況につき 、官公署に対し必要な文書の閲

覧若し くは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若し くは身体障害者の雇用主その他の関係人に報告を求め

ることができる 。  

第45条第１項中 「 居宅生活支援費等 」 を 「 施設訓練等支援費等 」 に改める 。  

第48条の２中 「 第17条の７第２項後段若し くは第17条の８第２項の規定による居宅受給者証の提出若し くは返還又は第17条

の12第２項後段若し くは 」 を 「 第17条の12第２項後段又は 」 に、 「 若し くは返還を 」 を 「 又は返還を 」 に改める 。  

第50条中 「 第18条 （ 」 の下に 「 第１項及び 」 を加える 。  

第51条第１項、第２項及び第５項中 「 第37条の２第１項 」 を 「 第37条の２ 」 に改める 。  

第35条  身体障害者福祉法の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 第17条の３ 」 を 「 第17条の２ 」 に、 「 第２節  施設訓練等支援費  第１款  支援費等の支給 （ 第17条の４－第17

条の16 ）   第２款  指定身体障害者更生施設等 （ 第17条の17－第17条の31 ）  第３節  国立施設への入所 （ 第17条の32 ）  

 第４節  障害福祉サービス、施設入所等の措置 （ 第18条－第19条 ）  第５節  補装具等 （ 第20条－第21条の３ ）  

 第６節  社会参加の促進等 （ 第21条の４－第25条の２）」を 「 第２節  障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置

（ 第18条－第19条 ）  第３節  盲導犬等の貸与 （ 第20条 ）  第４節  社会参加の促進等 （ 第21条－第25条の２）」に、 「 第48条

の２ 」 を 「 第48条 」 に、 「 －第56条 」 を 「 ・ 第50条 」 に改める 。  

第４条の２中第１項を削り 、第２項を第１項と し 、第３項を第２項と し 、第４項を第３項とする 。  

第５条の見出しを「（施設）」に改め、同条第１項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、 

「 、身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者福祉ホーム、身体障害者授産施設 」 を削り 、同条中第２項から第

５項までを削り 、第６項を第２項とする 。  

第９条第１項及び第２項を次のように改める 。  

  この法律に定める身体障害者又はその介護を行う者に対する援護は、その身体障害者の居住地の市町村 （ 特別区を含む。以

下同じ 。） が行う ものとする 。ただし 、身体障害者が居住地を有しないか、又は明らかでない者であるときは、その身体障害

者の現在地の市町村が行う ものとする 。  

２  前項の規定にかかわらず、第18条第２項の規定により入所措置が採られて又は障害者自立支援法第29条第１項若し くは第30

条第１項の規定により同法第19条第１項に規定する介護給付費等 （ 第18条において 「 介護給付費等 」 という 。） の支給を受け

て同法第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設又は同条第12項に規定する障害者支援施設 （ 以下 「 障害者支

援施設 」 という 。） に入所している身体障害者及び生活保護法 （ 昭和25年法律第 144 号 ） 第30条第１項ただし書の規定により

入所している身体障害者 （ 以下この項において 「 特定施設入所身体障害者 」 という 。） については、その者が障害者自立支援

法第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設、障害者支援施設又は生活保護法第30条第１項ただし書に規定す

る施設 （ 以下この項及び次項において 「 特定施設 」 という 。） への入所前に有した居住地 （ 継続して二以上の特定施設に入所

している特定施設入所身体障害者 （ 以下この項において 「 継続入所身体障害者 」 という 。） については、最初に入所した特定

施設への入所前に有した居住地 ） の市町村が、 この法律に定める援護を行う ものとする 。ただし 、特定施設への入所前に居住

地を有しないか、又は明らかでなかつた特定施設入所身体障害者については、入所前におけるその者の所在地 （ 継続入所身体

障害者については、最初に入所した特定施設への入所前に有した所在地 ） の市町村が、 この法律に定める援護を行う ものとす

る 。  

第９条第７項を同条第８項と し 、同条第６項中 「 第３項第３号 」 を 「 第４項第３号 」 に改め、同項を同条第７項と し 、同条

第５項中 「 第３項第３号 」 を 「 第４項第３号 」 に改め、同項を同条第６項と し 、同条第４項中 「 身体障害者相談支援事業 」 を

「 障害者自立支援法第５条第17項に規定する相談支援事業 」 に改め、同項を同条第５項と し 、同条第３項を同条第４項と し 、  

同条第２項の次に次の１項を加える 。  

３  前項の規定の適用を受ける身体障害者が入所している特定施設の設置者は、当該特定施設の所在する市町村及び当該身体

障害者に対しこの法律に定める援護を行う市町村に必要な協力をしなければならない。  

第９条の２第１項中 「 前条第３項各号 」 を 「 前条第４項各号 」 に、 「 同条第５項及び第６項 」 を 「 同条第６項及び第７項 」 に

改める 。  

第10条第１項第２号ニ中 「 補装具 」 を 「 障害者自立支援法第５条第19項に規定する補装具 」 に改める 。  

第11条第２項中 「 第17条の３第１項の規定によるあつせん、調整若し くは要請又は第18条第３項及び第４項 」 を 「 第18条第

２項 」 に、 「 並びに第74条 」 を 「 、第74条並びに第76条第３項 」 に改める 。  

第11条の２第４項第２号中 「 第９条第３項第３号 」 を 「 第９条第４項第３号 」 に改める 。  

第14条の２第１項中 「 による自立支援給付 」 の下に 「 及び地域生活支援事業 」 を加える 。  

第17条の３を削る 。  

第２章第２節及び第３節を削る 。  

「 第４節  障害福祉サービス、施設入所等の措置 」 を 「 第４節  障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置 」

に改める 。  

第18条の見出し中 「 施設入所等 」 を 「 障害者支援施設等への入所等 」 に改め、同条第１項中 「 同法附則第８条第２項の規定

により障害福祉サービスとみなされたものを含む 」 を 「 同条第５項に規定する療養介護及び同条第11項に規定する施設入所支
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援 （ 以下この条において 「 療養介護等 」 という 。） を除 く 」 に、 「 同法に規定する介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付

費又は特例訓練等給付費 」 を 「 介護給付費等 （ 療養介護等に係るものを除く 。）」に改め、同条第２項を削り 、同条第３項中 

「 身体障害者更生施設等への入所を必要とする者 」 を 「 障害者支援施設又は障害者自立支援法第５条第５項の厚生労働省令で定

める施設 （ 以下 「 障害者支援施設等 」 という 。） への入所を必要とする身体障害者 」 に、 「 第17条の10の規定により施設訓練

等支援費の支給を受けること又は第17条の32の規定により国立施設に入所する 」 を 「 介護給付費等 （ 療養介護等に係るものに

限る 。） の支給を受ける 」 に、 「 その者 」 を 「 その身体障害者 」 に、 「 身体障害者更生施設等に入所させ 」 を 「 障害者支援施

設等に入所させ 」 に、 「 身体障害者更生施設等にその者の入所 」 を 「 障害者支援施設等若し くは国立高度専門医療センター若

し くは独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であつて厚生労働大臣の指定するもの （ 以下 「 指定医療機関 」 とい

う 。） にその身体障害者の入所若し くは入院 」 に改め、同項を同条第２項と し 、同条第４項を削る 。  

第18条の２を次のように改める 。  

（ 措置の受託義務 ）   

第18条の２  障害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業を行う者又は障害者支援施設等若し くは指定医

療機関の設置者は、前条の規定による委託を受けたときは、正当な理由がない限り 、 これを拒んではならない。  

第２章第４節を同章第２節とする 。  

「 第５節  補装具等 」 を 「 第５節  盲導犬等の貸与 」 に改める 。  

第20条から第21条の２までを削る 。  

第21条の３の見出しを削り 、同条を第20条とする 。  

第２章第５節を同章第３節とする 。  

第２章第６節中第21条の４を第21条とする 。  

第２章第６節を同章第４節とする 。  

第26条第１項中 「 、身体障害者相談支援事業 」 を削り 、 「 身体障害者相談支援事業等 」 を 「 身体障害者生活訓練等事業等 」

に改め、同条第３項中 「 身体障害者相談支援事業等 」 を 「 身体障害者生活訓練等事業等 」 に改める 。  

第28条の２及び第29条を削る 。  

第28条中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同条を第29条とする 。  

第27条第１項を削り 、同条第２項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同項を同条第

１項と し 、同条第３項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同項を同条第２項と し 、同

条第４項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同項を同条第３項と し 、同条第５項中

「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に、 「 の更生援護 」 を 「 の社会参加の支援 」 に改め、同項を

同条第４項と し 、同条第６項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同項を同条第５項と

し 、同条を第28条と し 、第26条の３を削り 、第26条の２を第27条とする 。  

第30条を次のように改める 。  

第30条  削除 

第30条の２及び第31条を削り 、第31条の２を第31条とする 。  

第35条第２号中 「 、第18条及び第20条 」 を 「 及び第18条 」 に、 「 国立施設に対し第18条第３項 」 を 「 国の設置する障害者支

援施設等に対し第18条第２項 」 に改め、同条第２号の２及び第３号を削り 、同条第４号中 「 第27条第３項及び第５項 」 を 「 第

28条第２項及び第４項 」 に、 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同号を同条第３号とす

る 。  

第36条第３号中 「 第21条の３ 」 を 「 第20条 」 に改め、同条第４号中 「 第27条第２項及び第５項 」 を 「 第28条第１項及び第４

項 」 に、 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改める 。  

第36条の２中 「 第17条の32又は第18条第３項 」 を 「 第18条第２項 」 に、 「 国立施設 」 を 「 国の設置する障害者支援施設等 」

に改める 。  

第37条第１号中 「 第18条第１項、第３項及び第４項並びに第20条 」 を 「 第18条 」 に改め、 「 及び第35条第２号の２の費用

（ 次号に掲げる費用を除く 。） のうち 、福祉事務所を設置しない町村が支弁するもの 」 を削り 、同条第２号中「（以下この条に

おいて 「 居住地不明身体障害者 」 という 。）」 を削り 、 「 第18条第１項、第３項及び第４項並びに第20条 」 を 「 第18条 」 に改め、 

「 及び第35条第２号の２の費用 （ 居住地不明身体障害者に要する費用に限る 。）」 を削る 。  

第37条の２第１号中 「 第35条第４号 」 を 「 第35条第３号 」 に、 「 のうち 、その運営に要する費用 （ 身体障害者福祉ホーム、

身体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓練施設その他の政令で定める施設の運営に要する費用を除く 」 を「（視聴

覚障害者情報提供施設の運営に要する費用に限る 」 に改め、同条第２号中 「 及び第18条第２項 」 及び 「 、第35条第２号の２の

費用 」 を削り 、 「 第21条の３ 」 を 「 第20条 」 に改める 。  

第38条の見出しを「（費用の徴収）」に改め、同条第１項から第３項までを削り 、同条第４項中 「 、同条第２項の規定により日

常生活用具の給付若し くは貸与若し くはその委託が行われた場合、同条第３項の規定に基づき身体障害者更生施設等への入所

若し くは入所の委託 （ 国立施設 」 を 「 又は同条第２項の規定により障害者支援施設等への入所若し くは障害者支援施設等若し

くは指定医療機関への入所若し くは入院の委託 （ 国の設置する障害者支援施設等 」 に改め、 「 、同条第４項の規定に基づき同

項に規定する介護等の提供の委託が行われた場合又は補装具の交付若し くは修理が行われた場合 （ 業者に委託して行われた場

合を除く 。）」 を削り 、 「 扶養義務者 」 の下に「（民法 （ 明治29年法律第89号 ） に定める扶養義務者をいう 。以下同じ 。）」 を加え、  

同項を同条第１項と し 、同条第５項中 「 国立施設 」 を 「 国の設置する障害者支援施設等 」 に改め、同項を同条第２項とする 。  

第39条第１項中 「 身体障害者相談支援事業等 」 を 「 身体障害者生活訓練等事業等 」 に改め、同条第２項中 「 第27条第３項 」

を 「 第28条第２項 」 に、 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に改める 。  

第40条中 「 身体障害者相談支援事業等 」 を 「 身体障害者生活訓練等事業等 」 に改める 。  
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第41条第１項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支援施設 」 に、 「 第28条第１項 」 を 「 第29条第１項 」

に改める 。  

第43条の３から第43条の６まで及び第44条を削り 、第43条の７を第44条と し 、第45条を削り 、第45条の２を第45条と し 、第

48条の２を削る 。  

第50条中 「 、第17条の３ 、第17条の10から第17条の15まで 、第17条の32 」 及び「（第１項及び第３項に限る。）、第18条の２ 」

を削る 。  

第51条を削る 。  

（ 身体障害者福祉法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第36条  施行日前に行われた附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法 （ 以下この条から附則第38条までにおいて 「 旧

法 」 という 。） 第17条の４第１項に規定する指定居宅支援に係る同項の規定による居宅生活支援費の支給については、なお従

前の例による 。  

２  施行日前に行われた旧法第17条の６第１項に規定する基準該当居宅支援に係る同項の規定による特例居宅生活支援費の支給

については、なお従前の例による 。  

３  施行日前に行われた旧法第17条の10第１項に規定する指定施設支援に係る同項の規定による施設訓練等支援費の支給につい

ては、なお従前の例による 。  

４  施行日前に行われた旧法第17条の32第４項の規定による同条第１項に規定する国立施設への入所後に要する費用についての

国の支弁及び当該入所に係る利用料の支払については、なお従前の例による 。  

５  施行日前に行われた旧法第18条第１項の規定による行政措置に要する費用についての市町村の支弁及び身体障害者又はその

扶養義務者からの費用の徴収については、なお従前の例による 。  

第37条  施行日において現に旧法第18条第１項の規定による行政措置を受けて旧法第４条の２第１項に規定する身体障害者居宅

支援が提供されている身体障害者は、政令で定めるところにより 、施行日に、附則第34条の規定による改正後の身体障害者福

祉法 （ 以下この条において 「 新法 」 という 。） 第18条第１項の規定による行政措置を受けて障害福祉サービスが提供されてい

る身体障害者とみなす。  

２  新法第37条及び第37条の２の規定は、施行日以後に行われる新法第18条第１項の規定による行政措置に要する費用について

適用し 、施行日前に行われた旧法第18条第１項の規定による行政措置に要する費用についての都道府県及び国の補助は、なお

従前の例による 。  

第38条  施行日前に行われた旧法第19条第１項の規定による更生医療の給付又は更生医療に要する費用の支給については、なお

従前の例による 。  

第39条  附則第35条の規定による改正後の身体障害者福祉法 （ 附則第41条において 「 新法 」 という 。） 第９条第２項の規定は、

同項に規定する特定施設 （ 以下この条において 「 特定施設 」 という 。） に入所することにより 、附則第１条第２号に掲げる規

定の施行の日以後に当該特定施設の所在する場所に居住地を変更したと認められる同項に規定する特定施設入所身体障害者で

あって 、当該特定施設に入所した際、当該特定施設が所在する市町村以外の市町村の区域内に居住地を有していたと認められ

るものについて 、適用する 。  

第40条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法 （ 以下この

条から附則第43条までにおいて 「 旧法 」 という 。） 第17条の10第１項に規定する指定施設支援に係る同項、旧法第17条の13の

３第１項及び第17条の13の４第１項の規定による施設訓練等支援費、高額施設訓練等支援費及び特定入所者食費等給付費の支

給については、なお従前の例による 。  

２  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第17条の14 （ 旧法第18条の２第１項において準用する場合を含

む 。） 及び第17条の32第６項の規定による更生訓練費又は物品の支給については、なお従前の例による 。  

３  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第17条の32第４項の規定による同条第１項に規定する国立施設

への入所後に要する費用についての国の支弁及び当該入所に係る利用料の支払については、なお従前の例による 。  

４  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第18条の規定による行政措置に要する費用についての市町村及

び国の支弁並びに都道府県及び国の負担並びに当該費用についての身体障害者又はその扶養義務者からの費用の徴収について

は、なお従前の例による 。  

５  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第20条第１項の規定による補装具の交付若し くは修理又は補装

具の購入若し くは修理に要する費用の支給については、なお従前の例による 。  

第41条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に存する旧法第５条第１項に規定する身体障害者更生援護施設

（ 旧法第29条に規定する身体障害者更生施設、旧法第30条に規定する身体障害者療護施設及び旧法第31条に規定する身体障害

者授産施設に限る 。以下この項及び次項において 「 身体障害者更生援護施設 」 という 。） の設置者は、附則第１条第３号に掲

げる規定の施行の日の前日までの間は、当該身体障害者更生援護施設につき 、なお従前の例により運営をすることができる 。  

２  前項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された身体障害者更生援護施設については、当該身体

障害者更生援護施設を障害者支援施設とみなして 、新法の規定を適用する 。  

３  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の際現に旧法第18条第３項又は第４項の規定による行政措置を受けて旧法第17条の24

第１項に規定する身体障害者更生施設等又は旧法第18条第４項に規定する指定医療機関に入所又は入院をしている身体障害者

は、同号に掲げる規定の施行の日に、新法第18条第２項の規定による行政措置を受けて障害者支援施設又は同項に規定する指

定医療機関に入所又は入院をしている身体障害者とみなす。  

第42条  旧法第４条の２第１項に規定する身体障害者相談支援事業に従事する職員に係る旧法第26条の３の規定による個人の身

上に関する秘密を守らなければならない義務については、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後も 、なお従前の例に

よる 。  
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第43条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第51条第１項の規定による国の貸付けについては、同条第

２項から第５項までの規定は、同日以後も 、なおその効力を有する 。 この場合において 、同条第２項中 「 前項 」 とあるのは

「 障害者自立支援法附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法 （ 以下 「 旧法 」 という 。） 第51条第１項 」 と 、同条第

３項から第５項までの規定中 「 第１項 」 とあるのは 「 旧法第51条第１項 」 とする 。  

（ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正 ）  

第44条  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を次のように改正する 。  

第５条中 「 精神分裂病 」 を 「 統合失調症 」 に改める 。   

第45条  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 第３節  指定医の診察及び措置入院 （ 第23条－第31条 ）  第４節  通院医療 （ 第32条－第32条の４）」を第３節  指

定医の診察及び措置入院 （ 第23条－第32条）」に、 「 第５節 」 を 「 第４節 」 に、 「 第６節 」 を 「 第５節 」 に、 「 第７節 」 を 「 第

６節 」 に改める 。  

第１条中 「 保護を行い 、」 の下に 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） と相まつて 」 を加える 。  

第２条中 「 地方公共団体は 」 の下に 「 、障害者自立支援法の規定による自立支援給付と相まつて 」 を加え、 「 並びに居宅生

活支援事業 」 を削る 。  

第４条第１項中 「 居宅生活支援事業若し くは 」 を削り 、同条第２項中 「 居宅生活支援事業又は 」 を削る 。  

第６条第２項第４号中 「 第32条第３項及び 」 を削り 、 「 決定 」 の下に 「 及び障害者自立支援法第52条第１項に規定する支給

認定 （ 精神障害者に係るものに限る 。）」 を加え 、同項に次の２号を加える 。  

五  障害者自立支援法第22条第２項の規定により 、市町村が同条第１項に規定する支給要否決定を行うに当たり意見を述べ

ること 。  

六  障害者自立支援法第26条第１項の規定により 、市町村に対し技術的事項についての協力その他必要な援助を行う こと 。  

第９条第１項中 「 都道府県に 」 を 「 都道府県は、条例で 、」 に改め、 「 置 く 」 の下に 「 こ とができる 」 を加え 、同条に次の

１項を加える 。  

３  前２項に定めるもののほか、地方精神保健福祉審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める 。  

第10条及び第11条を次のように改める 。  

第10条及び第11条  削除 

第19条の６の３第１号中 「 又はこの法律 」 を 「 若し くはこの法律に基づ く命令又は障害者自立支援法若し くは同法 」 に改め

る 。  

第19条の９第２項中 「 地方精神保健福祉審議会 」 の下に「（地方精神保健福祉審議会が置かれていない都道府県にあつては、

医療法 （ 昭和23年法律第 205 号 ） 第71条の２第１項に規定する都道府県医療審議会）」を加える 。  

第22条の２中 「 の長 」 の下に 「 若し くは障害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービスに係る事業 （ 同法附則

第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。以下 「 障害福祉サービス事業 」 という 。） を行う

者 」 を加える 。  

「 第４節  通院医療 」 を削る 。  

第32条を次のように改める 。  

第32条  削除 

第32条の２から第32条の４までを削る 。  

第５章中第５節を第４節と し 、第６節を第５節と し 、第７節を第６節とする 。  

第47条第４項中 「 除 く 」 の下に 「 。次項において同じ 」 を加え、 「 精神保健及び 」 を削り 、 「 指導するように努めなければ

ならない 」 を 「 指導しなければならない 」 に改め、同条に次の１項を加える 。  

５  市町村は、前項に定めるもののほか、必要に応じて 、精神保健に関し 、精神障害者及びその家族等からの相談に応じ 、及

びこれらの者を指導するように努めなければならない。  

第48条第１項中 「 都道府県等 」 を 「 都道府県及び市町村 」 に改め、 「 保健所 」 の下に 「 その他これらに準ずる施設 」 を加え、  

同条第２項中 「 都道府県知事等 」 を 「 都道府県知事又は市町村長 」 に改める 。  

第49条第１項中 「 又は精神障害者居宅生活支援事業 」 を 「 又は障害福祉サービス事業 」 に、 「 この条において 「 精神障害者

居宅生活支援事業等 」 を「「障害福祉サービス事業等 」 に改め、同条第２項中 「 精神障害者居宅生活支援事業等 」 を 「 障害福祉

サービス事業等 」 に、 「 利用の 」 を 「 利用についての 」 に改め、同条第４項中 「 精神障害者居宅生活支援事業等 」 を 「 障害福

祉サービス事業等 」 に改める 。  

第50条の２の５第２項を削る 。  

第50条の３から第50条の３の４までを削り 、第50条の４を第50条の３ とする 。  

第51条中第１項及び第２項を削り 、第３項を第１項と し 、同条第４項第３号中 「 前２項 」 を 「 前項 」 に改め、同項を同条第

２項とする 。  

第51条の４中 「 精神障害者居宅生活支援事業又は精神障害者社会適応訓練事業 」 を 「 障害福祉サービス事業等 」 に改める 。 

第51条の14第１項中 「 、第５章第４節 」 を削る 。  

第53条第１項中 「 若し くは臨時委員 」 を削り 、 「 50万円 」 を 「 100 万円 」 に改める 。  

第53条の２中 「 50万円 」 を 「 100 万円 」 に改める 。  

第54条中 「 30万円 」 を 「 50万円 」 に改め、同条第３号中 「 第50条の２の５第１項 」 を 「 第50条の２の５ 」 に改め、同条第４

号を削り 、同条第５号中 「 第50条の２の５第１項 」 を 「 第50条の２の５ 」 に改め、同号を同条第４号とする 。  

第56条中 「 、第３号若し くは第４号 」 を 「 若し くは第３号 」 に改める 。  

附則第５項中 「 第51条第３項 」 を 「 第51条第１項 」 に、 「 第51条第４項 」 を 「 第51条第２項 」 に改める 。  
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別表中 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び精神保健福

祉行政概論 

この法律及び精神保健福祉行政に関し学識経験を有する者で

あること 。  

」 を 「  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び障害者自立

支援法並びに精神保健福祉行政概論 

この法律及び障害者自立支援法並びに精神保健福祉行政に関

し学識経験を有する者であること 。  

」 に改める 。  

第46条  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 第２節  相談指導等 （ 第46条－第49条 ）  第３節  施設及び事業 （ 第50条－第51条）」を 「 第２節  相談指導等 （ 第

46条－第51条）」に改め、 「 第51条の16 」 を 「 第51条の15 」 に改める 。  

第２条中 「 による自立支援給付 」 の下に 「 及び地域生活支援事業 」 を加え、 「 、社会復帰施設その他の福祉施設 」 を削る 。  

第４条第１項中 「 若し くは社会復帰施設 」 を削り 、同条第２項中 「 又は社会復帰施設 」 を削る 。  

第12条中 「 第38条の３第２項 」 の下に「（同条第６項において準用する場合を含む。）」 を加える 。  

第14条を次のように改める 。  

（ 審査の案件の取扱い ）   

第14条  精神医療審査会は、その指名する委員５人をもつて構成する合議体で、審査の案件を取り扱う 。  

２  合議体を構成する委員は、次の各号に掲げる者と し 、その員数は、当該各号に定める員数以上とする 。  

一  精神障害者の医療に関し学識経験を有する者 ２  

二  法律に関し学識経験を有する者 １  

三  その他の学識経験を有する者 １  

第19条の４第２項第５号中 「 第38条の３第３項 」 の下に「（同条第６項において準用する場合を含む。）」 を加える 。  

第19条の５中 「 若し くは第２項 」 を 「 、第２項若し くは第４項 」 に改め、 「 第33条の４第１項 」 の下に 「 若し くは第２項 」

を加える 。  

第19条の６中 「 の申請 」 を削る 。  

第22条の２中 「 精神障害者社会復帰施設の長若し くは 」 及び 「 同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業と

みなされた事業を含む 。」 を削る 。  

第22条の４第２項中 「 この条において 」 を削り 、同条第４項中 「 前項 」 を 「 第３項又は第４項後段 」 に改め、同項を同条第

７項と し 、同条第３項の次に次の３項を加える 。  

４  前項に規定する場合において、精神病院 （ 厚生労働省令で定める基準に適合すると都道府県知事が認めるものに限る 。）

の管理者は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、指定医に代えて指定医以外の医師 （ 医師法 （ 昭和23年法律第 201

号 ） 第16条の４第１項の規定による登録を受けていることその他厚生労働省令で定める基準に該当する者に限る 。以下 「 特

定医師 」 という 。） に任意入院者の診察を行わせることができる 。 この場合において、診察の結果、当該任意入院者の医療

及び保護のため入院を継続する必要があると認めたときは、前２項の規定にかかわらず、12時間を限り 、その者を退院させ

ないことができる 。  

５  第19条の４の２の規定は、前項の規定により診察を行つた場合について準用する 。 この場合において 、同条中 「 指定医は、

前条第１項 」 とあるのは 「 第22条の４第４項に規定する特定医師は、同項 」 と 、 「 当該指定医 」 とあるのは 「 当該特定医

師 」 と読み替えるものとする 。  

６  精神病院の管理者は、第４項後段の規定による措置を採つたときは、遅滞な く 、厚生労働省令で定めるところにより 、当

該措置に関する記録を作成し 、 これを保存しなければならない。  

第33条第４項中 「 又は第２項 」 を 「 、第２項又は第４項後段 」 に改め、同項を同条第７項と し 、同条第３項の次に次の３

項を加える 。  

４  第１項又は第２項に規定する場合において 、精神病院 （ 厚生労働省令で定める基準に適合すると都道府県知事が認めるも

のに限る 。） の管理者は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、指定医に代えて特定医師に診察を行わせることがで

きる 。 この場合において 、診察の結果、精神障害者であり 、かつ、医療及び保護のため入院の必要がある者であつて当該精

神障害のために第22条の３の規定による入院が行われる状態にないと判定されたときは、第１項又は第２項の規定にかかわ

らず、本人の同意がな く ても 、12時間を限り 、その者を入院させることができる 。  

５  第19条の４の２の規定は、前項の規定により診察を行つた場合について準用する 。 この場合において 、同条中 「 指定医は、

前条第１項 」 とあるのは 「 第22条の４第４項に規定する特定医師は、第33条第４項 」 と 、 「 当該指定医 」 とあるのは 「 当該

特 定医師 」 と読み替えるものとする 。  

６  精神病院の管理者は、第４項後段の規定による措置を採つたときは、遅滞な く 、厚生労働省令で定めるところにより 、当

該措置に関する記録を作成し 、 これを保存しなければならない。  

第33条の３中 「 又は第２項 」 を 「 、第２項又は第４項後段 」 に改める 。  

第33条の４中第４項を第７項と し 、第３項を第６項と し 、同条第２項中 「 前項 」 を 「 第１項 」 に改め、 「 同項 」 の下に 「 又

は第２項後段 」 を加え、同項を同条第５項と し 、同条第１項の次に次の３項を加える 。  

２  前項に規定する場合において、同項に規定する精神病院の管理者は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、指定医

に代えて特定医師に同項の医療及び保護の依頼があつた者の診察を行わせることができる 。 この場合において 、診察の結果、

その者が、精神障害者であり 、かつ、直ちに入院させなければその者の医療及び保護を図る上で著し く支障がある者であつ

て当該精神障害のために第22条の３の規定による入院が行われる状態にないと判定されたときは、同項の規定にかかわらず、

本人の同意がな く ても 、12時間を限り 、その者を入院させることができる 。  
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３  第19条の４の２の規定は、前項の規定により診察を行つた場合について準用する 。 この場合において 、同条中 「 指定医は、

前条第１項 」 とあるのは 「 第22条の４第４項に規定する特定医師は、第33条の４第２項 」 と 、 「 当該指定医 」 とあるのは

「 当該特定医師 」 と読み替えるものとする 。  

４  第１項に規定する精神病院の管理者は、第２項後段の規定による措置を採つたときは、遅滞な く 、厚生労働省令で定める

ところにより 、当該措置に関する記録を作成し 、 これを保存しなければならない。  

第33条の５中 「 前条第３項 」 を 「 前条第６項 」 に改め、 「 前条第１項 」 の下に 「 又は第２項後段 」 を加える 。  

第38条の２の見出しを「（定期の報告等）」に改め、同条に次の１項を加える 。  

３  都道府県知事は、条例で定めるところにより 、精神病院の管理者 （ 第38条の７第１項、第２項又は第４項の規定による命

令を受けた者であつて 、当該命令を受けた日から起算して厚生労働省令で定める期間を経過しないものその他これに準ずる

者と して厚生労働省令で定めるものに限る 。） に対し 、当該精神病院に入院中の任意入院者 （ 厚生労働省令で定める基準に

該当する者に限る 。） の症状その他厚生労働省令で定める事項について報告を求めることができる 。  

第38条の３第１項中 「 前条 」 を 「 前条第１項若し くは第２項 」 に、 「 第33条第４項 」 を 「 第33条第７項 」 に改め、同条に次

の２項を加える 。  

５  都道府県知事は、第１項に定めるもののほか、前条第３項の規定による報告を受けたときは、当該報告に係る入院中の者

の症状その他厚生労働省令で定める事項を精神医療審査会に通知し 、当該入院中の者についてその入院の必要があるかどう

かに関し審査を求めることができる 。  

６  第２項及び第３項の規定は、前項の規定により都道府県知事が審査を求めた場合について準用する 。  

第38条の６第２項中 「 若し くは第２項 」 を 「 、第２項若し くは第４項 」 に改める 。  

第38条の７第２項中 「 若し くは第２項 」 を 「 、第２項若し くは第４項 」 に改め、 「 第33条の４第１項 」 の下に 「 若し くは第

２項 」 を加え、同条第３項中 「 前２項 」 を 「 第１項又は第２項 」 に、 「 及び第２項 」 を 「 、第２項及び第４項 」 に改め、 「 第

33条の４第１項 」 の下に 「 及び第２項 」 を加え、同項を同条第４項と し 、同条第２項の次に次の１項を加える 。  

３  都道府県知事は、前２項の規定による命令をした場合において、その命令を受けた精神病院の管理者がこれに従わなかつ

たときは、その旨を公表することができる 。  

第38条の７に次の１項を加える 。  

５  都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならない。  

第47条第３項中 「 。第50条の２第６項において同じ 」 を削る 。  

第49条の見出し中 「 施設及び 」 を削り 、同条第１項中 「 精神障害者社会復帰施設又は 」 を削り 、 「 若し くは 」 を 「 又は 」 に、  

「 精神障害者地域生活支援センター 」 を 「 障害者自立支援法第５条第17項に規定する相談支援事業を行う者 」 に改め、同条第

２項中 「 精神障害者社会復帰施設の利用又は 」 及び 「 精神障害者社会復帰施設の設置者又は 」 を削り 、同条第４項中 「 精神障

害者社会復帰施設の設置者又は 」 を削る 。  

「 第３節  施設及び事業 」 を削る 。  

第50条から第50条の２の５までを削り 、第50条の３を第50条とする 。  

第51条を次のように改める 。  

（ 国の補助 ）   

第51条  国は、予算の範囲内において、都道府県に対し 、都道府県が行う精神障害者社会適応訓練事業に要する費用の一部を

補助することができる 。  

第51条の４中 「 、精神障害者社会復帰施設の設置者 」 を削る 。  

第51条の13を削る 。  

第51条の14第１項中 「 第33条の４第１項及び第３項 」 を 「 第33条の４第１項及び第６項 」 に改め、同条を第51条の13と し 、

第51条の15を第51条の14と し 、第51条の16を第51条の15とする 。  

第52条第４号中 「 第38条の７第３項 」 を 「 第38条の７第４項 」 に改める 。  

第53条第１項中 「 精神医療審査会の委員 」 の下に 「 、第22条の４第４項、第33条第４項若し くは第33条の４第２項の規定に

より診察を行つた特定医師 」 を加える 。  

第54条第３号及び第４号を削る 。  

第55条第４号中 「 第38条の３第３項 」 の下に「（同条第６項において準用する場合を含む。以下この号において同じ 。）」 を加

え 、 「 、同項 」 を 「 、同条第３項 」 に改める 。  

第56条中 「 若し くは第３号 」 を削る 。  

第57条第１号中 「 第19条の４の２ 」 の下に「（第22条の４第５項、第33条第５項及び第33条の４第３項において準用する場合

を含む。）」 を加え 、同条第５号中 「 第22条の４第４項 」 を 「 第22条の４第７項 」 に改め、同条第６号中 

「 第33条第４項 」 を 「 第33条第７項 」 に改め、同条第７号中 「 第33条の４第２項 」 を 「 第33条の４第５項 」 に改める 。  

附則第３項から第13項までを削る 。  

（ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正に伴う経過措置 ）  

第47条  施行日前に行われた附則第45条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第32条第１項の規定に

よる医療に必要な費用の負担については、なお従前の例による 。  

第48条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に存する附則第46条の規定による改正前の精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律 （ 次条及び附則第50条において 「 旧法 」 という 。） 第50条の２第１項に規定する精神障害者社会復帰施設

（ 政令で定めるものを除く 。以下この条において 「 精神障害者社会復帰施設 」 という 。） の設置者は、附則第１条第３号に掲

げる規定の施行の日の前日までの間は、当該精神障害者社会復帰施設につき 、なお従前の例により運営をすることができる 。  
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第49条  旧法第50条の２第６項に規定する精神障害者地域生活支援センターの職員に係る旧法第50条の２の２の規定による個人

の身上に関する秘密を守らなければならない義務については、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後も 、なお従前の

例による 。  

第50条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法附則第３項から第７項までの規定による国の貸付けについ

ては、旧法附則第８項から第13項までの規定は、同日以後も 、なおその効力を有する 。 この場合において 、旧法附則第８項中

「 附則第３項から前項まで 」 とあるのは 「 障害者自立支援法附則第46条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律 （ 以下 「 旧法 」 という 。） 附則第３項から第７項まで 」 と 、旧法附則第９項中 「 附則第３項から第７項まで 」 とあ

るのは 「 旧法附則第３項から第７項まで 」 と 、旧法附則第10項中 「 附則第３項 」 とあるのは 「 旧法附則第３項 」 と 、旧法附則

第11項中 「 附則第４項 」 とあるのは 「 旧法附則第４項 」 と 、旧法附則第12項中 「 附則第５項から第７項まで 」 とあるのは 「 旧

法附則第５項から第７項まで 」 と 、旧法附則第13項中 「 附則第３項から第７項まで 」 とあるのは 「 旧法附則第３項から第７項

まで 」 とする 。  

（ 知的障害者福祉法の一部改正 ）  

第51条  知的障害者福祉法の一部を次のように改正する 。  

目次中 「 居宅生活支援費及び 」 及び 「 指定居宅支援事業者及び 」 を削り 、 「 居宅介護 」 を 「 障害福祉サービス 」 に改める 。 

第１条中 「 この法律は 」 の下に 「 、障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） と相まつて 」 を加える 。  

第４条第１項から第10項までを削り 、同条第11項中 「 、知的障害者居宅生活支援事業 」 を「（特別区を含む。以下同じ。）、障

害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業 （ 同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業と

みなされた事業を含む。以下 「 障害福祉サービス事業 」 という 。）」に改め、同項を同条とする 。  

第９条第１項及び第２項を次のように改める 。  

  この法律に定める知的障害者又はその介護を行う者に対する市町村による更生援護は、その知的障害者の居住地の市町村が

行う ものとする 。ただし 、知的障害者が居住地を有しないか、又は明らかでない者であるときは、その知的障害者の現在地の

市町村が行う ものとする 。  

２  前項の規定にかかわらず、第15条の32第１項の規定により措置が採られて又は障害者自立支援法第29条第１項若し くは第30

条第１項の規定により同法に規定する訓練等給付費若し くは特例訓練等給付費の支給を受けて同法第５条第16項に規定する共

同生活援助を行う住居 （ 以下この項において 「 共同生活住居 」 という 。） に入居している知的障害者及び生活保護法 （ 昭和25

年法律第 144 号 ） 第30条第１項ただし書の規定により入所している知的障害者 （ 以下この項において 「 特定施設入所知的障害

者 」 という 。） については、その者が共同生活住居又は同条第１項ただし書に規定する施設 （ 以下 「 特定施設 」 という 。） へ

の入居又は入所の前に有した居住地 （ 継続して二以上の特定施設に入居又は入所をしている特定施設入所知的障害者 （ 以下こ

の項において 「 継続入所知的障害者 」 という 。） については、最初に入居又は入所をした特定施設への入居又は入所の前に有

した居住地 ） の市町村が、 この法律に定める更生援護を行う ものとする 。ただし 、特定施設への入居又は入所の前に居住地を

有しないか、又は明らかでなかつた特定施設入所知的障害者については、入居又は入所の前におけるその者の所在地 （ 継続入

所知的障害者については、最初に入居又は入所をした特定施設への入居又は入所の前に有した所在地 ） の市町村が、 この法律

に定める更生援護を行う ものとする 。  

第９条第５項中 「 市町村長 」 の下に「（特別区の区長を含む。以下同じ 。）」 を加える 。  

第12条第２項中 「 ハに掲げる業務 」 の下に 「 並びに障害者自立支援法第22条第２項及び第３項並びに第26条第１項に規定す

る業務 」 を加える 。  

第15条の３第１項中 「 更生援護 」 の下に 「 、障害者自立支援法の規定による自立支援給付 」 を加える 。  

第15条の４第１項中 「 知的障害者居宅生活支援事業 」 を 「 障害福祉サービス事業 」 に、 「 利用の 」 を 「 利用についての 」 に

改め、同条第２項中 「 知的障害者居宅生活支援事業 」 を 「 障害福祉サービス事業 」 に改める 。  

「 第２節  居宅生活支援費及び施設訓練等支援費 」 を 「 第２節  施設訓練等支援費 」 に改める 。  

第15条の５から第15条の10までを次のように改める 。  

第15条の５から第15条の10まで  削除 

第15条の11第１項中 「 規定する施設支給決定知的障害者 」 の下に「（以下この条において 「 施設支給決定知的障害者 」 とい

う 。）」 を加え 、 「 同条第３項 」 を 「 次条第３項 」 に、 「 期間内 」 を 「 期間 （ 第15条の14の４第１項において 「 施設支給決定期

間 」 という 。） 内 」 に、 「 知的障害者通勤寮支援に要する費用における 」 を 「 食事の提供に要する費用、居住又は滞在に要す

る費用その他の 」 に、 「 通勤寮支援日常生活費 」 を 「 特定費用 」 に改め、同条第２項第１号中 「 通勤寮支援日常生活費 」 を

「 特定費用 」 に改め、同項第２号を次のように改める 。  

二  前号の厚生労働大臣が定める基準により算定した額の 100 分の10に相当する額と して厚生労働省令で定めるところによ

り算定した額 

第15条の11第３項中 「 前項第１号 」 を 「 第２項第１号 」 に改め、同項を同条第４項と し 、同条第２項の次に次の１項を加え

る 。  

３  施設支給決定知的障害者が同一の月に受けた指定施設支援に要した費用 （ 特定費用を除く 。） の額の合計額から 、前項の

規定により算定された当該同一の月における施設訓練等支援費の合計額を控除して得た額が、当該施設支給決定知的障害者

の家計に与える影響その他の事情をしん酌して政令で定める額を超えるときは、同項の規定にかかわらず、当該同一の月に

おける施設訓練等支援費の額は、同項第１号に掲げる額から同項第２号に掲げる額を下回る額の範囲内において政令で定め

るところにより算定した額を控除して得た額とする 。  

第15条の12第８項中 「 通勤寮支援日常生活費 」 を 「 特定費用 」 に改め、同条第10項中 「 前条第２項各号 」 を 「 前条第２項第

１号 」 に改め、同条第11項を次のように改める 。  

11  市町村は、前項の規定による支払に関する事務を国民健康保険法 （ 昭和33年法律第 192 号 ） 第45条第５項に規定する国民

健康保険団体連合会その他営利を目的と しない法人であつて厚生労働省令で定めるものに委託することができる 。  
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第15条の14の次に次の３条を加える 。  

（ 施設訓練等支援費の額の特例 ）   

第15条の14の２  市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより 、知的障害者施設支援に要する

費用を負担することが困難であると認めた施設支給決定知的障害者が受ける施設訓練等支援費の額は、第15条の11第２項の

規定にかかわらず、同項第１号に掲げる額から同項第２号に掲げる額を下回る額の範囲内において市町村長が定めた額を控

除して得た額とする 。  

（ 高額施設訓練等支援費の支給 ）   

第15条の14の３  市町村は、施設支給決定知的障害者が受けた知的障害者施設支援、身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283

号 ） 第５条第２項に規定する身体障害者施設支援及び介護保険法 （ 平成９年法律第 123 号 ） 第24条第２項に規定する介護給

付等対象サービスのうち政令で定めるものに要した費用の合計額から当該費用につき支給された施設訓練等支援費、身体障

害者福祉法第17条の10第１項の施設訓練等支援費及び介護保険法第20条に規定する介護給付等のうち政令で定めるものの合

計額を控除して得た額が、著し く高額であるときは、当該施設支給決定知的障害者に対し 、高額施設訓練等支援費を支給す

る 。  

２  前項に定めるもののほか、高額施設訓練等支援費の支給要件、支給額その他高額施設訓練等支援費の支給に関し必要な事

項は、知的障害者施設支援に要する費用の負担の家計に与える影響を考慮して 、政令で定める 。  

（ 特定入所者食費等給付費の支給 ）   

第15条の14の４  市町村は、施設支給決定知的障害者 （ 知的障害者通勤寮に入所する者その他の厚生労働省令で定める者を除

く 。） のうち所得の状況その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定めるもの （ 以下この項において 「 特定入所者 」 とい

う 。） が、施設支給決定期間内において 、指定知的障害者更生施設等に入所し 、当該指定知的障害者更生施設等から指定施

設支援を受けたときは、当該特定入所者に対し 、当該指定知的障害者更生施設等における食事の提供に要した費用及び居住

に要した費用について、政令で定めるところにより 、特定入所者食費等給付費を支給する 。  

２  第15条の12第７項から第11項までの規定は、特定入所者食費等給付費の支給について準用する 。 この場合において 、必要

な技術的読替えは、政令で定める 。  

第15条の15中 「 居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等支援費、高額施設訓練

等支援費又は特定入所者食費等給付費 」 に改め、 「 居宅支給決定知的障害者若し くは施設支給決定知的障害者又は知的障害者

居宅支援若し くは 」 を削る 。  

第15条の16中 「 居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等支援費、高額施設訓練

等支援費又は特定入所者食費等給付費 」 に改める 。  

「 第２款  指定居宅支援事業者及び指定知的障害者更生施設等 」 を 「 第２款  指定知的障害者更生施設等 」 に改める 。  

第15条の17から第15条の23までを次のように改める 。  

第15条の17から第15条の23まで  削除 

第15条の28第１項中 「 施設訓練等支援費 」 の下に 「 、高額施設訓練等支援費又は特定入所者食費等給付費 」 を加え、  

同条第２項を次のように改める 。  

２  前項の規定による質問又は検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し 、かつ、関係者の請

求があるときは、 これを提示しなければならない。  

第15条の28に次の１項を加える 。  

３  第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

第15条の30第１項第２号中 「 施設訓練等支援費 」 の下に 「 又は特定入所者食費等給付費 」 を加える 。  

「 第３節  居宅介護、施設入所等の措置 」 を 「 第３節  障害福祉サービス、施設入所等の措置 」 に改める 。  

第15条の32の見出しを「（障害福祉サービス等）」に改め、同条第１項中 「 知的障害者居宅支援を必要とする者 」 を 「 障害者自

立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス （ 同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービスとみなされたもの

を含む。以下 「 障害福祉サービス 」 という 。） を必要とする知的障害者 」 に、 「 第15条の５又は第15条の７の規定により居宅

生活支援費又は特例居宅生活支援費 」 を 「 同法に規定する介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付

費 」 に、 「 その者 」 を 「 その知的障害者 」 に、 「 知的障害者居宅支援を提供し 」 を 「 障害福祉サービスを提供し 」 に、  

「 知的障害者居宅支援の 」 を 「 障害福祉サービスの 」 に改める 。  

第18条の見出しを「（知的障害者相談支援事業の開始）」に改め、同条中 「 知的障害者居宅生活支援事業又は 」 及び「（以下 「 知

的障害者居宅生活支援事業等 」 という 。）」 を削る 。  

第20条第２項、第21条の２第１項及び第21条の３中 「 知的障害者居宅生活支援事業等 」 を 「 知的障害者相談支援事業 」 に改

める 。  

第21条の４中 「 知的障害者居宅生活支援事業 」 を 「 障害福祉サービス事業 」 に改める 。  

第21条の５中 「 知的障害者デイサービスを提供する 」 を 「 18歳以上の知的障害者又はその介護を行う者を通わせて、創作的

活動の機会の提供、社会生活への適応のために必要な訓練、介護方法の指導その他の便宜を供与する 」 に改める 。  

第22条第１号の２を削り 、同条第１号の３中 「 第15条の11 」 の下に 「 、第15条の14の３又は第15条の14の４ 」 を 、 「 施設訓

練等支援費 」 の下に 「 、高額施設訓練等支援費又は特定入所者食費等給付費 （ 以下 「 施設訓練等支援費等 」 という 。）」 を加え、  

同号を同条第１号の２ と し 、同条第１号の４を同条第１号の３ とする 。  

第25条の見出し中 「 及び補助 」 を削り 、同条第１項第１号及び第２号中 「 第22条第１号の３ 」 を 「 第22条第１号の２ 」 に、  

「 施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等支援費等 」 に改め、同項第３号を同項第５号と し 、同項第２号の次に次の２号を加える 。  

三  第22条第１号の３の費用 （ 第15条の32第２項の行政措置に要する費用及び次号に掲げる費用を除く 。） については、そ

の４分の１ 
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四  第22条第１号の３の費用 （ 居住地不明知的障害者についての第15条の32第１項の行政措置に要する費用に限る 。） につ

いては、その10分の５  

第25条第２項を削る 。  

第26条の見出し中 「 及び補助 」 を削り 、同条第１項第１号中 「 第22条第１号の３ 」 を 「 第22条第１号の２ 」 に改め、同項中 

第４号を第５号と し 、第３号を第４号と し 、第２号を第３号と し 、第１号の次に次の１号を加える 。  

二  第22条第１号の３の費用 （ 第15条の32第２項の行政措置に要する費用を除く 。）  

第26条第２項を削る 。  

第27条中 「 扶養義務者 」 の下に「（民法 （ 明治29年法律第89号 ） に定める扶養義務者をいう 。）」 を加える 。  

第27条の４第１項中 「 居宅生活支援費若し くは特例居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 （ 第28条において 「 居宅生活支援

費等 」 という 。）」 を 「 施設訓練等支援費等 」 に改め、同条第２項中 「 指定居宅支援事業者及び 」 及び「（以下この項において

「 指定居宅支援事業者等 」 という 。）」 を削り 、 「 居宅生活支援費又は施設訓練等支援費 」 を 「 施設訓練等支援費又は特定入所

者食費等給付費 」 に、 「 当該指定居宅支援事業者等 」 を 「 当該指定知的障害者更生施設等 」 に改める 。  

第27条の５を第27条の７ と し 、第27条の４の次に次の２条を加える 。  

（ 報告等 ）   

第27条の５  市町村は、施設訓練等支援費等の支給に関して必要があると認めるときは、知的障害者、知的障害者の配偶者若

し くは知的障害者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらの者であつた者に対し 、報告若し くは文書そ

の他の物件の提出若し くは提示を命じ 、又は当該職員に質問させることができる 。  

２  第15条の28第２項の規定は前項の規定による質問について 、同条第３項の規定は前項の規定による権限について準用する 。 

（ 資料の提供等 ）   

第27条の６  市町村は、施設訓練等支援費等の支給に関して必要があると認めるときは、知的障害者、知的障害者の配偶者又

は知的障害者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者の資産又は収入の状況につき 、官公署に対し必要な文書の閲

覧若し くは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若し くは知的障害者の雇用主その他の関係人に報告を求め

ることができる 。  

第28条中 「 居宅生活支援費等 」 を 「 施設訓練等支援費等 」 に改める 。  

第32条中 「 第15条の８第２項後段若し くは第15条の９第２項の規定による居宅受給者証の提出若し くは返還又は第15条の13

第２項後段若し くは 」 を 「 第15条の13第２項後段又は 」 に、 「 若し くは返還を 」 を 「 又は返還を 」 に改める 。  

附則第３項中 「 第15条の15まで 」 の下に 「 、第15条の32 （ 第１項に限る 。）」 を加える 。  

附則第４項、第５項及び第８項中 「 第26条第１項 」 を 「 第26条 」 に改める 。   

第52条  知的障害者福祉法の一部を次のように改正する 。  

目次を次のように改める 。  

目次 

第１章  総則 （ 第１条－第８条 ）  

第２章  実施機関及び更生援護 

 第１節  実施機関等 （ 第９条－第15条の３ ）  

  第２節  障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置 （ 第15条の４－第21条 ）  

第３章  費用 （ 第22条－第27条の２ ）  

第４章  雑則 （ 第28条－第32条 ）  

附則 

第４条の前の見出しを削り 、第２章の章名を削り 、同条から第８条までを次のように改める 。  

第４条から第８条まで  削除 

第９条第１項中 「 対する市町村 」 の下に「（特別区を含む。以下同じ 。）」 を加え 、同条第２項を次のように改める 。  

２  前項の規定にかかわらず、第16条第１項第２号の規定により入所措置が採られて又は障害者自立支援法第29条第１項若し

くは第30条第１項の規定により同法第19条第１項に規定する介護給付費等 （ 第15条の４及び第16条第１項第２号において

「 介護給付費等 」 という 。） の支給を受けて同法第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設、同条第12項に

規定する障害者支援施設 （ 以下 「 障害者支援施設 」 という 。） 又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法

（ 平成14年法律第 167 号 ） 第11条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設

（ 以下 「 のぞみの園 」 という 。） に入所している知的障害者及び生活保護法 （ 昭和25年法律第 144 号 ） 第30条第１項ただし

書の規定により入所している知的障害者 （ 以下この項において 「 特定施設入所知的障害者 」 という 。） については、その者

が障害者自立支援法第５条第１項若し くは第５項の厚生労働省令で定める施設、障害者支援施設、のぞみの園又は生活保護

法第30条第１項ただし書に規定する施設 （ 以下この項及び次項において 「 特定施設 」 という 。） への入所前に有した居住地

（ 継続して二以上の特定施設に入所している特定施設入所知的障害者 （ 以下この項において 「 継続入所知的障害者 」 とい

う 。） については、最初に入所した特定施設への入所前に有した居住地 ） の市町村が、 この法律に定める更生援護を行う も

のとする 。ただし 、特定施設への入所前に居住地を有しないか、又は明らかでなかつた特定施設入所知的障害者については、

入所前におけるその者の所在地 （ 継続入所知的障害者については、最初に入所した特定施設への入所前に有した所在地 ） の

市町村が、 この法律に定める更生援護を行う ものとする 。  

第９条第５項中 「 第３項第３号 」 を 「 第４項第３号 」 に改め、同項を同条第６項と し 、同条中第４項を第５項と し 、第３項

を第４項と し 、第２項の次に次の１項を加える 。  

３  前項の規定の適用を受ける知的障害者が入所している特定施設の設置者は、当該特定施設の所在する市町村及び当該知的

障害者に対しこの法律に定める更生援護を行う市町村に必要な協力をしなければならない。  
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第10条第１項中 「 前条第３項各号 」 を 「 前条第４項各号 」 に、 「 同条第４項及び第５項 」 を 「 同条第５項及び第６項 」 に改

める 。  

第11条第２項中 「 知的障害者相談支援事業 」 を 「 障害者自立支援法第５条第17項に規定する相談支援事業 」 に改める 。  

第13条第４項第２号中 「 第９条第３項第３号 」 を 「 第９条第４項第３号 」 に改める 。  

第15条の３第１項中 「 による自立支援給付 」 の下に 「 及び地域生活支援事業 」 を加える 。  

第15条の４を削る 。  

第３章第２節を削る 。  

「 第３節  障害福祉サービス、施設入所等の措置 」 を 「 第３節  障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置 」

に改める 。  

第15条の32の見出しを「（障害福祉サービス）」に改め、同条第１項中 「 同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービス

とみなされたものを含む 」 を 「 同条第５項に規定する療養介護及び同条第11項に規定する施設入所支援 （ 以下この条及び次条

第１項第２号において 「 療養介護等 」 という 。） を除く 」 に、 「 同法に規定する介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費

又は特例訓練等給付費 」 を 「 介護給付費等 （ 療養介護等に係るものを除く 。）」 に改め、同条第２項を削り 、第３章第３節中同

条を第15条の４ とする 。  

第16条の見出し中 「 施設入所等 」 を 「 障害者支援施設等への入所等 」 に改め、同条第１項第２号中 「 第15条の11の規定によ

り施設訓練等支援費 」 を 「 介護給付費等 （ 療養介護等に係るものに限る 。）」 に、 「 知的障害者更生施設等に入所させて 」 を

「 障害者支援施設若し くは障害者自立支援法第５条第５項の厚生労働省令で定める施設 （ 以下 「 障害者支援施設等 」 とい

う 。） に入所させて 」 に、 「 知的障害者更生施設等若し くは独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の設置する

施設 」 を 「 障害者支援施設等若し くはのぞみの園 」 に改める 。  

第17条中 「 第15条の32 」 を 「 第15条の４ 」 に改める 。  

第４章の章名を削る 。  

第18条及び第18条の２を削る 。  

第17条の２中 「 第15条の32 」 を 「 第15条の４ 」 に改め、同条を第18条とする 。  

第19条及び第20条を次のように改める 。  

第19条及び第20条  削除 

第21条から第21条の３までを削る 。  

第21条の４中 「 障害福祉サービス事業 」 を 「 障害者自立支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業 」 に、 「 知的

障害者援護施設 」 を 「 障害者支援施設等若し くはのぞみの園 」 に、 「 第15条の32第１項 」 を 「 第15条の４ 」 に改め、同条を第

21条とする 。  

第21条の５から第21条の９までを削る 。  

第３章第３節を同章第２節とする 。  

第３章を第２章とする 。  

第22条第３号を削り 、同条第２号を同条第３号と し 、同条第１号の３中 「 第15条の32 」 を 「 第15条の４ 」 に改め、同号を同

条第２号と し 、同条第１号の２を削る 。  

第23条第３号を削る 。  

第25条第３号及び第４号を削り 、同条第２号中 「 第22条第１号の２ 」 を 「 第22条第３号 」 に、 「 第９条第１項に規定する居

住地を有せず、又は居住地が明らかでない知的障害者 （ 以下この条において 「 居住地不明知的障害者 」 という 。）」 を 「 居住地

不明知的障害者 」 に改め、 「 の施設訓練等支援費等の支給 （ 知的障害者通勤寮支援に係るものを除く 。） に要する費用に限

る 。） 及び第22条第２号の費用 （ 」、 「 居住地不明知的障害者について 」 及び「（知的障害者通勤寮に係るものを除く 。）」 を削

り 、同号を同条第４号と し 、同条第１号中 「 第22条第１号の２の費用 （ 知的障害者通勤寮支援に係る施設訓練等支援費等の支

給に要する費用及び次号に掲げる費用を除く 。） 及び同条第２号 」 を 「 第22条第３号 」 に改め、「（知的障害者通勤寮に係るも

のを除く 。）」及び 「 のうち 、福祉事務所を設置しない町村が行う もの 」 を削り 、同号を同条第３号と し 、同号の前に次の２号

を加える 。  

一  第22条第２号の費用 （ 次号に掲げる費用を除く 。） については、その４分の１ 

二  第22条第２号の費用 （ 第９条第１項に規定する居住地を有しないか、又は居住地が明らかでない知的障害者 （ 第４号に

おいて 「 居住地不明知的障害者 」 という 。） についての行政措置に要する費用に限る 。） については、その10分の５  

第26条中 「 又は第23条 」 及び 「 又は都道府県 」 を削り 、同条第１号を削り 、同条第２号中 「 第22条第１号の３ 」 を 「 第22条

第２号 」 に改め、「（第15条の32第２項の行政措置に要する費用を除く 。）」 を削り 、同号を同条第１号と し 、同条第３号中 

「 第22条第２号 」 を 「 第22条第３号 」 に改め、「（知的障害者通勤寮に係るものを除く 。）」 を削り 、同号を同条第２号とする 。  

第27条中 「 第15条の32 」 を 「 第15条の４ 」 に改める 。  

第27条の２中 「 第２条第２項第４号 」 を 「 第２条第２項第３号 」 に改める 。  

第５章を第３章とする 。  

第27条の４から第28条までを削り 、第27条の３を第28条とする 。  

第30条中 「 地方自治法 」 の下に「（昭和22年法律第67号）」を加える 。  

第30条の２を削る 。  

第32条を削り 、第31条を第32条と し 、第30条の３を第31条とする 。  

第６章を第４章とする 。  

附則第３項中 「 、第15条の11から第15条の15まで 、第15条の32 （ 第１項に限る 。）」 を削る 。  

附則第４項から第８項までを削る 。  

（ 知的障害者福祉法の一部改正に伴う経過措置 ）  
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第53条  附則第51条の規定による改正後の知的障害者福祉法 （ 附則第55条において 「 新法 」 という 。） 第９条第２項の規定は、

同項に規定する特定施設 （ 以下この条において 「 特定施設 」 という 。） に入居又は入所をすることにより 、施行日以後に当該

特定施設の所在する場所に居住地を変更したと認められる同項に規定する特定施設入所知的障害者であって 、当該特定施設に

入居又は入所をした際、当該特定施設が所在する市町村以外の市町村の区域内に居住地を有していたと認められるものについ

て、適用する 。  

第54条  施行日前に行われた附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法 （ 以下この条及び次条において 「 旧法 」 とい

う 。） 第15条の５第１項に規定する指定居宅支援に係る同項の規定による居宅生活支援費の支給については、なお従前の例に

よる 。  

２  施行日前に行われた旧法第15条の７第１項に規定する基準該当居宅支援に係る同項の規定による特例居宅生活支援費の支給

については、なお従前の例による 。  

３  施行日前に行われた旧法第15条の11第１項に規定する指定施設支援に係る同項の規定による施設訓練等支援費の支給につい

ては、なお従前の例による 。  

４  施行日前に行われた旧法第15条の32第１項の規定による行政措置に要する費用についての市町村の支弁及び知的障害者又は

その扶養義務者からの費用の徴収については、なお従前の例による 。  

第55条  施行日において現に旧法第15条の32第１項の規定による行政措置を受けて旧法第４条第１項に規定する知的障害者居宅

支援が提供されている知的障害者は、政令で定めるところにより 、施行日に、新法第15条の32第１項の規定による行政措置を

受けて障害福祉サービスが提供されている知的障害者とみなす。  

２  新法第25条及び第26条の規定は、施行日以後に行われる新法第15条の32第１項の規定による行政措置に要する費用について

適用し 、施行日前に行われた旧法第15条の32第１項の規定による行政措置に要する費用についての都道府県及び国の補助は、

なお従前の例による 。  

第56条  当分の間、附則第52条の規定による改正後の知的障害者福祉法 （ 以下この条及び附則第58条において 「 新法 」 とい

う 。） 第９条第２項中 「 第16条第１項第２号の規定により入所措置 」 とあるのは 「 第15条の４若し くは第16条第１項第２号の

規定により入所若し くは入居の措置 」 と 、 「 又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法 」 とあるのは 「 若し

くは独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法 」 と 、 「 ） に入所して 」 とあるのは 「 ） に入所し 、又は障害者自

立支援法第５条第10項に規定する共同生活介護若し くは同条第16項に規定する共同生活援助を行う住居 （ 以下この項において

「 共同生活住居 」 という 。） に入居して 」 と 、 「 又は生活保護法 」 とあるのは 「 、共同生活住居又は生活保護法 」 と 、 「 入所

前 」 とあるのは 「 入所又は入居の前 」 と 、 「 特定施設に入所して 」 とあるのは 「 特定施設に入所又は入居をして 」 と 、 「 入所

した 」 とあるのは 「 入所又は入居をした 」 と 、同条第３項中 「 入所して 」 とあるのは 「 入所し 、又は入居して 」 とする 。  

２  前項の規定により読み替えられた新法第９条第２項の規定は、同項に規定する特定施設 （ 以下この項において 「 特定施設 」

という 。） に入所又は入居をすることにより 、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に当該特定施設の所在する場所

に居住地を変更したと認められる新法第９条第２項に規定する特定施設入所知的障害者であって 、当該特定施設に入所又は入

居をした際、当該特定施設が所在する市町村以外の市町村の区域内に居住地を有していたと認められるものについて、適用す

る 。  

第57条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法 （ 以下この

条から附則第60条までにおいて 「 旧法 」 という 。） 第15条の11第１項に規定する指定施設支援に係る同項、旧法第15条の14の

３第１項及び第15条の14の４第１項の規定による施設訓練等支援費、高額施設訓練等支援費及び特定入所者食費等給付費の支

給については、なお従前の例による 。  

２  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法第15条の32又は第16条第１項第２号の規定による行政措置に要

する費用についての市町村の支弁並びに都道府県及び国の負担並びに当該費用についての知的障害者又はその扶養義務者から

の費用の徴収については、なお従前の例による 。  

第58条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に存する旧法第５条第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 旧法

第21条の５に規定する知的障害者デイサービスセンター及び旧法第21条の９に規定する知的障害者福祉ホームを除く 。以下こ

の項及び次項において 「 知的障害者援護施設 」 という 。） の設置者は、附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日の前日まで

の間は、当該知的障害者援護施設につき 、なお従前の例により運営をすることができる 。  

２  前項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された知的障害者援護施設については、当該知的障害

者援護施設を障害者支援施設とみなして 、新法の規定を適用する 。ただし 、旧法第21条の８に規定する知的障害者通勤寮につ

いては、新法第９条第２項及び第３項の規定は適用しない。  

３  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の際現に旧法第16条第１項第２号の規定による行政措置を受けて旧法第15条の24第１

項に規定する知的障害者更生施設等又はのぞみの園に入所している知的障害者は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

に、新法第16条第１項第２号の規定による行政措置を受けて障害者支援施設又はのぞみの園に入所している知的障害者とみな

す。   

第59条  旧法第４条に規定する知的障害者相談支援事業に従事する職員に係る旧法第18条の２の規定による個人の身上に関する

秘密を守らなければならない義務については、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後も 、なお従前の例による 。  

第60条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に行われた旧法附則第４項の規定による国の貸付けについては、旧法附則

第５項から第８項までの規定は、同日以後も 、なおその効力を有する 。 この場合において 、旧法附則第５項中 「 前項 」 とある

のは 「 障害者自立支援法附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法 （ 以下 「 旧法 」 という 。） 附則第４項 」 と 、旧法

附則第６項から第８項までの規定中 「 附則第４項 」 とあるのは 「 旧法附則第４項 」 とする 。  

（ 社会福祉法の一部改正 ）  

第61条  社会福祉法の一部を次のように改正する 。  
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第２条第３項第２号中 「 児童居宅介護等事業、児童デイサービス事業、児童短期入所事業 、」 を削り 、同項第４号の次に次

の１号を加える 。  

四の二 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） に規定する障害福祉サービス事業 （ 同法附則第８条第２項の規定によ

り障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む 。）  

第２条第３項第５号中 「 身体障害者居宅介護等事業、身体障害者デイサービス事業、身体障害者短期入所事業 、」 を削り 、  

同項第６号中 「 知的障害者居宅介護等事業、知的障害者デイサービス事業、知的障害者短期入所事業、知的障害者地域生活援

助事業又は 」 を削り 、同項第７号中 「 及び同法に規定する精神障害者居宅生活支援事業 」 を削る 。  

第62条  社会福祉法の一部を次のように改正する 。  

第２条第２項第３号の次に次の１号を加える 。  

三の二  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） に規定する障害者支援施設を経営する事業 

第２条第２項第４号及び第５号を次のように改める 。  

四  障害者自立支援法附則第41条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定

する身体障害者更生援護施設を経営する事業 

五  障害者自立支援法附則第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定

する知的障害者援護施設を経営する事業 

第２条第３項第２号中 「 障害児相談支援事業 、」 を削り 、同項第４号の２中「（平成17年法律第 123 号）」を削り 、「（同法附則

第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。）」 を 「 、相談支援事業又は移動支援事業及び同法

に規定する地域活動支援センター又は福祉ホームを経営する事業 」 に改め、同項第５号中 「 に規定する身体障害者相談支援事

業 、」 を「（昭和24年法律第 283 号 ） に規定する 」 に改め、同項第６号中 「 に規定する知的障害者相談支援事業、同法に規定す

る知的障害者デイサービスセンターを経営する事業及び 」 を「（昭和35年法律第37号 ） に規定する 」 に改め、同項第７号中 「 精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律 （ 昭和25年法律第 123 号 ） に規定する 」 を 「 障害者自立支援法附則第48条の規定によ

りなお従前の例により運営をすることができること と された同条に規定する 」 に改める 。   

第63条  社会福祉法の一部を次のように改正する 。  

第２条第２項第４号を削り 、同項第３号の２を同項第４号と し 、同項第５号を次のように改める 。  

五  削除 

第２条第３項第７号を次のように改める 。  

七  削除 

（ 社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正 ）  

第64条  社会福祉施設職員等退職手当共済法 （ 昭和36年法律第 155 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第２条第２項第１号中 「 児童居宅生活支援事業のうち児童居宅介護等事業及び 」 を削り 、同項第２号を次のように改める 。 

二  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第79条第２項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業 （ 同法附

則第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む 。） のうち居宅介護、行動援護、外出介護又

は共同生活援助を行う事業 

第２条第２項第３号を削り 、同項第４号を同項第３号とする 。   

第65条  社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部を次のように改正する 。  

第２条第１項第３号の次に次の１号を加える 。  

三の二 社会福祉法 （ 昭和26年法律第45号 ） 第62条第１項の規定による届出がなされた障害者自立支援法 （ 平成17年法律第

123 号 ） に規定する障害者支援施設 

第２条第１項第４号中「（昭和26年法律第45号）」を削り 、 「 身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） に規定する身体障害

者更生援護施設のうち身体障害者更生施設、身体障害者療護施設及び身体障害者授産施設 」 を 「 障害者自立支援法附則第

41条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定する身体障害者更生援護施

設 」 に改め、同項第５号中 「 知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ） に規定する知的障害者援護施設のうち知的障害者

更生施設、知的障害者授産施設及び知的障害者通勤寮 」 を 「 障害者自立支援法附則第58条第１項の規定によりなお従前の

例により運営をすることができること と された同項に規定する知的障害者援護施設 」 に改め、同条第２項第２号中「（平成

17年法律第 123 号）」を削り 、「（同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む 。） の

うち居宅介護、行動援護、外出介護又は共同生活援助を行う事業 」 を 「 のうち居宅介護、重度訪問介護、行動援護、療養

介護、生活介護、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援又は共同生活援助を行う事業及び移動支援事

業 」 に改める 。   

第66条  社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部を次のように改正する 。  

第２条第１項第４号を削り 、同項第３号の２を同項第４号と し 、同項第５号を次のように改める 。  

五  削除 

（ 社会福祉施設職員等退職手当共済法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第67条  施行日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第４条第１項の規定により成立している退職手当共済契約 （ 附

則第25条の規定による改正前の児童福祉法第34条の３第１項の規定による届出がなされた児童居宅生活支援事業のうち児童居

宅介護等事業、附則第34条の規定による改正前の身体障害者福祉法第26条第１項の規定による届出がなされた身体障害者居宅

生活支援事業のうち身体障害者居宅介護等事業又は附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第18条の規定による届

出がなされた知的障害者居宅生活支援事業のうち知的障害者居宅介護等事業若し くは知的障害者地域生活援助事業に係るもの

に限る 。） は、第79条第２項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業 （ 附則第８条第２項の規定により障害福祉 

サービス事業とみなされた事業を含む 。） のうち居宅介護、行動援護、外出介護又は共同生活援助を行う事業に係る退職手当

共済契約とみなす。  
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２  施行日前に附則第64条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定によってした退職手当共済契約の申

込みその他の手続は、同条の規定による改正後の同法の相当の規定によってしたものとみなす。  

第68条  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第４条第１項の規定により

成立している退職手当共済契約 （ 社会福祉法第62条第１項の規定による届出がなされた附則第35条の規定による改正前の身体

障害者福祉法に規定する身体障害者更生援護施設のうち身体障害者更生施設、身体障害者療護施設若し くは身体障害者授産施

設又は附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法に規定する知的障害者援護施設のうち知的障害者更生施設、知的障

害者授産施設若し くは知的障害者通勤寮に係るものに限る 。） は、社会福祉法第62条第１項の規定による届出がなされた附則

第41条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定する身体障害者更生援護施設

又は附則第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定する知的障害者援護

施設に係る退職手当共済契約とみなす。  

２  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日において現に社会福祉施設職員等退職手当共済法第４条第１項の規定により成立

している退職手当共済契約 （ 第79条第２項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業 （ 附則第８条第２項の規定によ

り障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む 。） のうち居宅介護、行動援護、外出介護又は共同生活援助を行う事業に係

るものに限る 。） は、第79条第２項の規定による届出がなされた障害福祉サービス事業のうち居宅介護、重度訪問介護、行動

援護、共同生活介護若し くは共同生活援助を行う事業又は移動支援事業に係る退職手当共済契約とみなす。  

３  附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に附則第65条の規定による改正前の社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定

によってした退職手当共済契約の申込みその他の手続は、同条の規定による改正後の同法の相当の規定によってしたものとみ

なす。  

（ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法の一部改正 ）  

第69条  独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法の一部を次のように改正する 。  

第11条第３号中 「 知的障害者援護施設 （ 知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ） 第５条第１項に規定する知的障害者援護

施設 」 を 「 障害者支援施設 （ 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設 」 に改め、  

同条第４号中 「 知的障害者援護施設 」 を 「 障害者支援施設 」 に改める 。  

（ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第70条  附則第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定する知的障害者援

護施設は、障害者支援施設とみなして 、前条の規定による改正後の独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法の

規定を適用する 。  

（ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律の一部改正 ）  

第71条  心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律の一部を次のように改正する 。  

第 101 条第１項中 「 、第49条 」 を 「 又は第49条、障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第29条 」 に改める 。  

第 104 条第２項及び第 108 条第１項中 「 、第49条 」 を 「 又は第49条、障害者自立支援法第29条 」 に改める 。  

（ 船員保険法の一部改正 ）  

第72条  船員保険法 （ 昭和14年法律第73号 ） の一部を次のように改正する 。  

第46条第１項第１号を次のように改める 。  

一  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項ニ規定スル障害者支援施設 （ 次号ニ於テ障害者支援施設ト称

ス ） ヘノ入所ノ期間 （ 同条第６項ニ規定スル生活介護 （ 次号ニ於テ生活介護ト称ス ） ヲ受ケタル場合ニ限ル ）  

第46条第１項第２号を同項第３号と し 、同項第１号の次に次の１号を加える 。  

二  障害者支援施設 （ 生活介護ヲ行フモノニ限ル ） ニ準スル施設トシテ厚生労働大臣ノ定ムルモノヘノ入所ノ期間 

（ 労働者災害補償保険法の一部改正 ）  

第73条  労働者災害補償保険法 （ 昭和22年法律第50号 ） の一部を次のように改正する 。  

第12条の８第４項第１号を次のように改める 。  

一  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設 （ 以下 「 障害者支援施設 」 とい

う 。） に入所している間 （ 同条第６項に規定する生活介護 （ 以下 「 生活介護 」 という 。） を受けている場合に限る 。）  

第12条の８第４項第２号を同項第３号と し 、同項第１号の次に次の１号を加える 。  

二  障害者支援施設 （ 生活介護を行う ものに限る 。） に準ずる施設と して厚生労働大臣が定めるものに入所している間 

第24条第１項第１号を次のように改める 。  

一  障害者支援施設に入所している間 （ 生活介護を受けている場合に限る 。）  

第24条第１項第２号を同項第３号と し 、同項第１号の次に次の１号を加える 。  

二  第12条の８第４項第２号の厚生労働大臣が定める施設に入所している間 

（ 国家公務員災害補償法の一部改正 ）  

第74条  国家公務員災害補償法 （ 昭和26年法律第 191 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第14条の２第１項第２号を次のように改める 。  

二  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設 （ 次号において 「 障害者支援施

設 」 という 。） に入所している場合 （ 同条第６項に規定する生活介護 （ 次号において 「 生活介護 」 という 。） を受けてい

る場合に限る 。）  

第14条の２第１項に次の１号を加える 。  

三  障害者支援施設 （ 生活介護を行う ものに限る 。） に準ずる施設と して人事院が定めるものに入所している場合 

（ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律の一部改正 ）  

第75条  特別児童扶養手当等の支給に関する法律 （ 昭和39年法律第 134 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第26条の２第１号を次のように改める 。  
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一  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） に規定する障害者支援施設 （ 次号において 「 障害者支援施設 」 という 。）

に入所しているとき （ 同法に規定する生活介護 （ 次号において 「 生活介護 」 という 。） を受けている場合に限る。）。 

第26条の２第２号中 「 収容される 」 を 「 入院する 」 に改め、同号を同条第３号と し 、同条第１号の次に次の１号を加える 。  

二  障害者支援施設 （ 生活介護を行う ものに限る 。） に類する施設で厚生労働省令で定めるものに入所しているとき 。  

（ 地方公務員災害補償法の一部改正 ）  

第76条  地方公務員災害補償法 （ 昭和42年法律第 121 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第30条の２第１項第２号を次のように改める 。  

二  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設 （ 次号において 「 障害者支援施

設 」 という 。） に入所している場合 （ 同条第６項に規定する生活介護 （ 次号において 「 生活介護 」 という 。） を受けてい

る場合に限る 。）  

第30条の２第１項に次の１号を加える 。  

三  障害者支援施設 （ 生活介護を行う ものに限る 。） に準ずる施設と して総務大臣が定めるものに入所している場合 

（ 介護保険法施行法の一部改正 ）  

第77条  介護保険法施行法 （ 平成９年法律第 124 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第11条第１項中 「 身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） 第17条の11第２項の規定による支給の決定 （ 同法第５条第４

項に規定する身体障害者療護施設支援に係るものに限る 。） を受けて同法第17条の24第１項の規定により都道府県知事が指定

する身体障害者療護施設に入所しているもの若し くは同法第18条第３項の規定により身体障害者療護施設に入所しているも

の 」 を 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第19条第１項の規定による支給決定 （ 同法第５条第６項に規定する生活

介護 （ 以下この項において 「 生活介護 」 という 。） 及び同条第11項に規定する施設入所支援に係るものに限る 。） を受けて同

法第29条第１項に規定する指定障害者支援施設に入所しているもの又は身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） 第18条第

２項の規定により障害者自立支援法第５条第12項に規定する障害者支援施設 （ 生活介護を行う ものに限る 。） に入所している

もののうち厚生労働省令で定めるもの 」 に改める 。  

（ 生活保護法の一部改正 ）  

第78条  生活保護法の一部を次のように改正する 。  

第84条の３中 「 第18条 」 を 「 第18条第３項 」 に、 「 又は老人福祉法第11条 」 を 「 、知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37

号 ） 第15条の32第１項の規定により障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第16項に規定する共同生活援助 （ 以下

この条において 「 共同生活援助 」 という 。） を行う住居に入居している者、老人福祉法第11条第１項第１号 」 に、 「 若し くは

特別養護老人ホーム 」 を 「 に入所し 、若し くは同項第２号の規定により特別養護老人ホーム 」 に、 「 に対する 」 を 「 又は障害

者自立支援法第29条第１項若し くは第30条第１項の規定により訓練等給付費若し くは特例訓練等給付費の支給を受けて共同生

活援助を行う住居に入居している者に対する 」 に、 「 施設に引き続き入所して 」 を 「 施設又は住居に引き続き入所し 、又は入

居して 」 に改める 。   

第79条  生活保護法の一部を次のように改正する 。  

第84条の３中 「 第17条の10第１項の規定により施設訓練等支援費の支給を受けて若し くは同法第18条第３項の規定により入

所措置がとられて身体障害者療護施設 」 を 「 第18条第２項の規定により障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第

12項に規定する障害者支援施設 （ 以下この条において 「 障害者支援施設 」 という 。）」に、 「 第15条の32第１項 」 を 「 第16条第

１項第２号 」 に、 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第16項に規定する共同生活援助 （ 以下この条において

「 共同生活援助 」 という 。） を行う住居に入居して 」 を 「 障害者支援施設若し くは独立行政法人国立重度知的障害者総合施設

のぞみの園法 （ 平成14年法律第 167 号 ） 第11条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設

置する施設 （ 以下この条において 「 のぞみの園 」 という 。） に入所して 」 に、 「 訓練等給付費若し くは特例訓練等給付費 」 を

「 同法第19条第１項に規定する介護給付費等 」 に、 「 共同生活援助を行う住居に入居して 」 を 「 障害者支援施設、のぞみの園

若し くは同法第５条第１項の厚生労働省令で定める施設に入所して 」 に改め、 「 又は住居 」 を削り 、 「 入所し 、又は入居し

て 」 を 「 入所して 」 に改める 。  

（ 生活保護法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第80条  附則第78条の規定による改正後の生活保護法第84条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する施設又は住居に入所

し 、又は入居した者について 、適用する 。   

第81条  当分の間、附則第79条の規定による改正後の生活保護法 （ 以下この条において 「 新法 」 という 。） 第84条の３中 「 第16

条第１項第２号 」 とあるのは 「 第15条の４の規定により障害者自立支援法第５条第10項に規定する共同生活介護 （ 以下この条

において 「 共同生活介護 」 という 。） 若し くは同法第５条第16項に規定する共同生活援助 （ 以下この条において 「 共同生活援

助 」 という 。） を行う住居に入居している者若し くは知的障害者福祉法第16条第１項第２号 」 と 、 「 に対する 」 とあるのは

「 若し くは共同生活介護若し くは共同生活援助を行う住居に入居している者に対する 」 と 、 「 施設に引き続き入所して 」 とあ

るのは 「 施設又は住居に引き続き入所し 、又は入居して 」 とする 。  

２  前項の規定により読み替えられた新法第84条の３の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に、同項の規定

により読み替えられた新法第84条の３に規定する施設又は住居に入所し 、又は入居した者について、適用する 。  

３  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された附則第41条第１

項に規定する身体障害者更生援護施設又は附則第58条第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 附則第52条の規定による改正前

の知的障害者福祉法第21条の８に規定する知的障害者通勤寮を除く 。） は、障害者支援施設とみなして 、新法第84条の３の規

定を適用する 。  

（ 国民健康保険法の一部改正 ）  

第82条  国民健康保険法の一部を次のように改正する 。  
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第 116 条の２の見出し中 「 又は入所中 」 を 「 、入所又は入居中 」 に改め、同条第１項中 「 又は入所 」 を 「 、入所又は入居 」

に、 「 又は施設 」 を 「 、施設又は住居 」 に改め、同項第２号の次に次の１号を加える 。  

二の二  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第16項に規定する共同生活援助を行う住居への入居  

第83条  国民健康保険法の一部を次のように改正する 。  

 

第 116 条の２第１項中 「 、施設又は住居 」 を 「 又は施設 」 に改め、同項第２号中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、同

項第３号を削り 、同項第２号の２中 「 第５条第16項に規定する共同生活援助を行う住居への入居 」 を 「 第５条第12項に規定す

る障害者支援施設又は同条第１項の厚生労働省令で定める施設への入所 」 に改め、同号を同項第３号と し 、同項第４号中 「 知

的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ） 第15条の24第１項に規定する知的障害者更生施設等 （ 同法第21条の８に規定する知的

障害者通勤寮を除く 。） 又は 」 を削る 。  

（ 国民健康保険法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第84条  附則第82条の規定による改正後の国民健康保険法第 116 条の２の規定は、同条第１項第２号の２に掲げる入居をするこ

とにより 、施行日以後に当該住居の所在する場所に住所を変更したと認められる国民健康保険の被保険者であって 、当該住居

に入居をした際、当該住居が所在する市町村以外の市町村の区域内に住所を有していたと認められるものについて、適用する 。 

第85条  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された附則第41条

第１項に規定する身体障害者更生援護施設又は附則第58条第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 附則第52条の規定による改

正前の知的障害者福祉法第21条の８に規定する知的障害者通勤寮を除く 。） は、障害者支援施設とみなして 、附則第83条の規

定による改正後の国民健康保険法 （ 以下この条において 「 新法 」 という 。） 第 116 条の２の規定を適用する 。  

２  当分の間、新法第 116 条の２第１項中 「 又は施設 」 とあるのは 「 、施設又は住居 」 と 、同項第３号中 「 又は 」 とあるのは

「 若し くは 」 と 、 「 入所 」 とあるのは 「 入所又は同条第10項に規定する共同生活介護若し くは同条第16項に規定する共同生活

援助を行う住居への入居 」 とする 。  

３  前項の規定により読み替えられた新法第 116 条の２の規定は、同条第１項第３号に掲げる入所又は入居をすることにより 、

附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に当該施設又は住居の所在する場所に住所を変更したと認められる国民健康保

険の被保険者であって 、当該施設又は住居に入所又は入居をした際、当該施設又は住居が所在する市町村以外の市町村の区域

内に住所を有していたと認められるものについて、適用する 。  

（ 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律の一部改正 ）  

第86条  激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 （ 昭和37年法律第 150 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第３条第１項第７号中 「 第27条第２項又は第３項 」 を 「 第28条第１項又は第２項 」 に、 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身

体障害者社会参加支援施設 」 に改め、同項第８号を次のように改める 。  

八  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第79条第１項若し くは第２項又は第83条第２項若し くは第３項の規定によ

り都道府県又は市町村が設置した障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害福祉サービス （ 同法第５

条第６項に規定する生活介護、同条第13項に規定する自立訓練、同条第14項に規定する就労移行支援又は同条第15項に規

定する就労継続支援に限る 。） の事業の用に供する施設の災害復旧事業 

（ 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律の一部改正に伴う経過措置 ）  

第87条  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された附則第41条

第１項に規定する身体障害者更生援護施設又は附則第58条第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 附則第52条の規定による改

正前の知的障害者福祉法第21条の８に規定する知的障害者通勤寮を除く 。） は、障害者支援施設とみなして 、前条の規定によ

る改正後の激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律第３条第１項の規定を適用する 。  

（ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部改正 ）  

第87条の２  地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律 （ 昭和55年法律第

63号 ） の一部を次のように改正する 。  

別表第１中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、 「 、身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） 第５条第１項に規定す

る身体障害者更生施設で、重度の肢体不自由者を入所させるもの若し くは身体障害者療護施設 」 及び 「 知的障害者福祉法 （ 昭

和35年法律第37号 ） 第21条の６に規定する知的障害者更生施設 （ 通所施設を除く 。） 又は 」 を削り 、 「 特別養護老人ホーム 」

の下に 「 又は障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設 （ 同条第６項に規定する生

活介護又は同条第13項に規定する自立訓練を行う ものに限る 。）」 を加える 。  

別表第２中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、 「 、身体障害者福祉法第５条第１項に規定する身体障害者更生施設で、

重度の肢体不自由者を入所させるもの若し くは身体障害者療護施設 」 及び 「 知的障害者福祉法第21条の６に規定する知的障害

者更生施設 （ 通所施設を除く 。） 又は 」 を削り 、 「 特別養護老人ホーム 」 の下に 「 又は障害者自立支援法第５条第12項に規定

する障害者支援施設 （ 同条第６項に規定する生活介護又は同条第13項に規定する自立訓練を行う ものに限る 。）」 を加える 。  

（ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部改正に伴う経過措置 ）  

第87条の３  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができるこ と と された附則第

41条第１項に規定する身体障害者更生援護施設 （ 附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第29条に規定する身体障

害者更生施設で、重度の肢体不自由者を入所させるもの又は同法第30条に規定する身体障害者療護施設に限る 。） 又は附則第

58条第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第21条の６に規定する知的障

害者更生施設 （ 通所施設を除く 。） に限る 。） は、障害者支援施設とみなして 、前条の規定による改正後の地震防災対策強化

地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律第４条の規定を適用する 。  

（ 地震防災対策特別措置法の一部改正 ）  

第88条  地震防災対策特別措置法 （ 平成７年法律第 111 号 ） の一部を次のように改正する 。  
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別表第１中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、 「 、身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） 第５条第１項に規定す

る身体障害者更生施設で、重度の肢体不自由者を入所させるもの若し くは身体障害者療護施設 」 及び 「 知的障害者福祉法 （ 昭

和35年法律第37号 ） 第５条に規定する知的障害者更生施設 （ 通所施設を除く 。） 又は 」 を削り 、 「 特別養護老人ホーム 」 の下

に 「 又は障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設 （ 同条第６項に規定する生活介

護又は同条第13項に規定する自立訓練を行う ものに限る 。）」 を加える 。  

別表第２中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、 「 、身体障害者福祉法第５条第１項に規定する身体障害者更生施設で、

重度の肢体不自由者を入所させるもの若し くは身体障害者療護施設 」 及び 「 知的障害者福祉法第５条に規定する知的障害者更

生施設 （ 通所施設を除く 。） 又は 」 を削り 、 「 特別養護老人ホーム 」 の下に 「 又は障害者自立支援法第５条第12項に規定する

障害者支援施設 （ 同条第６項に規定する生活介護又は同条第13項に規定する自立訓練を行う ものに限る 。）」 を加える 。  

（ 地震防災対策特別措置法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第89条  附則第41条第１項又は第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された附則第41条

第１項に規定する身体障害者更生援護施設 （ 附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法第29条に規定する身体障害者

更生施設で、重度の肢体不自由者を入所させるもの又は同法第30条に規定する身体障害者療護施設に限る 。） 又は附則第58条

第１項に規定する知的障害者援護施設 （ 附則第52条の規定による改正前の知的障害者福祉法第21条の６に規定する知的障害者

更生施設 （ 通所施設を除く 。） に限る 。） は、障害者支援施設とみなして 、前条の規定による改正後の地震防災対策特別措置

法第４条の規定を適用する 。  

（ 沖縄振興特別措置法の一部改正 ）  

第90条  沖縄振興特別措置法 （ 平成14年法律第14号 ） の一部を次のように改正する 。  

別表18の項中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、同表19の項中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 身体障害者社会参加支

援施設 」 に改め、同表中21の項を削り 、22の項を21の項と し 、23の項から28の項までを １項ずつ繰り上げる 。  

（ 地方自治法の一部改正 ）  

第91条  地方自治法の一部を次のように改正する 。  

第 252 条の19第１項第８号を次のように改める 。  

八  障害者の自立支援に関する事務 

別表第１精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 （ 昭和25年法律第 123 号 ） の項第１号中 「 、第５章第４節 」 を削る 。   

第92条  地方自治法の一部を次のように改正する 。  

別表第１精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 （ 昭和25年法律第 123 号 ） の項第１号中 「 第３項 」 を 「 第６項 」 に改め

る 。  

（ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律等の一部改正 ）  

第93条  次に掲げる法律の規定中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改める 。  

一  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 （ 昭和23年法律第 122 号 ） 第28条第１項 

二  旅館業法 （ 昭和23年法律第 138 号 ） 第３条第３項第２号 

三  地価税法 （ 平成３年法律第69号 ） 別表第１第６号 

四  過疎地域自立促進特別措置法 （ 平成12年法律第15号 ） 別表 

（ 社会保険診療報酬支払基金法の一部改正 ）  

第94条  社会保険診療報酬支払基金法の一部を次のように改正する 。  

第15条第２項中 「 、身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） 第19条の５第３項 」 を削り 、 「 第21条の３第３項 （ 同法第

21条の９第９項及び 」 を 「 第21条の９の４第３項 （ 」 に、 「 第20条第６項 」 を 「 第20条第７項 」 に、 「 又は石綿による健康被

害の救済に関する法律 （ 平成18年法律第４号 ） 第14条第１項 」 を 「 、石綿による健康被害の救済に関する法律 （ 平成18年法律

第４号 ） 第14条第１項又は障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第73条第３項 」 に改め、 「 、身体障害者福祉法第19条

の５第４項 」 を削り 、 「 第21条の３第４項 （ 同法第21条の９第９項及び 」 を 「 第21条の９の４第４項 （ 」 に、 「 又は石綿によ

る健康被害の救済に関する法律第14条第２項 」 を 「 、石綿による健康被害の救済に関する法律第14条第２項又は障害者自立支

援法第73条第４項 」 に改め、 「 若し くは第32条の２第３項 」 を削る 。  

第95条  社会保険診療報酬支払基金法の一部を次のように改正する 。  

第15条第２項中 「 第21条の９の４第３項 （ 」 を 「 第21条の３第３項 （ 同法第24条の21及び 」 に、 「 第21条の９の４第４項

（ 」 を 「 第21条の３第４項 （ 同法第24条の21及び 」 に改める 。  

（ 少年法の一部改正 ）  

第96条  少年法 （ 昭和23年法律第 168 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第37条第１項第４号中 「 第62条第５号 」 を 「 第62条第６号 」 に改める 。  

第97条  削除 

（ 一般職の職員の給与に関する法律の一部改正 ）  

第98条  一般職の職員の給与に関する法律 （ 昭和25年法律第95号 ） の一部を次のように改正する 。  

別表第９の備考中 「 身体障害者更生援護施設 」 を 「 障害者支援施設 」 に改める 。  

（ 国有財産特別措置法の一部改正 ）  

第99条  国有財産特別措置法の一部を次のように改正する 。  

第２条第２項第２号中 「 第７条 」 を 「 第７条第１項 」 に改め、同号に次のように加える 。  

ニ  児童福祉法の規定による障害児施設給付費の支給に係る者に対する障害児施設支援の用 

第２条第２項第３号を次のように改める 。  

三  地方公共団体において 、障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第12項に規定する障害者支援施設のうち政

令で定めるものの用に供するとき 、又は社会福祉法人において 、次に掲げる用のうち一若し くは二以上の用に主と して供
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する施設の用に供するとき （ ハに掲げる用に供する場合には、ハに掲げる用に併せてイ又はロに掲げる用に供するときに

限る。）。 

イ  身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） の規定に基づき市町村の委託を受けて行う当該委託に係る措置の用 

ロ  知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ） の規定に基づき市町村の委託を受けて行う当該委託に係る措置の用 

ハ  障害者自立支援法の規定による介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付費の支給に係る者に

対する障害福祉サービス （ 同法第５条第６項に規定する生活介護、同条第13項に規定する自立訓練、同条第14項に規定

する就労移行支援又は同条第15項に規定する就労継続支援に限る 。） の用 

第２条第２項中第４号を削り 、第５号を第４号と し 、第６号を第５号と し 、第７号を第６号とする 。  

（ 国有財産特別措置法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第 100 条  附則第41条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定する身体障害者

更生援護施設又は附則第58条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができること と された同項に規定する知

的障害者援護施設は、障害者支援施設とみなして 、前条の規定による改正後の国有財産特別措置法第２条第２項第３号の規定

を適用する 。  

（ 租税特別措置法の一部改正 ）  

第 101 条  租税特別措置法 （ 昭和32年法律第26号 ） の一部を次のように改正する 。  

第26条第２項第１号中「（昭和38年法律第 168 号）」の下に 「 、身体障害者福祉法 」 を 、 「 養育医療の給付 」 の下に 「 、育成医

療の給付 」 を加え、同項第６号を削る 。  

第 102 条  租税特別措置法の一部を次のように改正する 。  

第26条第２項第１号中 「 、身体障害者福祉法 」 及び 「 、育成医療の給付 」 を削り 、同項に次の１号を加える 。  

六  障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） の規定によつて自立支援医療費を支給すること と される支給認定に係る障

害者等に係る指定自立支援医療のうち当該自立支援医療費の額の算定に係る当該指定自立支援医療に要する費用の額と し

て同法の規定により定める金額に相当する部分 

（ 租税特別措置法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第 103 条  附則第 101 条の規定による改正後の租税特別措置法第26条の規定は、平成17年10月１日以後に行われる同条第２項に

規定する社会保険診療について適用する 。  

第 104 条  附則第 102 条の規定による改正後の租税特別措置法第26条の規定は、施行日以後に行われる同条第２項に規定する社

会保険診療について適用し 、施行日前に行われた附則第 102 条の規定による改正前の租税特別措置法第26条第２項に規定する

社会保険診療については、なお従前の例による 。  

（ 老人福祉法の一部改正 ）  

第 105 条  老人福祉法 （ 昭和38年法律第 133 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第25条中 「 第２条第２項第５号 」 を 「 第２条第２項第４号 」 に改める 

（ 戦傷病者特別援護法の一部改正 ）  

第 106 条  戦傷病者特別援護法の一部を次のように改正する 。  

第20条第２項中 「 身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） 第19条第４項に規定する指定医療機関 」 を 「 障害者自立支援

法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第54条第２項に規定する指定自立支援医療機関 」 に、 「 行なう 」 を 「 行う 」 に改める 。  

（ 母子保健法の一部改正 ）  

第 107 条  母子保健法 （ 昭和40年法律第 141 号 ） の一部を次のように改正する 。  

第20条第６項中 「 第21条並びに第21条の９第６項及び第７項 」 を 「 第21条の９第７項及び第８項並びに第21条の９の２ 」 に、  

「 第21条の２から第21条の４まで 」 を 「 第21条の９の３から第21条の９の５まで 」 に改め、 「 、同法第21条の５の規定は、養

育医療に要する費用について 」 を削り 、 「 第21条の３第４項及び第21条の４第２項 」 を 「 第21条の９の４第４項及び第21条の

９の５第２項 」 に改め、同項を同条第７項と し 、同条第５項の次に次の１項を加える 。  

６  第１項の規定により支給する費用の額は、次項の規定により準用する児童福祉法第21条の９の３の規定により指定養育医

療機関が請求することができる診療報酬の例により算定した額のうち 、本人及びその扶養義務者 （ 民法 （ 明治29年法律第89

号 ） に定める扶養義務者をいう 。第21条の４第１項において同じ 。） が負担することができないと認められる額とする 。  

第21条の４第１項中「（民法 （ 明治29年法律第89号 ） に定める扶養義務者をいう 。）」 を削る 。  

第27条第１項中 「 第20条第６項 」 を 「 第20条第７項 」 に、 「 第21条の４第１項 」 を 「 第21条の９の５第１項 」 に改める 。   

第 108 条  母子保健法の一部を次のように改正する 。  

第20条第６項中 「 第21条の９の３ 」 を 「 第21条の２ 」 に改め、同条第７項中 「 第21条の９第７項及び第８項並びに第21条の

９の２ 」 を 「 第20条第７項及び第８項並びに第21条 」 に、 「 第21条の９の３から第21条の９の５まで 」 を 「 第21条の２から第

21条の４まで 」 に、 「 第21条の９の４第４項及び第21条の９の５第２項 」 を 「 第21条の３第４項及び第21条の４第２項 」 に改

める 。  

第27条第１項中 「 第21条の９の５第１項 」 を 「 第21条の４第１項 」 に改める 。  

（ 消費税法の一部改正 ）  

第 109 条  消費税法 （ 昭和63年法律第 108 号 ） の一部を次のように改正する 。  

別表第１第６号ハ中 「 身体障害者福祉法 （ 昭和24年法律第 283 号 ） の規定に基づ く更生医療の給付及び更生医療に要する費

用の支給に係る医療 、」 を削り 、 「 並びに原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 」 を 「 、原子爆弾被爆者に対する援護に

関する法律 」 に改め、 「 一般疾病医療費の支給に係る医療 」 の下に 「 並びに障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） の規

定に基づ く自立支援医療費の支給に係る医療 」 を加える 。  

第 110 条  消費税法の一部を次のように改正する 。  
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別表第１第６号ハ中 「 自立支援医療費 」 の下に 「 、療養介護医療費又は基準該当療養介護医療費 」 を加え、同表第７号ロを

次のように改める 。  

ロ  社会福祉法第２条 （ 定義 ） に規定する社会福祉事業及び更生保護事業法 （ 平成７年法律第86号 ） 第２条第１項 （ 定

義 ） に規定する更生保護事業と して行われる資産の譲渡等 （ 社会福祉法第２条第２項第３号の２若し くは第７号に規定

する障害者支援施設若し くは授産施設若し くは同条第３項第４号の２に規定する地域活動支援センターを経営する事業

又は同号に規定する障害福祉サービス事業 （ 障害者自立支援法第５条第６項、第14項又は第15項 （ 定義 ） に規定する生

活介護、就労移行支援又は就労継続支援を行う事業に限る 。） において生産活動と しての作業に基づき行われるもの及

び政令で定めるものを除く 。）  

第 111 条  消費税法の一部を次のように改正する 。  

別表第１第７号ロ中 「 第２条第２項第３号の２ 」 を 「 第２条第２項第４号 」 に改める 。  

（ 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律の一部改正 ）  

第 112 条  福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律 （ 平成５年法律第38号 ） の一部を次のように改正する 。  

第５条第３項中 「 身体障害者更生施設 」 を 「 障害者支援施設 」 に改める 。  

（ 児童虐待の防止等に関する法律の一部改正 ）  

第 113 条  児童虐待の防止等に関する法律 （ 平成12年法律第82号 ） の一部を次のように改正する 。  

第９条第２項中 「 第62条第４号 」 を 「 第62条第５号 」 に改める 。  

（ 身体障害者補助犬法の一部改正 ）  

第 114 条  身体障害者補助犬法 （ 平成14年法律第49号 ） の一部を次のように改正する 。  

第３条第１項中 「 第４条の２第12項 」 を 「 第４条の２第４項 」 に改める 。   

第 115 条  身体障害者補助犬法の一部を次のように改正する 。  

第３条第１項中 「 第４条の２第４項 」 を 「 第４条の２第３項 」 に改める 。  

（ 地方税法等の一部を改正する法律の一部改正 ）  

第 116 条  地方税法等の一部を改正する法律 （ 平成17年法律第５号 ） の一部を次のように改正する 。  

第１条のうち地方税法第72条の23第１項の改正規定中 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第   号）」を 「 障害者自立支援

法 （ 平成17年法律第 123 号）」に改める 。  

附則第１条第10号中 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第   号 ） 附則第１条第２号に掲げる規定 」 を 「 障害者自立支援

法 （ 平成17年法律第 123 号）」に改める 。  

附則第３条第１項中 「 附則第１条第２号に掲げる規定 」 を削る 。  

（ 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部を改正する法律の一部

改正 ）  

第 117 条  地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部を改正する法

律 （ 平成17年法律第15号 ） の一部を次のように改正する 。  

附則第１条第３号中 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第   号）」を 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号）」に改

める 。  

附則第５条のうち障害者自立支援法附則第90条の次に２条を加える改正規定中 「 附則第90条 」 を 「 附則第87条 」 に、  

「 第90条の２ 」 を 「 第87条の２ 」 に、 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律第   号）」を 「 障害者自立支援法 （ 平成17年法律

第 123 号）」に、 「 第90条の３ 」 を 「 第87条の３ 」 に、 「 附則第43条第１項 」 を 「 附則第41条第１項 」 に、 「 第61条第１項 」 を

「 第58条第１項 」 に、 「 附則第37条 」 を 「 附則第35条 」 に、 「 附則第55条 」 を 「 附則第52条 」 に改める 。  

（ 介護保険法等の一部を改正する法律の一部改正 ）  

第 118 条  介護保険法等の一部を改正する法律 （ 平成17年法律第77号 ） の一部を次のように改正する 。  

第16条のうち社会福祉施設職員等退職手当共済法第２条第２項の改正規定中 「 第３号と し 」 の下に 「 、第５号を第４号と

し 」 を加える 。  

（ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法の一部改正 ）   

第 119 条  地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法 （ 平成17年法律第79号 ） の一部を次の

ように改正する 。  

第６条第６項中 「 知的障害者福祉法 （ 昭和35年法律第37号 ） 第４条第10項に規定する知的障害者地域生活援助事業 」 を 「 障

害者自立支援法 （ 平成17年法律第 123 号 ） 第５条第16項に規定する共同生活援助を行う事業 」 に改める 。  

（ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法の一部改正に伴う経過措置 ）  

第 120 条  施行日前に前条の規定による改正前の地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法

第６条第６項の規定により地域住宅計画に記載された公営住宅建替事業であって当該公営住宅建替事業が施行される土地の区

域において新たに附則第51条の規定による改正前の知的障害者福祉法第４条第10項に規定する知的障害者地域生活援助事業の

用に供する施設を整備するものについては、施行日において前条の規定による改正後の地域における多様な需要に応じた公的

賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法第６条第６項の規定により地域住宅計画に記載された公営住宅建替事業であって当該

公営住宅建替事業が施行される土地の区域において新たに共同生活援助を行う事業の用に供する施設を整備するものとみなす。 

（ 罰則の適用に関する経過措置 ）  

第 121 条  この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によること と される場合におけるこの法律の施

行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による 。  

（ その他の経過措置の政令への委任 ）  

第 122 条  この附則に規定するもののほか、 この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める 。  


